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CSIS DAYS 2012 

東京大学 空間情報科学研究センター 全国共同利用研究発表会 
 
 CSIS DAYSの発表会にようこそ。CSIS DAYSは、短時間の発表とポスターセッションにおける議論で構成されてい

ます。発表時間は、内容を詳細に伝えるには余りに短いですが、何をしているのかの概略を知るには十分で、どのポ

スターを重点的に見るべきかを知ることができます。また、空間情報をどのように活用されるのか、そのためにどのよう

な研究がなされているのかの概略を効率的に知ることができます。学会ですと、とかく、自分の専門外のセッションに

は参加せず、いつも同じような専門の方々との交流だけになりがちですが、極めて短時間の発表ですので、専門外の

発表でも飽きずに聞くことができ、むしろ異分野における考え方をヒントにすることもできる良い機会ともなります。 
 
 空間情報が日常生活において必須の情報になってきたことは、モバイル端末などで多くの位置情報を用いたサー

ビス提供がなされていることで明らかだと思います。特に、緊急性を伴う災害、事故などの情報が、いち早く伝達され、

各人の適切な対処のための基盤になりつつあります。昨年の東日本大震災以降、減災の重要性が再認識され、多面

的な減災対策が計画されています。一日も早くそれらが実施され、今後の大災害や大事故に活かされることを願って

います。空間情報科学は、そのための基盤技術でもあり、今後ますますこの分野における研究が増強されるために、

空間情報科学研究センターにおいても努力を積み重ねる所存です。CSIS DAYSにおいて、さらなる研究発展のアイ

デアを皆様と一緒に議論できれば良いと思います。 
 
2012 年 11 月 2 日 

東京大学  
空間情報科学研究センター長 
浅見 泰司 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図： 昨年のCSIS DAYS 2011の様子 
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2012 年 11 月 2 日（金）： 初日のプログラム 
－ CSIS DAYS 2012 － 

  12:00 ~  一般受付開始・ポスター貼り付け開始 

  12:30 ~ 12:35 開会の挨拶 （センター長 浅見泰司） 

  12:35 ~ 14:00 発表(A) 一人 5 分 15 件 【A: 災害・環境】（司会：小口 高） 

  14:00 ~ 14:45 ポスター展示 

  14:45 ~ 14:55 ポスター撤収 

  14:55 ~ 15:05 休憩 

  15:05 ~ 15:15 ポスター貼り付け 

  15:15 ~ 16:40 発表(B) 一人 5 分 15 件 【B: 社会経済】（司会：浅見泰司） 
  16:40 ~ 17:25 ポスター展示 

  17:25 ~ 17:30 初日の締めの挨拶 （副センター長 小口 高） 

  17:30 ~  ポスター撤収，移動 

  17:45 ~  懇談会 受付開始（柏キャンパス内 カフェテリア） 

  18:00 ~ 20:00 懇談会（柏キャンパス内 カフェテリア） 

 

 

 

 

 

 

2012 年 11 月 3 日（土）： 2 日目のプログラム 
－ CSIS DAYS 2012 － 

  09:30 ~  一般受付開始・ポスター貼り付け開始 

  10:00 ~ 11:30 発表(C) 一人 5 分 16 件 【C: 安全・安心】（司会：瀬崎 薫） 

  11:30 ~ 12:15 ポスター展示 

  12:15 ~ 12:30 ポスター撤収 

  12:15 ~ 13:45 ランチタイム  （拠点校会議 [非公開] 12:25 ~ 13:25，6F 630 号室） 

  12:30 ~ 13:45 ポスター貼り付け 

  13:45 ~ 15:15 発表(D) 一人 5 分 16 件 【D: G 空間 IT】（司会：高橋孝明） 

  15:15 ~ 16:00 ポスター展示 

  16:00 ~ 16:30 CSIS ライトニング・トーク （６名程度，一人５分程度） 

             ・CSIS の複数のスタッフからさまざまな情報提供が行われます． 

  16:30 ~ 16:40 閉会式 （優秀研究発表賞の授与式）（センター長 浅見泰司） 

  16:40 ~   ポスター撤収 
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A01

航空レーザ測量による浦安市の液状化沈下量の面的把握 
 

中埜 貴元 1，小荒井 衛 1，乙井 康成 1，宇根 寛 1 
1 国土地理院 

連絡先: <t-nakano@gsi.go.jp> 

 

(1) 動機：平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震

（M9.0）では，浦安市の埋立地のほぼ全域で液状

化が発生するなど深刻な被害が生じた．液状化に

よる地盤沈下の面的沈下量を把握することは，建

物被害と沈下量との関係を整理する上で重要であ

るため，本研究では航空レーザ測量による地震前

後の標高データ（DEM）の差分により面的な標高

変化量（沈下量）の把握がどの程度有効か検証す

る． 

(2) 方法： 地震前（2006 年 12 月）と地震後（2011 年 4
月）に取得された航空レーザによる 2m グリッド

DEM の標高差分図を作成した（図 1）．また，2011
年 8 月に JR 京葉線の新浦安駅近傍の内陸から海

岸方面にかけての道路上で簡易水準測量を実施

し，相対的な地盤沈下量を計測した．これらのデー

タを比較し，航空レーザによる標高変化量の妥当

性を検討した．合わせて，千葉県環境研究センタ

ーが公開した杭基礎建物の抜け上がり量データお

よび液状化被害タイプ別分布図と航空レーザによ

る標高変化量とを比較し，両者の分布傾向を考察

した． 
(3) 結果： 航空レーザによる標高変化量の大きな箇所

は局在しているが，全体を概観すると帯状に分布し

ており，その分布は埋め立て前の埋積谷の谷軸と

調和的であった．簡易水準測量結果との比較では，

相対的には調和的な結果が得られたが，絶対値的

な比較では，全体的に航空レーザによる標高変化

量の方が大きく低下している傾向が見られた．以上

のように，航空レーザの差分による標高変化量は，

10cm オーダーでは問題が残るものの，沈下の程度

の相対的な大小の判断や，全体的な沈下傾向を把

握するためには十分な精度を持っていると判断され

る． 
 杭基礎建物の抜け上がり量との比較では，航空レ

ーザによる標高変化量のばらつきが大きく，抜け上

がり量が正しいとした場合，プラス側に 10cm 程度，

マイナス側に 60cm 程度散在し，相関係数は 0.1 と

小さかった．これは，抜け上がり量データが建物の

代表値であるのに対し，航空レーザによる標高変化

量は 2m グリッドであるため，平均値をとっても誤差

が大きいためと考えられる．液状化の被害タイプ別

分布図との比較では，被害がない地域でも標高低

下が見られた地域があったが，全体的には被害が

大きい地域で標高低下量も大きい傾向が見られ

た． 
(4) 謝辞： 杭基礎建物の抜け上がり量データに関して

は，千葉県環境研究センターの方々から有益な情

報を頂いた．また，航空レーザデータに関しては，

浦安市の醍醐恵二氏，国際航業の向山栄氏から

情報を提供して頂いた．ここに感謝の意を表する． 

 

a

b

c

d

e f

図 1：東北地方太平洋沖地震を挟んだ 2 時期の航空レーザ測量 DEM による標高差分データ．図中 a～f は標高

低下量の大きな地域． 
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A02

衛星観測雨量を用いた海外における土砂災害の危険度評価に関する可能性 
 

清水 孝一 

（独） 土木研究所 水災害・リスクマネジメント国際センター 

連絡先: <shimizu@pwri.go.jp>  Web: <http://www.icarm.pwri.go.jp> 

 

(1) 動機： 途上国においては，気象観測点が十分に

整備されておらず，国および地方政府が管内の土

砂災害のリスクマネジメントを行う情報が不足してい

る．日本国内のように水文観測計の密な整備とネッ

トワーク化，レーダ雨量計の整備などの実施には

莫大な時間と費用を必要とする．（図 1） 

 このような状況を踏まえ，土木研究所水災害・リス

クマネジメント国際センター（PWRI/ICHARM）では，

水文情報の少ない途上国において洪水災害の警

戒避難体制を構築することを目的として，Integrated 
Flood Analysis System (IFAS)を開発し，その普及・

改良を図っているところである． 

 途上国では，洪水災害ばかりではなく台風など豪

雨による大規模な土砂災害も発生し多くの人命が

失われている．土砂災害の危険度評価を行う機能

を開発することにより，水関連災害全般に適用でき

るパッケージ・ツールの提供が可能となる． 

(2) アプローチ： 平成 21（2009）年に山口県防府市で

発生した土砂災害をもたらした一連の降雨を対象

として，IFAS により取得・補正した衛星観測雨量デ

ータと地上観測雨量を用いて，国内で運用されて

いる土砂災害の危険度の推定手法を適用し，それ

らの結果から本手法の妥当性について議論する． 

(3) 意義： 現在，時間・空間の分解能が高い衛星観測

雨量は JAXA の提供する GSMaP である．日本の

提供するデータを日本の開発するシステムにより日

本で確立された評価手法を用いるワンパッケージ

の技術として普及をはかることが可能となる．  

(4) 特徴： IFAS は準リアルタイムで配信される衛星観

測雨量データ，流域の地形モデルを作成する数値

標高データ，流出解析モデルに用いる土地被覆，

土壌，地質などインターネットに無償で公開されて

いるデータを，各データの提供サイトからダウンロ

ードするとともに計算範囲の切り出しと格納するとこ

ろから，流域モデルの作成、流出解析パラメータの

設定，流出解析の実施とその計算結果の表示から

汎用地理情報システム（Google Earth）へのファイ

ル出力まで，GUI（Graphical User Interface）による

使いやすいソフトウェアとして構築している．  

(5) 今後の展開： アジア各国の参加する組織（台風委

員会など）を通じて、危険度を評価する時間・空間

の適正な分解能と危険度の表現手法について検

討するとともに普及を図って行く予定である． 

(6) 参考： IFAS； http://www.icharm.pwri.go.jp, 
GSMaP;http://sharaku.eorc.jaxa.jp/GSMaP_crest/in
dex.html 

 

 

 

 

図 1： 我が国と途上国の土砂災害警戒情報システムの整備状況に関するイメージ 
(青：我が国の整備状況，赤：途上国における整備状況，緑：本発表技術の適用範囲) 

我が国における 土砂災害警戒情報と 途上国の実情

防災関係機関

住民

雨量計

気象レーダ

国土全体レベル 地域ブロ ッ ク レ ベル コ ミ ュ ニティ レ ベル

気象・ 雨量

×

×

△

× ×

×

検討範囲 
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A03

自然災害情報の総体的なアーカイブに向けて 
 

内山 庄一郎， 鈴木 比奈子, 堀田 弥生 
独立行政法人 防災科学技術研究所 自然災害情報室 

連絡先: < uchiyama@bosai.go.jp >  Web: < http://dil.bosai.go.jp/> 
 
(1) 動機： 防災・減災の取り組みにおいて，過去の災

害事例の活用は有用である．東日本大震災では，

シミュレーション結果に比しての想定外が多く叫ば

れた．過去の災害に関する資料は震災以前から存

在していたが，防災対策においては十分には活用

されなかった．これは過去の災害事例を地域防災

に活かすノウハウが共有されていないことも一因で

あろう．しかし，日本国内において自然災害情報の

総合的な収集・配信を行う組織が存在しないことも，

災害事例の利活用が進まない要因の一つといえる．

このことから，これまで災害資料を専門的に取扱っ

てきた自然災害情報室では，過去の災害事例を含

む自然災害情報の総体的なアーカイブと，その情

報配信体制を構築する必要があると考えた． 
(2) アプローチ： 収集対象とする自然災害情報を 2 つ

のカテゴリーに定義した．次に，現状で実施可能な

アーカイブ技術として 3 つの手法を適用した．そし

て，災害情報を活用するために必要なサービスとし

て 3 つの情報発信体制を検討した． 
(3) 意義： 自然災害情報の総体的なアーカイブと情報

配信が実現すれば，防災対策の意思決定に資す

る重要な情報として活用できる．災害資料のアーカ

イブは，貴重な資料の散逸を防ぎ，これらを社会遺

産として後世に遺すことができる．また，自然災害

に関する総合窓口によって，地域における災害情

報の利活用の支援，普及の促進が期待される． 
(4) 特徴： アーカイブの対象とする自然災害情報は，

情報量の疎密を基準として 2 つのカテゴリーに定

義した．一つは過去の災害事例に関する情報，もう

一つは，発災直後に各機関から発信される即時的

な災害情報である．対象とする災害種は，防災科

研の研究分野に拠る（堀田ほか，2012）．以下に詳

細を述べる． 

・ 自然災害情報の定義：2 つのカテゴリー 
① 過去の災害事例に関する情報 

災害資料，歴史資料，および地域史か

らの災害事例の抽出 
② 発災直後の災害情報 

公的機関の災害情報，調査速報 
・ 社会遺産としての継承：3 つのアーカイブ技術 

① 収集資料の永久保存 
研究資料管理棟（空調制御，雑菌対

策）への収蔵 
② 各種資料のデジタル化 

古い年代の航空写真ロールフィルム，

写真，古書のデジタル化 
③ 地理空間情報化 

オルソ写真，各種主題図，写真撮影位

置の同定 
・ 防災情報としての利活用：3 つの情報発信 

① 自機関での閲覧・貸出サービス 
図書および一次資料（現物資料） 

② Web サイトによる情報発信 
国内災害事例の検索・閲覧システム，

災害資料の検索システム，大規模災害

の特集，防災基礎講座，メルマガ 
③ 自然災害情報の総合窓口 

いうなれば，自然災害・防災に関する

総合リファレンスサービスの実現 
(5) 課題： 全体に掲げた目的に比して，現状の組織の

情報生産力が追いついていない．組織の拡充が

必要と思われる． 
(6) 今後の展開： 自然災害情報の利活用が求められ

る時代に即応した，体制基盤の確立を目指す．最

終的なゴールである自然災害情報の総体的アーカ

イブの実現に向けて努力したい． 

 
図 1： 概念図．自然災害情報の総体的なアーカイブと情報発信を行う．人々のシンボルは，窓口に集まる「地域」 
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A04

気候変動早期適応に向けた脆弱性評価システムの開発 
 

大場 章弘 1，厳 網林 2 
1 慶應義塾大学 政策・メディア研究科，2 慶應義塾大学 環境情報学部 

連絡先: <perry@sfc.keio.ac.jp> 

 

(1) 動機： モンゴルは気候変動の影響で，ゾドと呼ば

れる大雪害や冷温による家畜の大量死がもたらさ

れている．ゾドによる気候変動リスクを低減するため

には早期適応指示が届く仕組みが末端行政区域

である町村（ソム）スケールで求められている．早期

適応指示をするに当たっては，地域ごとに異なる

現場の生態系や経済の脆弱性を事前に評価し，そ

の影響を事前に考慮することが重要である．そこで

本研究は評価に必要な変数を格納したデータベ

ースを構築し，脆弱性評価を行い，それをソム行政

に伝えるための早期適応指示システムを構築する

ことを目的とする． 

(2) 方法：本研究の方法は主に次の 3 つに分かれる．

1）脆弱性評価のためのデータベース構築 2)脆弱

性評価 3)脆弱性評価閲覧インターフェイスの開発

である．まず，1)ではモンゴル国内の家畜数や経済

状況等の統計データベース，GIS/RS データを収

集した．また，モンゴル国内では過去 40 年間にわ

たって 503 地点で草原や土壌，気象の観測を続け

てきており，近年そのデータが公開された．そのた

め，対象地域はこの 503 点が観測されている県単

位の行政区を対象とした．具体的にはモンゴル全

330町村（ソム）のうち，131 ソムを対象とした．これら

の多様なデータソースを時間，空間的に PostGIS

を用いて関係づけることでデータベースを構築した．

2)ではゾドによる経済的影響を各ソムの家畜の減

少量として，1)のデータから家畜減少量を説明する

モデルを作成し，モデルの変数を指標として各ソム

のゾドに対する脆弱性を評価した．3)では 2)で評価

した結果を元に早期適応策をソムごとに選定し，評

価結果と適応策の選定結果がソムごとに空間的に

閲覧できるシステムを開発した．適応策を現場の住

民が対応するかどうかはこのシステムのインターフ

ェイスで掲載されている情報によって左右されるた

め，インターフェイスで表示する情報を社会調査で

明らかにした．インターフェイスは GoogleMaps for 

Flash をベースとして開発した． 

(3) 結果： 脆弱性評価モデルはゾドの発生した過去 2

回の年の家畜減少頭数を被説明変数として，開発

したデータベースからヤギ・ヒツジの家畜構成割合，

乾燥地の景観区分面積，冬期のヤギ・ヒツジ牧草量

を説明変数とした非線形重回帰モデルとなった（図

1）．PostGIS をベースとしてこれらの結果を評価し，

その結果をソムごとに GoogleMaps for Flash を利用

したインターフェイスで空間的に閲覧できるシステム

を開発することにより，ソム単位の早期適応指示シ

ステムを開発することができた．これをベースとする

ことで，今後ゾドに対する早期適応指示をソム行政

に伝達する事が可能になった． 

(4) 謝辞： 本研究は，文部科学省科学研究費助成事

業「モンゴルにおける気候変動早期適応のための

マルチエージェントシステムの開発と実験」（研究

代表者：厳網林）の助成を受けた．分析にあたって

は，Global Livestock Early Warning System (LEWS, 

http://glews.tamu.edu/)のデータを使用した．ここ

に感謝の意を表する． 
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図 1 ゾドによる家畜減少量モデルの予測値と統

計値（上：ゾド 1999-2003 年，下：2009-2010 年） 

図 2 脆弱性評価システムのインターフェイス 
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A05

モンゴルのボルガン県周域における土地被覆変化と家畜数の関連性 
 

Batsaikhan Anudari 
慶應義塾大学 環境情報学部 

連絡先: <t09783ab@sfc.keio.ac.jp>  

 

(1) 背景：モンゴルは気候変動の影響を受けやすく， 

1940 年から 2005 年の間で年平均気温が 2.1 度上

昇したことが報告されている(UNDP, 2011)．そのた

め，永久凍土や氷河に覆われた地域の縮小，生態

系境界への影響，及び年間降雨量の変動増大が

懸念されている．過放牧及び鉱物採掘などの人間

活動による環境への影響も懸念も考えられている． 

モンゴルにおいて農業は重要な役割を果たしてお

り，GDP のおよそ 18%を占め，38%の人々が従事し

ている (UNDP, 2011)．しかし，気候変動や人間活

動による環境変化が農業，人々の生活，そして経

済にも大きく影響を与えることが予測される．本研

究ではリモートセンシング，GIS を用いてボルガン

県周域における近年の土地被覆変化を調べ，その

主な要因を分析する． 

(2) 対象地域：ボルガン県はモンゴルの北部に位置す

る自然豊富な地域である．面積は約 50,000km2 で

あり，気候は比較的湿潤である．ボルガン県の北部

は山岳地域であり，年間平均降水量は 350mm 以

上，南の地域では 200-250mm と少なくなっている． 

農業が盛んであり，資源も豊富で金の産出地でも

ある． 

(3) 有用性：衛星画像を用いることで広範囲における

土地被覆変化を時系列的に明らかにすることがで

きる．また気候・社会・経済のデータを用いて変化

の要因を分析することで，今後の取り組みや政策

決定に貢献することができると考えられる． 

(4) 手法：はじめに既存の GIS データを用いて対象地 

域における土地被覆マップを作成した．次に

LANDSAT TM/ETM+の 1991 年と 2006 年の 8 月

の衛星写真(170km×180km)を用いて土地被覆分

類を行った．土地被覆分類では最尤法を用いた． 

土地被覆変化の要因を気候・社会データを用いて

考察した． 

(5) 結果：1991 年と 2006 年にかけて土地被覆分類の

結果から，1991 年に主に森林域であった北東の

地域で植生がさらに増加し，ステップ域，土壌

域であった南西の地域で植生が減少したことが

明らかとなった．水域に関しては大きな変化は

見られなかった．対象地域においては植生の分

布が偏ったため，気候的な要因の影響は低く，

家畜数，特にヤギの増加を含めた人為的な要因

の影響が大きいと考えられるが，今後も考慮す

る必要がある． 
 

            
図 1：モンゴルの土地被覆図と対象地域              図 2：1991 年における対象地域の土地被覆分類図 
 

表 1：ボルガン県 1991 年と 2006 年の家畜数 

 1991 2006
Camel 3.7 0.4
Horse 124.8 147.8
Cattle 176.9 114.8
Sheep 608.2 825.4
Goat 107.7 584.1
Total 1021.3 1672.5          
            (単位：1000 頭)     図 3：2006 年における対象地域の土地被覆分類図 

参考文献: United Nations Development Programme, Mongolia human development report 2011, from vulnerability to 
sustainability: Environment and human development, 2011 
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Multi-agent simulation of deforestation: a subsistence farm-based decision making approach 

 
Kondwani G. MUNTHALI 

Division of Spatial Information Science, University of Tsukuba 
Email: <kmunthali@gmail.com> 

 
(1) Introduction:  Several parameters are recognized 

to influence agents of deforestation's decision 
making to deforest and in the tropics many of these 
parameters are agriculture-based. With the majority 
of the households engaging in charcoal production 
as a coping mechanism when they fail to produce 
enough food in the study area, we present an 
attempt to simulate deforestation trends of 
Dzalanyama forest reserve using a Java-based 
multi-agent approach. 
 

(2) Objectives: Using a farming household as the main 
agent, this study simulated the inefficiencies of the 
agricultural crop production theories being practiced 
in the areas surrounding Dzalanyama forest reserve 
and how they translate into its deforestation. 

 
(3) Data sources and methods: Two field surveys 

were conducted to determine the main agricultural 
activities at the household level and how they 
influence the crop production.  
Figure 1 shows the household decision making 
structure in growing the crops. The field survey 
revealed that access to hybrid farm inputs (cash 
endowment), exposure to good farming methods 
(agricultural extension services) and access to 
subsidized hybrid farm inputs were the important 
factors that defined the household's capacity to 
produce enough food.  

(4) Results: Using status quo conditions, the simulation 
results compare very well with observed forest loss 
between 1990 and 2010 (Figure 2). Within that 
period 20,222ha of forest cover was simulated as 
lost against 22,734ha observed. Statistically the 
result stands at 0.629 Kappa with a literary 
comparable spatial accuracy at 44% (Hits) using the 
combine tool in ESRI’s ArcGIS. In Figure 2b, the 
result is compared against the spatial driving 
factors. 
The simulation response was then tested with an 
adjustment in the price of charcoal for which the 
result indicated a 38% reduction in forest loss  
 

(5) Discussion: The model demonstrates literary 
comparable results and is encouraging as an 
alternative approach to modeling tropical 
deforestation trends. The study has shown that the 
inefficiencies of the subsistence farming system 
being practiced contribute significantly to 
deforestation of Dzalanyama as households, 
regardless of their production capacity, do not 
significantly prioritize food production. 
The simulation response to an increased charcoal 
price is not surprising but does reveal the 
significance of a handsomely rewarding charcoal 
industry. It is therefore proposed that formalizing 
the charcoal industry is a viable option to curb the 
deforestation. 

 

Figure  2. Simulated versus observed forest cover 
distribution for 2010 a) against base map 1990; b) against 
spatial driving factors 

Figure  1. Simplistic heuristic decision making 
structure to grow maize (corn) by the household 
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Relationship between non-stationarity of land-cover change  

and error due to allocation 
 

Ronald C. Estoque 
Division of Spatial Information Science, University of Tsukuba, Japan 

Contact email address: <purplebee80@yahoo.co.uk> 
 
(1) Purpose: The main purpose of this study is to 

examine the relationship between non-stationarity of 
land-cover change and error due to allocation in 
land-cover change modeling in the city of Baguio, 
the Philippines. 

(2) Data and methods: The GEOMOD model was 
used to simulate the 2009 land-cover map of Baguio 
city. Remote sensing-derived land-cover maps for 
1988 and 1998 were used to calibrate the model, 
while the 2009 map was used to validate the 
simulated 2009 map. Figs. 1a-b and 1c show the 
location of Baguio city and the land-cover changes 
across 1988, 1998 and 2009.  

The four components of correctness and error, 
namely null successes, hits, misses and false alarms  
were determined  (Fig. 1d). To determine the 
relationship between the non-stationarity of 
land-cover change and the error due to allocation, 
the following were calculated: (i) difference in the 
gains of built between the calibration and simulation 
periods (DGBdk) (Eq. 1); and (ii) quantity of error 
due to allocation (misses and false alarms) of the 
simulated 2009 land-cover map in each of the bins 
of the categorized drivers. Subsequently, the DGBdk 
was categorized into non-stationarity+ and 
non-stationarity–, where the former is characterized 
by an increase in the gains of built across the 
calibration and simulation intervals in each of the 
bins of the drivers, while the latter is characterized 
by a decrease. Finally, scatter plots were produced 
and statistical relationships between the quantity of 
non-stationarity+ and non-stationarity– on the one 
hand, and the quantity of misses and false alarms on 

the other, were examined. 

)()( caldksimdkdk GBGBDGB          (Eq. 1) 

where d is a particular categorized driver; GBdk(cal) is the 
gain of built during the calibration period in category k 
of driver d; GBdk(sim) is the gain of built during the 
simulation period in category k of driver d. 

(3) Results and Discussion: Fig. 1d shows the 
cross-tabulation of the simulated 2009 land-cover map 
and the 1998 and 2009 reference maps. The simulated 
2009 land-cover map had an error due to quantity and 
error due to allocation of 0.76% and 13.54%, 
respectively, with an overall accuracy of 85.70% (null 
successes + hits) relative to the whole landscape. It also 
had a ‘hits to observed change ratio’ of 0.585, ‘misses 
to observed change ratio’ of 0.415) and a ‘false alarms 
to observed change ratio’ of 0.381.  

Results revealed that there was a much stronger 
linear relationship of non-stationarity+ with misses than 
with false alarms, while non-stationarity– had a much 
stronger linear relationship with false alarms than with 
misses. This indicates that the variability of misses can 
be better explained by non-stationarity+, while the 
variability of false alarms can be better explained by 
non-stationarity–.  

(4) Conclusion: There was evidence of a possible causal 
relationship between non-stationarity of land-cover 
change and error due to allocation. A detailed analysis 
of the relationship between these two variables can 
provide information useful for the refinement of the 
calibration done on the model.  

 
Fig. 1: (a-b) Location of Baguio city; (c) the land-cover changes across 1988, 1998 and 2009; and (d) cross-tabulation 

image of the simulated 2009 land-cover map and the 1998 and 2009 reference maps. 
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メッシュデータの作成・活用による耕作放棄と環境条件の対応の検討 
 

森本 健弘 

筑波大学 生命環境系 

連絡先: < tmrmt@geoenv.tsukuba.ac.jp>  Web: < http://giswin.geo.tsukuba.ac.jp/sis/jp/> 

 

(1) 目的： 人間活動と環境の関係を，GIS を用いて大

量の小地域データを処理して空間的・統計的に検

証する研究が行われている．農業についてこの種

の検証を行う場合，通常の最小の地区単位は農業

センサスの農業集落である．しかし農業集落のデ

ータにはその空間的側面でいくつかの問題がある．

第一に他の統計の小地域と合致しないため，分析

の幅が制約される．第二に不定形で面積に集落間

で著しい差があり，かつ，非居住地・非農用地を含

んでいる．このため地図化を経ての位置や距離と

いった空間的視点からの解釈が難しい．第三に経

年的に変わることがある．これらの問題を避ける方

法の一つはメッシュデータ化である．他の統計や自

然環境情報のメッシュデータと対応させて，農業・

農村の特性を分析するための活用の幅が広がる．

しかし農業センサスのメッシュデータは 1980 年を最

後として提供されていない．そのため本報告では

農業集落データから GIS を活用してメッシュデータ

を作成し，他のメッシュ統計と組み合わせて，農業

と環境条件との対応を分析する．今回は耕作放棄

地率に着目して実施した．  
(2) 方法： 対象地域を群馬県として耕作放棄地率，標

高，傾斜，人口密度のメッシュデータを作成し，関

係を統計的に検討した．耕作放棄地率は，2005 年

農林業センサス農業集落データから耕地面積と耕

作放棄地面積を求め，吉村（2005）の手法に則り

ArcGIS にて 3 次メッシュに按分した値から算出した．

標高と傾斜の 3 次メッシュデータは，基盤地図情報

（数値標高モデル）10ｍのデータをラスター化して

得た標高値と，その標高値から計算した傾斜値と

をそれぞれ 3 次メッシュごとに平均して作成した．

人口密度は，2005 年国勢調査の 3 次メッシュ総人

口を，ArcGIS で計算した個々の 3 次メッシュの面

積で割って求めた．図 1 と図 2 に対象地域の耕作

放棄地率と傾斜の分布を示す． 
(3) 結果： 傾斜と耕作放棄地率のあいだにやや強い

関係が認められた．狭隘な谷の刻まれた山間部の

耕作放棄地率が高い．傾斜が増すほど耕作条件

が悪く，または高齢化率や人口流出で労働力が不

足し，耕作放棄が進んだという関係が考えられる．

一方平野部や緩傾斜地では耕作放棄地率が相対

的に低い．耕作放棄地率と標高，および耕作放棄

地率と人口密度の相関は弱かった．これらには傾

斜が介在している可能性が読み取れる． 
(4) 使用したデータ： 

・2005 年農林業センサス農業集落データ 
・国土数値情報 3 次メッシュ土地利用（平成 18 年） 
・基盤地図情報（数値標高モデル）10m 
・2005 年国勢調査メッシュデータ 

(5) 謝辞： 本研究には科学研究費補助金基盤研究 A
「地理情報科学と都市工学の空間情報解析融合

技術の戦略的活用」（研究代表者：鈴木勉）を用い

た．記して感謝の意を表する． 
(6) 文献： 吉村秀清 2005．農業センサスデータの標

準メッシュデータ化の手法について．農業経済研

究別冊  2005 年度日本農業経済学会論文集，

180-187． 
 

 

 
     図 1：耕作放棄地率の分布      図 2：傾斜の分布（農業データの所在メッシュのみ） 
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ヒノキ人工林の地位級区分 
 

渡邊 卓 1, 2，〇龍原 哲 1 
1 東京大学大学院 農学生命科学研究科，2（現在）新潟大学 

連絡先: <tatsu@fr.agr.u-tokyo.ac.jp> 

 

(1) 動機： わが国の林業就業者数は長期的に減少傾

向で推移しており，今後は限られた労働力で森林

を適切に管理していく必要がある．そのためには，

生産力の高い林地や林道から近い林地など収益

性の高いところに存在する人工林に対して優先的

に労働力を投入して管理するとともに，GIS などを

利用してそのような人工林を把握する必要がある．

「地位」は林地の生産力を示す概念で，通常は上

層木の平均樹高が基準として用いられる．地位を

いくつかの級に区分したものを「地位級」と呼ぶ．そ

こで本研究では，地位級と地形条件との関係を分

析し，ＧＩＳを利用して地形条件から簡易な方法で

地位級を推定する方法を検討した． 

(2) 方法： 本研究の対象樹種はヒノキ，対象地は東京

大学千葉演習林である．まず，ヒノキ人工林内に

52 点の調査点を設定した．そして調査点ごとに

DGPS で座標値を取得するとともに，周囲の優勢木

3～5 本の樹高を測定し，平均樹高を算出した．次

に，樹高成長曲線を用いて，調査点の平均樹高か

ら 60 年生時の平均樹高を推定した．60 年生樹高

20ｍ以上，16～20ｍ，16ｍ未満をそれぞれ地位級

１，２，３に区分して調査点ごとの地位級を求めた． 

基盤地図情報の等高線と標高点のデータから TIN

（Triangulated Irregular Network）を作成し，その

TIN から空間解像度 10m の DEM（Digital Elevation 
Model）を作成した．地位を推定しうる地形因子とし

て，斜面傾斜角，集水域積算，湿性指数，露出度，

陰影起伏，曲率，断面曲率，平面曲率の 8 つを候

補とし，これらの値を DEM から算出した．そして，

調査点における各因子の値を取得した． 

地位を目的変数に，地形因子を説明変数にとり，

判別分析により判別関数を求めた．得られた判別

関数を用いて対象地全域の地位級を求めた． 

(3) 結果： 判別分析の結果，湿性指数，露出度，平面

曲率の 3 つの地形因子が説明変数として選択され

た．判別精度を表す的中率は，73％であった．判別

分析の結果を基に，湿性指数，露出度，平面曲率

の３つの因子から千葉演習林のヒノキの地位級区分

図を作成した（図 1）． 

(4) 使用したデータ： 

・ 「基盤地図情報（縮尺レベル 25000）」国土地理院 

(5) 使用したソフトウェア： 

・ ArcGIS9.3（ESRI 社） 

・ R ver.2.11.1 

 

図 1： 解析の基になった DEM 

 

 

図 2： ヒノキの地位級区分図 



Research Abstracts on Spatial Information Science 
CSIS DAYS 2012 
 

- 16 - 

A10

低空からの空撮画像を利用した宍道湖の突発的な水草の分布拡大状況把握 
 

作野 裕司 1， 國井 秀伸 2， 渡辺 豊 3 
1 広島大学大学院 工学研究院，2 島根大学 汽水域研究センター，３（株）ルーチェサーチ 

連絡先: <sakuno@hiroshima-u.ac.jp> 

 

(1) 動機： 島根県東部に位置する宍道湖は，ヤマトシ

ジミに代表される漁業資源の豊富な汽水の湖であ

る．しかし，近年，アオコの大発生とともに，特に湖

の南岸において水草が 2009 年から突発的に繁茂

し始め，シジミへの影響等が懸念されるようになっ

た．筆者らは，水草が目立ち始めた 2010 年から，

宍道湖岸の全周を対象に有人ヘリによる低空から

の空撮画像を取得し，また本年 7 月には湖岸の一

部において無人ヘリによる低空からの空撮画像を

取得した．本研究は，これら 3 年間の画像を GIS で

統合し，水草の分布拡大の状況を把握することを

目的とした． 

(2) 方法： 対象地域は宍道湖南岸（松江市 JR 玉造温

泉駅北部の湯町鼻沖）で，2010 年，2011 年，2012

年の 3 年間の空撮画像を使って，水草の分布を把

握した．空撮画像の撮影は，2010 年 10 月 7 日と

2011 年 10 月 4 日に撮影高度 1,000ｆｔ（約 305m）

から有人ヘリコプターで行った．また，2012 年 7 月

10 日には撮影高度 100m から無人ヘリコプターで

撮影を行った．本研究ではまず画像解像度を

10cm（UTM画像）にリサンプリングした後，25000分

の 1 地形図情報を基にリモートセンシングソフトウェ

アの PG-STEAMER 上でこれらの画像の位置を合

わせた．その後，比較的明瞭な各パッチの画素数

から水草の面積を算出した． 

(3) 結果： 図１に宍道湖南岸の空撮画像の比較を示

す．2010 年はアオコの発生で緑色の画面が目立つ

が，その中に黒い斑点が 10－20m 程度のギャップ

で複数見られる．これは現地調査で，「オオササエ

ビモ」と呼ばれる沈水植物であることがわかっており，

取得画像範囲内では沖合 300m 程度まで広がって

いる．また 2010 年，2011 年，2012 年の写真を見比

べると，同じ場所に出現しているパッチが多く，ひと

つひとつのパッチの点（円）が，年々大きくなってい

る．これは，この水草が地下茎によって水平的に面

積を広げていることを示唆する．ある平均的な大きさ

のパッチを例にとると，2010 年，2011 年，2012 年に

おいて，それぞれ面積が 2.6 m2，15.0 m2，26.7 m2 と

拡大していた．2011 年の写真の陸側のいくつかの

パッチ，そして 2012 年のほとんどのパッチが褐色に

見えるが，これは現地調査の結果から，水面にまで

達した水草の葉茎上に，糸状藻類のシオグサが絡

まったためのもので，2012 年の写真では隣接する

水草のパッチが水面上で融合しているように見え

る．  

(4) 謝辞： 本研究で使用した空撮画像は国土交通省

出雲河川事務所の受託研究費を利用して取得し

た．また，本研究の一部は科研費（24560623）の一

環として行われた．ここに感謝の意を表する． 

 

 

(a) 2010/10/7                 (b) 2011/10/4                (c) 2012/7/10 

図 1： 宍道湖南岸の空撮画像の比較（空間解像度 10cm にリサンプリング処理済） 

（対象地域：島根県松江市） 
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A11

国有林史料を利用した戦前の森林景観の復元 
 

宮本 麻子 1，佐野 真琴 2 
1 森林総合研究所 森林管理研究領域，2 林野庁 

連絡先: <asakom@affrc.go.jp> 

 

(1) 動機： 我が国の森林を対象とした景観史研究は，

特に人間の資源利用と関連して分析されてきた．し

かし森林に関する景観情報を得るために通常用い

られる空中写真・地形図・町村誌等を用いた手法

は，１）上空からみて得られる情報－森林か非森林，

または，人工林か天然林－という粗い情報に限定，

２）写真等のデータは近年 60 年程度の蓄積しかな

い（時間的制約），３）町村誌等からは面的・広域な

情報が得られない（空間的制約），という問題があ

る．本研究は，森林に関する多様な管理情報を持

つ国有林史料を利用することで，従来の手法よりも

時空間的に長期かつ詳細な情報取得の可能性を

探り，これら史料の景観史研究に対する有用性を

明らかにすることを目的としている． 

(2) アプローチ： 空中写真や地形図から復元された森

林景観と国有林史料から復元された森林景観とを

比較するため，福島県南会津郡只見町の叶津集

落を対象として，集落範囲に該当する旧地形図，

空中写真，国有林史料(森林地図，森林計画書等)

の収集を行った．得られた史料の中で対象地に関

して最も古い森林情報をもつ1931年次の林相図を

ＧＩＳ上に復元した．復元する際には2011年現在の

林小班界の位置情報を参照し，1931 年の林相図

の幾何補正を行った（図１）．一方で，対象地の空

中写真撮影は 1931 年時点ではまだ行われていな

かったため，ほぼ同年次（1931～1933 年）に作られ

土地利用や景観の分析によく用いられる 5 万分の

１旧版地形図を元にして森林景観を復元し，両手

法から得られる森林情報の比較を行った． 

(3) 意義： 国有林史料を用いて情報源の少ない戦前

の森林景観をＧＩＳ上に復元することで，林齢や林

相，管理方法などについて地形図からは得られな

い詳細な情報を得ることが可能になった．国有林史

料は定期的に作成されているので，時系列に復元

することで，時空間的な分析を行うことが可能となる．

これらの情報は森林管理や地域史を研究する上で，

有用な情報となる． 

(4) 結果： 地形図を用いた森林景観の復元から 1930

年頃は対象地域の森林は基本的には広葉樹林で

あり，面的にまとまりをもつ針葉樹林は見られなか

ったことがわかった(図２)．林相図および森林計画

書からは，同地域はブナ・ナラ・カエデ等が優占す

る林齢約 50～150 年の林分が大多数を占めていた

こと，経営目的として地元集落への薪炭林提供の

ための林分や用材生産のための林分が存在して

いたことがわかった． 

(5) 謝辞： 本研究は JSPS 科研費 24501300 の助成を

受けたものです． 

 
図１：1931 年林相図と 2011 年現在の林小班区画

(赤線)を重ねた図 

 
図２：1931-33 年地形図と 2011 年現在の林小班区

画（赤線）を重ねた図 
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A12

森林環境音のリアルタイム配信による森を感じるプロダクトデザインの研究 
 

柳沼 広紀１, 川崎 義博２, 中村 和彦３, 斉藤 馨３, 小林 博樹 4 
1株式会社ケンウッドデザイン, 2東京芸術大学先端芸術表現科, 

３東京大学大学院新領域創世科学研究科,４東京大学空間情報科学研究センター  

連絡先: <yaginuma.hiroki@jvckenwood.com> 

 

(1) 動機：本来，人間は森（自然）の中で進化し，生活

してきた動物である．古より森の中で生き物達との

距離感，自然の風の空気感を素肌で感じながら自

然との関係や距離を感性的に培ってきた．近年，

都市生活者において日常的な自然との触れあい

は，急速に減少している．人工的な騒音の溢れる

都市で生活する中で，こうした自然との距離（図１）

は，物理的，感性的に拡大している．近年の環境

問題，地球温暖化や絶滅危惧種の増加とも関連が

あると考える．そこで本研究では，森林の環境音を

リアルタイムに配信することにより，都市生活と自然

（森）との距離感を短くすることを目指す．人間と自

然と共生しうる豊かな生活のためのデザイン研究で

ある． 

(2) アプローチ：学術目的に開発・運用している西表ラ

イブマイクシステム(1997-)，AquaScape プロジェクト

(2007-)や CyberForest プロジェクト（1997-）成果を

活用し，宮崎県諸塚村や森林保全団体と協力し，

森を感じるプロダクトのデザイン研究を行った．具

体的には，リアルタイム配信コンテンツを通じてど

のように森を身近に感じることが出来るのか？また，

実際に多くの都市生活者に伝えるための表現やプ

ロダクトデザインの検討・実践を行った． 

 

(3) 意義：これは科学技術の進歩により失われた“自然

環境との一体感”を情報技術により取り戻す，これま

でにない挑戦的な研究であることに意義がある． 

(4) 特徴： 

・ 森とユーザーをやさしく繋ぐ木製のスピーカーを

開発し，「森への入り口」というイメージでデザイン

をまとめた（図２）． 

・ このスピーカーは，森の今この瞬間の音と，木々

から作られたアロマ（精油）も同時に楽しむことが

出来る．ユーザーに“森への入口（木のスピーカ

ゲート）”を通じて，心地良い音や香りの風を伝え

るプロダクトデザインである． 

・ 感性情報的な表現方法を通して森の心地よさを

感じるプロダクトデザインを目標としている． 

(5) 今後の展開： 本研究は地域活性化のための産学

連携した研究を計画している．例えば森の音と空

間情報をきっかけとするインターネット上でのユー

ザー間のコミュニケーション支援等である．今後，

プロダクトデザインやシステム開発の教育・研究活

動を考えている．そして，日本全国の森からの配信，

また将来的には世界の森の音を配信するプロダク

トデザインに展開したい．            

 

 

図 1： 森と都市の距離感（イメージ） 

 

 

 

図 2：森の音専用スピーカー（イメージ） 
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A13

森時間の提案とその可能性に関する研究 
 

小野 優 1，斎藤 馨 1，小林 博樹 2 
1 東京大学大学院 新領域創成科学研究科，2 東京大学 空間情報科学研究センター 

連絡先: <ono@nenv.k.u-tokyo.ac.jp> 

 

(1) 目的： 近年，都市化が進み，産業や人口が都市

へ一極集中し，都市域が拡大してきた．都市生

活の中で我々は自然環境から隔離され，自然を

意識する機会が少なくなっている．また，都市

化とともにライフスタイルも多様化し，生活は

不規則なものになり，生活リズムも自然とかけ

離れたものになっている．心的ストレスや生活

リズムの乱れなどを抱えた都市生活者が「癒し」

や季節感，自然との触れ合いを求めて，森林に

回帰しようとする動きがでてきた． 
 森林は人間にとって，その精神面に根ざした文

化・芸術的資源であり，根源的に永続的に必要な

ものである．そして，都市生活者はもっと身近に，

都市空間においても自然を身近に置きたいという

欲求を常に持っている（櫻井(1995)）．そこでより日

常に即した形で都市生活者の抱える問題を解決す

る方法を考えた． 

   その方法として，「森時間」を提案する．森時間と

は森林音が刻む時間である．森林内に置かれたマ

イクが拾う自然音は，様々な構成要素から成り立っ

ていて，1 日の中でも常に変化している．鳥・鹿，帰

るなど動物の鳴き声，風雨などの気象現象による

音などが合わさって形成されるサウンドスケープの

時間軸を取り出し，「森時間」と呼ぶことにする．こ

の森時間を生活の中に取り込むことで，森林に親

しむだけでなく，生活リズムの改善や心理的ストレ

ス軽減などに効果があるのではないか． 

(2) 方法：  

 森時計： 森時間を刻む時計で，森林音を 24 時

間流し続ける時計である．普通の時計と違うの

は，時刻が表示されないことで，森林音が文字

盤と針の変わりとなる．早朝，鳥の声とともに

目覚め，夜には虫の声を遠くに聞きながらねる

という，あたかも自然の中にいるような体験が

できる．森から離れた都市生活者に日常的に利

用してもらい，その効果を定量的に評価する． 

 実装システム:  森時計では森林音を24時間

流すことを予定している．これを可能にするため，

富士癒しの森研究所にインターネット回線を通

じて24時間配信できるマイクの設置を計画して

いる．配信システムは現在秩父演習林で使用され

ているものと同様のものを使う．森時計側では森

林音の受信と音出力を小型LinuxPCを利用し制

御する．また，より手軽に楽しめるようスマート

フォン用の森時計アプリケーションの開発も行

う． 

(3) 評価: 第一段階として，森時計を使ってもらい，

音量など心地よい再生環境について調査する．最

終的に，被験者の比較調査やSD法やPOMSを利用

した調査の実施を検討している． 

(4) 参考文献：  

・ 櫻井敬典(1995):森林音景論：序論及びその研究

方向．林業経済研究129:153-15． 
・ 高山範理(2011):森林浴の心理的効果と利用者

の個人特性との関連の解明に関する研究－健

常者の神経症傾向に配慮した効果の高い森林

浴プログラムおよび森林環境の提案－． 人間

総合科学大学大学院人間総合科学研究科心身

健康科学専攻博士論文 

    

 

 
図 1: 森時間の概念 図 2: 森時計システム概要 
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A14

動物指向クラウドネットワークの設計と課題 

 
安田 真悟 1, 小林 博樹 2, 崔 舜星 3, 工藤 宏美 4, 篠田 陽一 1 

1北陸先端科学技術大学院大学 高信頼ネットワークイノベーションセンター, 
2東京大学 空間情報科学研究センター 

3北陸先端科学技術大学院大学 大学院教育イニシアティブセンター 
4北陸先端科学技術大学院大学 キャリア支援センター 

連絡先: <s-yasuda@jaist.ac.jp> 
 

(1) 動機： FABEE Project では森林環境における自

然環境，野生動物の生態モニタリングを目的と

して，センサーネットワークや遅延耐性ネット

ワーク技術を応用した，動物指向クラウドの構

築を目指し設計と課題の検討を行っている．こ

れまでの動物の生態観測では単純な FM 発信器

や，定点カメラによる映像記録などにより情報

を取得する手法が採られてきた．しかし対象と

なる森林に観測者が立ち入ることが困難であっ

たり，森林が広範囲におよび観測者が全域を巡

回することが困難である場合などでは効果的な

観測ができない．そこで，低消費電力の通信規

格である IEEE802.15.4 を用い，動物をキャリア

としてデータを運搬・リレーすることで広域の

森林環境でも効率的なデータ収集を可能とする． 

 

(2) アプローチ： 本研究では，動物指向クラウドネ

ットワークを実現するために，図 1 のような首

輪型のデバイスとねぐら近辺に設置する基地局

デバイスによって構成されるネットワーク“首

輪＋ねぐらネットワーク”を提案する．動物の

生活拠点付近に固定的に設置し，環境情報のモ

ニタリングとデータの送信・転送を行うネット

ワークセンサデバイスをねぐら基地局と呼ぶ．

ねぐら基地局は環境情報を取得するセンサと

GPS を用いた位置基準局の機能を持たせる．観

測対象となる森林領域と外界の境界域にあるね

ぐら基地局には外部ネットワークへの定常的な

接続性を確保し，森林内部に設置するねぐら基

地局は外部への定常的なネットワークは確保し

ない．また，動物に装着し動物の移動・接触の

モニタリングとねぐら基地局の観測データを含

めた，データの送信・転送を行うデバイスを首

輪ノードと呼ぶ． 

 

(3) 意義： 単なるセンサの小型化や高度化ではなく、

野生動物の本来を生態をも利用したセンシング

機構の実現することに意義がある． 

 

(4) 特徴： 

・ 放射能汚染等で対象となる森林に観測者が立

ち入ることが困難である場合等で効果的なシ

ステム 

・ 動物用の首輪型のデバイスとそのねぐら近辺

に設置する基地局デバイスによって構成され

るネットワーク“首輪＋ねぐらネットワーク”  

・ 動物をキャリアとしてデータを運搬・リレー

することで広域の森林環境でも効率的にデー

タ収集可能 

 

(5) 今後の展開： 森林環境でのネットワークエミュ

レションの為の電波伝搬特性の基礎知見を得る

ために，開発したプロトタイプモデル（図 2）
と GIS を用いた電波伝搬特性の計測実験を行う．

 
図 1： 動物指向クラウドネットワーク（イメージ） 

 

 
図 2： プロトタイプと屋外実験の様子 

 



Research Abstracts on Spatial Information Science 
CSIS DAYS 2012 

- 21 - 

A15

検索エンジンからみる国別の GIS の普及状況 
 

星田 侑久 

ESRI ジャパン株式会社 

連絡先: < yukihisa_hoshida@esrij.com>  Web: < http://www.esrij.com/> 

 

(1) 目的： 世界的にみてどこで GIS が普及しているか

定量的に把握することはとても難しい．そこで本研

究は，検索エンジンでの検索結果数がその検索対

象の社会的な位置づけを表している点に着目し，

どこで GIS が普及しているか把握する方法を提案

する．また，GIS で空間データを扱う上で代表的な

データ形式である「ベクターデータ」と「ラスターデ

ータ」を取り上げ，どちらの用語がより検索結果数

が多いか国別に地図化する．これは，国ごとにどち

らのデータ形式がよく扱われているか把握すること

を意図している． 

(2) 方法： 代表的な検索エンジンである Google を使

用し，2012 年 8 月 22 日時点で国別に以下のキー

ワードによる検索結果数を取得した． 

「 “geographic information system”」 

「vector GIS」 

「raster GIS」 

単に GIS と検索すると意図しないページがヒットす

るので，GIS のもっとも一般的な正式名称である

geographic information system を使用した．また，

ベクターデータやラスターデータといった用語は

GIS の分野に限った用語でないため，GIS を加え

て検索キーワードとした．Google で検索する際は，

検索対象を該当国の公用語で書かれたページ，

かつ，該当国内のページのみを対象とした．カ

ナダのように公用語が複数ある場合は検索結果

数が多い言語による結果を取得した．なお，地

図化にあたって ESRI ジャパン（株）の ArcView10.0
を使用した． 

(3) 結果： 「“geographic information system”」の検索

結果数を人口で割った値（①），および，「vector 
GIS」，「raster GIS」の検索結果数の構成比を円グ

ラフ（②）で表している（下図）．全体的に先進国ほ

ど①の値が高く，GIS が普及していることがわかる．

これは極めて当たり前な結果であり，一般的な感覚

とも一致するところである．②の値に関しては，ある

程度地理的な傾向があることが読み取れる．また，

GIS の先進国であるアメリカ，イギリスではいずれも

ベクターデータの構成比が 70%ほどで同じであるこ

とも興味深い． 

(4) 意義と課題： 

・ 国別のGISの普及状況や，国別にベクターデー

タ，ラスターデータのうちどちらがよく使われてい

るかを把握することは一般的に非常に難しい．

また，地理学において検索エンジンによるデー

タを用いた研究は非常に少ない．そこで本研究

では，検索エンジンによる検索結果数を用いる

ことによりそれらを地図化し，可視化した． 

・ 本研究はある一時点での結果である上，検索エ

ンジンによる検索結果数は不安定であるので，

結果そのものの検証方法を検討する必要がある．

例えば，書誌分析といったアプローチが挙げら

れる． 

 

 
図 1： 検索エンジンによる国別の GIS の普及状況とベクターデータ，ラスターデータの構成比 



Research Abstracts on Spatial Information Science 
CSIS DAYS 2012 

- 22 - 

B01

社会地区類型に与える空間単位の差異の影響－国勢調査町丁・字等と 500m メッシュの比較－ 
 

桐村 喬 1，中谷 友樹 2 
1 立命館大学 衣笠総合研究機構，2 立命館大学 文学部 

連絡先: < tkiri@fc.ritsumei.ac.jp>  Web: < http://www.rgis.lt.ritsumei.ac.jp/~kiri/> 
 

(1) 動機： 国勢調査結果に関して，詳細な属性を全国

で利用できる最小レベルの空間単位は，町丁・字

等と 500m メッシュである．よく知られるこれらの差異

は，実質地域的あるいは形式地域的であるか，地

区の面積が一定であるか，境界が時系列的に安定

しているか，などの点である．本報告では，実質地

域／形式地域の違いに注目して，小地域統計に基

づく社会地区類型に与える影響を明らかにする． 
(2) 方法： まず，町丁・字等と 500m メッシュの両方に

ついて，2005 年の国勢調査結果から居住者特性

に関する全国分の 37 指標を算出する．そして，こ

れらの指標に関する基本的な統計量として分散を

求め，類型化に与える影響を検討する．そのうえで

37 指標と，住宅に関する 6 指標を除いた 31 指標の

2 つのデータを用意し，計 4 パターンについて，自

己組織化マップ（SOM）を利用した類型化を行ない，

分類性能の観点から，町丁・字等と 500mメッシュの

間の実質地域／形式地域の違いが社会地区類型

にどのような影響を与えているかを検討する． 
(3) 意義： 空間単位の違いによって指標値の分布や

見 え 方 が 異 な る 問 題 は ， 可 変 単 位 地 区 問 題

（MAUP）として知られる．可変単位地区問題が

個々の指標やその類型化に与える影響を把握する

ことで，対象や用途に応じた適切な空間単位の選

択とその類型化を行なうことが可能になる． 
(4) 結果：  

・ 500m メッシュの分散は，就業状態や職業構成な

どの多くの指標に関して，町丁・字等よりも同程度

あるいは大きくなった．これらの指標に関しては，

500m メッシュのほうが地域的な偏在を捉えやす

いものであるといえる． 
・ 住宅に関する 6 指標に関しては，町丁・字等のほ

うが大きな分散を示した（図 1）．これについては，

住宅団地等の境界が町丁・字等の境界と一致す

ることが多いためと考えることができ，町丁・字等

のほうがより実質地域的であるといえる． 
・ それぞれ25類型に分類した結果，37指標の場合

は，500m メッシュよりも町丁・字等のほうが，クラス

ター内平方和の割合は低くなった（表 1）．住宅に

関する6指標を除く31指標の場合，町丁・字等に

ついては 37 指標とそれほど違いがないが，500m
メッシュに関しては一定の減少を確認できた．空

間単位の境界と実質的な地域との対応関係が，

住宅に関する 6 指標を通じて，類型化に対しても

一定の影響を与えていると考えることができる． 
・ これらの結果から，社会地区類型の作成には，町

丁・字等のほうが適していると考えられる． 
 

 
図 1： 住宅に関する 6 指標の分散 

これらの指標は，世帯総数に占める比率である．分

散が大きい（指標値にばらつきが大きい）ほど，地域

に偏在する局所的な特徴が指標に反映されている

と考えることができる． 

表 1： 総平方和に対するクラスター内平方和の割合 

37指標 32.1% 40.4%

31指標 31.6% 36.6%

町丁・
字等

500m
メッシュ

 
 
この割合は，それぞれ 10 回ずつ繰り返した計算

結果の平均値である．クラスター内平方和は，

SOM によって得られた社会地区類型と，個々の

地区間の非類似度の総計であり，総平方和とと

もに人口の重みをつけて割合を算出している．

総平方和に占めるクラスター内平方和の割合が

小さいほど，クラスター間の違いが大きくなり，よ

り優れた類型化がなされていることになる． 

 



Research Abstracts on Spatial Information Science 
CSIS DAYS 2012 

- 23 - 

B02

- 60.0

60.1 - 70.0

70.1 - 80.0

80.1 - 90.0

90.1 - 100.0

100.1 - 110.0

110.1 -

札幌

2005年指数
（1970年＝100.0）赤平

芦別
滝川

砂川

美唄

栗山

岩見沢

千歳

恵庭

江別

美幌

岩内

伊達紋別

余市

上磯

士別
遠軽

登別

八雲 静内

倶知安

深川

江差

富良野

北見

留萌

名寄 紋別

苫小牧

帯広

室蘭

小樽

旭川

函館

稚内

網走

釧路

根室

100 0 10050 km ³

地方都市中心地における都心回帰について 

―人口ポテンシャルを用いた分析― 
 

小池 司朗 

国立社会保障・人口問題研究所 

連絡先: < koike-shiro@ipss.go.jp>  Web: < http://www.ipss.go.jp/pr-ad/j/soshiki/kozin/koike.html> 

 

(1) 動機：近年，三大都市圏や各地の中核都市におい

て都心回帰の動きが観察されている．一方で，県

庁所在地以下の人口規模の都市においては，都

心回帰に関する報告はほとんどみられない．しかし，

地方都市においても都市圏人口規模の縮小ととも

に相対的に人口が都心部（中心部）に集中してき

ている可能性は否定できないと考えられる． 

(2) アプローチ：北海道を対象地域として DID（人口集

中地区）に基づく中心地と圏域を設定したうえで，

道内中心地の絶対的な人口圧力と圏域内での相

対的な人口圧力について，人口ポテンシャル概念

に基づいた値によって評価し，経年変化を観察す

ることとした．また高齢者の人口分布の傾向を明ら

かにするために，高齢者人口に限定したポテンシ

ャルの算出も行った．地域単位としては，3 次メッシ

ュ（日本測地系）を利用し，道内 39 の中心地につ

いて 1970～2005 年の時系列分析を行った． 

(3) 意義：中心地の人口ポテンシャルを算出する際に

用いる地域別人口を，圏域人口に占めるシェアに

置き換えることによって，圏域内における中心地の

相対的な勢力の分析が可能となる（シェアポテンシ

ャル）．またこうして求められた値は，任意の都市圏

において都心回帰の程度を定量的に把握できる

指標になり得ると考えられる． 

(4) 結果： 

・ 鉄道駅を核とする中心地は，札幌圏に属する中

心地を除いて 1970 年以降ほぼ軒並み衰退した．

とりわけ，産業構造の転換やローカル線の廃止

が相次いだ 1980 年代において，中小中心地の

衰退が顕著であった． 

・ 人口ポテンシャル減少率の高い中心地では，シ

ェアポテンシャルの減少率が低く抑えられる傾

向が観察された． 

・ 札幌の中心地では 2000→2005 年においてシェ

アポテンシャルが反転上昇し，指標の面からも

都心回帰が認められた．一方で他の主要都市

中心地においては，依然としてシェアポテンシャ

ルは低下しており，郊外化が継続している様子

が窺われた． 

・ 高齢者に限定した算出したシェアポテンシャル

は，全体として総人口で算出したシェアポテン

シャルと比較して高い傾向が観察された．すな

わち，高齢者は他の年齢層と比較して中心地を

指向した人口分布となっていることが明らかにな

った． 

(5) 今後の展開：今後の課題として，各都市における

交通網や施設配置との関連，および自治体の政策

との関連について分析することなどが挙げられる． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1：北海道各中心地の 2005 年シェアポテンシャルの指数（1970 年＝100 とした場合） 
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市町村内人口分布シナリオの構築 
 

有賀 敏典， 松橋 啓介 

（独）国立環境研究所 社会環境システム研究センター 

連絡先: <ariga.toshinori@nies.go.jp> 

 

(1) 動機：我が国は人口減少期を迎えており，限界集

落，公共交通サービス維持など，地域内部の人口

分布が影響を及ぼす問題が顕在化してきている．

中長期的な地域計画に際しては，このような問題を

緩和するために望ましい地域内人口分布へ誘導

することは重要な課題である．しかし，地域内部の

ような小地域での人口推計は不確実性が高く，信

頼性の高い推計値を得ることは困難である．そこで

本研究では，過去に市町村内人口分布が偏在化

および均一化した市町村の市町村タイプ別メッシュ

人口規模別人口変化率を将来に適用することで，

起こる可能性が高いと考えられる市町村内人口分

布シナリオを構築する（但し東京 23 区は区単位）． 
(2) アプローチ：2000 年および 2005 年の国勢調査 3

次メッシュデータ（約 1 ㎞×1 ㎞）を用いて，市町村タ

イプ別（都市圏区分・自治体区分・人口増減・人口

分布変化）・メッシュ人口規模別に性別 5 歳階級別

人口変化率を求める．なお，都市圏区分は「三大

都市圏」と「それ以外」，自治体区分は「市」と「町

村」，人口増減は 5 年間の増減が±3%を閾値として

「増加」・「変化なし」・「減少」，人口分布変化は5 年

間人口分布ジニ係数変化値±0.01 を閾値として「偏

在化」・「変化なし」・「均一化」，メッシュ人口規模は

「200 人未満」，「200 人以上」，「500 人以上」，

「1,000 人以上」，「2,000 人以上」，「5,000 人以上」，

「10,000 人以上」で分類した．2005 年のメッシュ人

口データに，市町村タイプ別メッシュ人口規模別の

性別 5 歳階級別人口変化率を 5 年毎に 2050 年ま

で適用することで，全国各市町村の偏在化・均一

化シナリオを構築した． 
(3) 結果：全国各市町村で偏在化・均一化の人口分布

シナリオを構築した．図 1～3 に新潟県十日町市の

例を示す．偏在化シナリオでは 5,000 人以上のメッ

シュに居住する人口減少や 200 人未満のメッシュ

に居住する人口増加が抑えられている．一方の均

一化シナリオでは，5,000 人以上のメッシュに居住

する人口の減少や 200 人未満のメッシュに居住す

る人口の増加により，限界集落の増加，公共交通

サービスの維持がより困難になると考えられる． 
(4) 意義：これらのシナリオを住民の受けるサービスと

費用，環境から受ける影響と与える負荷等の観点

からの評価することで，地域計画の議論に役立て

ることができる． 
(5) 今後の展開：様々な分野の研究者と連携し，本研

究で得られた地域内人口分布シナリオを多面的に

評価し，望ましい人口分布について議論する．

 
図 1：市町村内人口分布シナリオの例（新潟県十日町市およびその周辺） 
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図 2：人口分布ジニ係数の変化(新潟県十日町市） 図 3：メッシュ人口規模別人口変化(新潟県十日町市) 



Research Abstracts on Spatial Information Science 
CSIS DAYS 2012 

- 25 - 

B04

首都圏における出生順位ごとでみたこども数の地域差 
 

佐藤 将 

横浜市立大学大学院 都市社会文化研究科 

連絡先:<u115008f@yokohama-cu.ac.jp> 

 

(1) 動機：今日，少子化問題は以前にもまして関心を

持たれるようになった．わが国でも様々な少子化対

策が行われているが，いまだ有効な成果は出てい

ない．加えて 2010 年に行われた出生動向基本調

査から結婚持続期間が 15～19 年の夫婦での完結

出生児数が 1.96 とはじめて 2 を下回った．こうした

点からも今後の少子化対策は兄弟数を増やす視

点での政策を行う必要がある．出生力についての

研究は様々あるが，出生順位ごとでの出生力に関

する研究は少ない．第1子と第2子との出産時点で

の居住地に違いがあるとしたら少子化政策もそれ

ぞれの自治体ごとで変えていく必要があるといえる．

そこで自治体ごとの差異を把握するうえで本研究

では出生順位ごとの地域的差異を検証する． 
(2) アプローチ：本研究では特別区に通勤・通学する

する人の割合が常住人口の 1.5 パーセント以上で

ある市町村とこの基準に適合した市町村によって

囲まれている市町村と定義した首都圏を対象とし，

平成 22 年国勢調査における産業等基本集計の中

から家族類型・子供の項目を使用し，分母を核家

族全体とした 0 歳児のこどもをもつ世帯（夫婦とこど

もから成る世帯）の割合を市区町村ごとに算出した．

これを第 1 子，第 2 子，第 3 子，第 4 子以上の 4
つのカテゴリーにわけて検証を行った． 

(3) 意義：これまでのこどもの人数に関する分析では住

居移動を行った者も含んだ人数で分析しなければ

ならなかったが，0 歳児のこどもに対象を絞ることで

出生地ごとでの地域差の可視化を行うことを可能

にし，また要因を検証することも可能となった． 
(4) 結果：分析を行った結果，出生順位が高くなるにつ

れてこどもの多い地域が都心から郊外に移る傾向

になっていることがわかった．それぞれのカテゴリ

ーについて詳しく見ていくと，第 1 子では都心部を

中心に多い傾向にあるが特に多いのが埼玉県朝

霞市，戸田市や神奈川県川崎市といった東京都区

部に隣接した他県の市区に多かった．第 2 市では

東京都区部が少なくなったが，東京都区部に隣接

した他県の市区では第 1 子同様多い傾向にあり，

郊外部もこの地点で多くなっている．第 3 子，第 4
子以上では都心部で低くなる一方で，郊外部での

多さが顕著に表れる結果となった．この結果から新

たな子育て環境の要因研究を行うことを可能にした．

 

 
図 1：出生順位別に見たこども数の割合（平成 22 年） 
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郊外都市のコンパクト化検討のための費用試算シートの試作 
 

相 尚寿 1，北垣 亮馬 2，片桐 由希子 1，田村 順子 2 
1 東京大学大学院 工学系研究科 都市工学専攻，2 東京大学大学院 工学系研究科 建築学専攻 

連絡先: <hisaai@ua.t.u-tokyo.ac.jp> 

 

(1) 動機： 人口減少, 高齢化, 自動車依存の都市構

造, 環境負荷の低減, 自治体の財政状況の悪化

などの諸問題に対処するための都市構造の改善

策としてコンパクトシティが注目されて久しい. 一方, 
すでにバイパスなどの幹線道路沿道に大型店舗が

立地し, 病院や公共施設の郊外移転が進行した

状況で既存中心市街地への完全な回帰を図ること

も容易ではない. 都市のコンパクト化を実現するた

めには, 市街化の状況や施設配置, 交通網, 隣接

都市や上位計画との関係など種々の条件を考慮

する必要がある. 本研究では検討で得られた計画

案が財政的に実現可能な案であるかを簡易に試

算するシートの開発を試みた. 現況人口分布によ

り既存市街地や集約先市街地の提案をシートが行

い, 諸条件を勘案した計画案を入力すると, 市街

地の集約により軽減される年間維持管理費負担と

集約のために支出する新規整備費用とを比較して, 
整備費用を負担軽減分で回収できる年数を算出

する. 年数が過大であれば新規整備の規模を縮

小するなど計画案を見直す必要があることを示唆

する.  
(2) 方法： 都市空間を表計算ソフト Microsoft Excel 上

の 30×30 のセルで表現した. 各セルは国勢調査メ

ッシュデータの利用を考慮して一辺約 500m とした. 
入力データとしての既存人口分布は 2005 年国勢

調査の人口メッシュデータを用いた. パラメータとし

ては, 既存市街地抽出条件の人口密度(40 人/ha. 
本報告での設定値. 以下同様), 縮退地域抽出条

件の人口密度(20 人/ha), 集約先市街地の計画人

口密度(70 人/ha)を設定し, 既存市街地は人口が 1

割減, 既存市街地周辺の縮退地域は8割減, それ

以外の縮退地域は 9 割減と想定した.  
 年間維持管理費としては道路の維持管理(1.6 百

万円/セルおよび既存市街地からの距離に応じて

270 千円/km), 水道の維持管理(10 百万円/セルお

よび既存市街地からの距離に応じて 450 千円/km)
を考慮し, 新規開発コストは 6250 百万円/セルと設

定した. なお, 新規開発地域では新たに年間維持

管理費が発生するものの, これは道路に限定し, 
水道の維持管理費は老朽化によって発生するため

考慮しないこととした.  
(3) 適用地域と結果： 分析対象地は栃木県足利市を

中心とした地域を選定した. 当該地域は人口 10～

20 万人規模の都市が連坦し, 世帯あたり自動車保

有台数が多く, 通勤や私事での自動車利用も多い. 
市街地集約先地域の選定シナリオとして 3 通りを設

定し, その試算結果の人口分布や新規整備費用回

収までの年数を末尾にまとめた. 郊外化で市街化し

た既存市街地周縁部および商業施設の立地が進

む幹線道路沿道に市街地を集約するシナリオが最

も回収までの年数が短いとの試算結果を得た.  
(4) 使用したデータ： 

・ 「平成 17 年国勢調査 500mメッシュ男女別人口総

数及び世帯総数」地図で見る統計(統計 GIS) 
(5) 謝辞： 本研究は東京大学空間情報科学研究セン

ターの共同研究（研究番号 282）の一環として実施

した. 

 

シナリオ 1: 
国道 50 号沿道への集約 

 
人口 2 万 5 千人減 
新規整備費用回収 44 年 

シナリオ 2:国道沿道集約と 
既存市街地連坦の開発 

 
人口 2 万 3 千人減 
新規整備費用回収 39 年 

シナリオ 3:既存市街地 
再興型の市街地集約 

 
人口 2 万人減 
新規整備費用回収 50 年 
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B06

都市部における大型食料品店の開店および閉店確率 
 

崔 唯爛 1，鈴木 勉 2，李 召熙 3 
1 筑波大学大学院システム情報工学研究科，2 筑波大学システム情報系社会工学域，3 東京大学大学院新領域創成科学研究科 

連絡先: <r1030173@risk.tsukuba.ac.jp>  

 

(1) 動機：近年全国的課題になっている人口減少・高

齢化現象において，商業施設の過剰・競争の深刻

化により郊外化した大規模集客施設が撤退する傾

向が見られ，特に大型商業施設に依存していた地

域では，撤退後の買い物困難者の問題や低未利

用地の増加などの問題が一部で発生している．そ

のうちスーパーなど食料品販売店は，生活の質を

左右していることが多く，閉店傾向を把握し，激し

い撤退が予想される地域においては，適切な対策

を備えなければならない．本稿では，現存スーパ

ーの開店・閉店確率の予測モデルを開発し，閉店

の傾向が激しい地域を導出することにより，対策へ

の示唆を得る． 
(2) アプローチ：本研究はまず，開店および閉店の要

因を明確にした上で，ステップワイズロジスティック

回帰分析及びプロビット回帰分析によりその確率を

予測する．開店・閉店要因は，以下のものを考える．

データは 2000‐2009 年の間に存在した売場面積

1,000 ㎡以上のスーパーの属性を用いた．従属変

数は，閉店／開店した（1）・していない（0）のバイナ

リ変数である． 
・ 市場要因：それぞれのスーパーにおいて，過

去 1・2・3 年間 r km 以内に存在した他の閉店

／開店／現存スーパー数，人口数，高齢者

割合，人口千人当たりスーパー数，r km 以内

の小型食料品店の数 
・ 立地要因：最寄駅までの距離，都市部ダミー

（大都市・小都市雇用圏中心部（MEA・McEA），

郊外部（SA）） 

(3) 意義：このモデルの特徴は，地価や消費者行動な

ど，精密に備えられていない情報は使用せずに，

店舗の立地から競争関係を見ることにある．また，

回帰分析から影響の大きい要因および買い物難

民のリスクが高い地域が分かり，この研究をベース

に，それらの地域におけるより精密な現況把握など

の研究も期待できる． 
(4) 結果：適合性が最良（尤度比が最大）であるモデル

は，2 年間，半径１km 内の店舗変化をすべて考慮

したプロビットモデルであり，判別力は開店と閉店

それぞれ 88.83%，90.11％であった．変数のパラメ

ータから，次のような点が推量された． 
・ 周辺の店舗が撤退すると開店確率は上がり，

店舗密度が低い地域では，周辺の開店・閉店

による影響がより大きくなる． 
・ 平均年齢は高く，かつ高齢者割合が低い郊

外部で開店確率が高くなる． 
・ 駅近辺の地域で撤退確率が高くなっている．

これは，人口増加期に駅に立地されたスーパ

ーが，競争により閉店していくことを示す． 
(5) その他：本研究は，三菱財団研究助成および日本

学術振興会科学研究費補助金による成果の一部，

本研究は東京大学空間情報科学研究センターの

研究用空間データ利用を伴う共同研究（研究番号

276）による成果であり，以下のデータを利用した． 
・ 大型小売店ポイントデータ 2010 年版（全国） 
・ 平成 17 年国勢調査町丁・字等別地図境域デ

ータ都道府県編 (Shape)  
・ 平成 17 年国勢調査町丁・字等別集計(TXT) 

 

ProbCL05
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0.0001

0.0002 - 0.0005

0.0006 - 0.0010

0.0011 - 0.0040

0.0041 - 0.0050

0.0051 - 0.0100

0.0101 - 0.0150

0.0151 - 1.0000 0 20 40 60 8010
Km

High risk area

MEA・McEA
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SA  

図 1： 大阪大都市圏における 2005 年実際撤退店舗および計算した撤退確率（ProbCL05）の比較（左） 
2009 年以降の予想リスクが高い地域の分布（右） 

実際の撤退店舗の位置と比べ，予測結果の信頼性がある程度高いことが確認できる．また，開店確率が低

い，かつ閉店確率が高い地域を「予想リスクの高い地域」とした時，その分布から，郊外部（SA）でのリスク

が高くなることが分かる． 
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B07

首都圏における商業施設の分布と商圏の社会経済的特徴 
 
 

後藤 寛 
横浜市立大学 学術院 国際総合科学群 
連絡先: <yutakagt@yokohama-cu.ac.jp> 

 
(1) 動機： 首都圏のように多数の自治体にまたがる大

都市圏においては数十kmの距離を日常的に通勤

通学移動する人も数多く，さまざまな規模での生活

圏が重なり合いつつ，商業・業務・工場・住宅地と

いった用途分化，また住宅地の機能分化が上記の

通り統計に表れやすい規模で発生していることも

特徴的である．これらの違いをとらえる指標として小

売商業はわかりやすいが，それぞれの商業集積の

商圏の範囲は，上記のような日常流動のために交

錯して複雑である．  
 
(2) アプローチ： 商圏の複雑さは，1)長距離の日常流

動のために買い物帰りだけでもいくつもの可能性

があり空間的相互作用を考慮する必要があること

2)年齢性別・嗜好などさまざまな属性の人々に向け

た商圏が重なり合い，どこまでが基礎商圏か最近

隣というだけでは定義できないこと，3)全体の規模

が大きいためにニッチ市場が集積として成立し，そ

れらが広域商圏をもっていること，4)凝集・業態が

変動し続け，カテゴリーが曖昧になっていること，が

挙げられる．他方で商圏水準については年齢別人

口の他に，税務データなどを用いて各地域のポテ

ンシャルをさまざまな視角から考察する方法が考え

られる． 

(3) 意義： 古くから取り上げられているテーマではある

が，とりわけ近年では高齢化社会に伴う「フードデ

ザート問題」など生鮮食品に対するアクセシビリティ，

エリアマネジメントの一環として地域商業再開発の

際の適正規模・水準を示す指針が必要と考える．

そして首都圏のように多数の自治体にまたがる大

都市圏は地域差を自治体単位の指標によってとら

えることが可能であり，地域分化を明らかにする手

法を確立するための対象として扱いやすい．  
 
 
(4) 結果：首都圏においては進学・就職により毎年流

入する若年層のボリュームが特徴的である．また

「住宅すごろく」が崩れたとされる現在でも，年齢層

を中心にその中でも所得層ごとに分化する郊外住

宅地（あるいは高層マンション集積地）のモザイク

状の存在が，多様な商業集積の存在を支えている．

局所的な高齢化社会の急激な進行もこの延長線

上にあるといえる．抜本的な対策は住宅政策という

ことになろうが，対症療法としては上記の通り地域

商業の質・量を計画するためのより精緻な知見・理

論の構築が必要だろう． 
 
 

 

 

図 1: 対象地域と百貨店（都心集中型） 
およびイオン系 SC(郊外型)の分布 

図 2: 被相続人 1 人あたり相続税額の地域差 

（税務署管轄単位） 
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B08

ファミリーレストラン「Joyfull」とファーストフードチェーン店「マクドナルド」による店舗立地の相違 
 

廣井 翼 1 ,下山田 拓弥 1,西峯 洋平２，松山 洋 2 

1 首都大学東京 都市環境学部 地理環境コース，2 首都大学東京 都市環境科学研究科 地理環境科学域 

連絡先: <tsubahiro420@gmail.com >  Web: <http://www.comp.tmu.ac.jp/lagis> 

 

(1) 目的：本研究は，昨年度の下山田の研究（ドラッグ
ス ト ア 「 コ ス モ ス 薬 品 」 と フ ァ ミ リ ー レ ス ト ラ ン
「Joyfull」における店舗立地の相違）を引き継ぎ，
研究を行った．下山田は，異業種での立地比較を
行ったため，解析結果を直接比較することが難し
かった．そこで今回，私は同業種で立地分析を行
うことにした．研究対象は，大分市に本社を置き全
国に店舗を展開するファミリーレストラン「Joyfull」と，
世界規模で展開するファーストフードチェーンであ
る「マクドナルド」であり，同じ飲食店として熊本県
内での立地要因にどのような共通点･相違点があ
るのかを明らかにしようと試みた．ここで熊本県を
対象とするのは，当研究室で長年行われてきた地
域研究の一環として分析がなされたことによる． 

(2) アプローチ：それぞれの店舗ごとに 8 変数(人口密
度，高齢化率，最近接店舗までの距離，国道まで
の距離，駅までの距離，地価，高校までの距離，大
学までの距離)を用意し，主成分分析を行った．こ
れらの変数は，駅までの距離が短く深夜帯での集
客を視野に入れた「都市型店舗」と，国道までの距
離が短く車での集客を視野にいれた「ロードサイド
型店舗」，また，高齢化率が高く地価が低い「郊外
型店舗」を明確に区分できるのではないかと考えて
選択した．大学と高校までの距離については，同じ
飲食店として違いがあるのかどうか知りたいと思い
選択した．さらに，主成分分析の際に使用した変数
をクラスター分析（Ward 法）に適用することによって，
店舗の分類を行った． 

(3) 意義：立地分析を行った研究例は多くあるが，マク
ドナルドや Joyfull などと，店舗を絞って比較する研
究は筆者たちの知る限り研究例が少ない．また，フ
ァーストフード店とファミリーレストランの店舗立地を
分析した研究は，筆者たちの知る限り研究例がな
い．同じ飲食店だが，立地の違いを明らかにするこ
とで，ファミリーレストランとファーストフードの要素を
複合した店舗を展開するときの判断材料になると考
えられる． 

(4) 特徴：同じ飲食店でも，九州の代表的なチェーンレ
ストランと，世界規模で店舗を展開するファーストフ
ード店を立地比較したこと． 

(5) 結果と考察：主成分分析の結果，第 3 主成分まで
の累積寄与率は，マクドナルドが 63%，Joyfull が
72% となった．以下では，それぞれ第 3 主成分ま
でを議論する． 

主成分分析の結果，マクドナルドと Joyfull では
結果が異なった．結果をまとめると，マクドナルドで
は，第 1 主成分は「郊外型」，第 2 主成分は「ニュー
タウン型」を表す成分となり，第 3 主成分では「ロー
ドサイド型」を表す成分となった．一方 Joyfull では，
第 1 主成分と第２主成分は「郊外型」を表す成分と
なり，第 3 主成分は，「ロードサイド型を示す店舗と
なった．クラスター分析の結果，マクドナルドで一番
大きく寄与しているのは，「ロードサイド型」を表した
第 3 主成分である．Joyfull で一番大きく寄与してい
るのは，「郊外型」示した第 2 主成分である． 

(6) 使用したデータ： 
・人口密度，高齢化率は，2005 年国勢調査結果小

地域集計を利用した． 
・最近接店舗までの距離は，Google Geocoding を

用いて店舗住所をアドレスマッチングして算出し

た． 
・国道までの距離は，国土数値情報の道路(線)デ

ータから国道を抽出して算出した． 
・駅までの距離は，国土数値情報の駅(線)データ

を利用した． 
・地価は，国土数値情報の都道府県地価調査の最

近接地点の値とした． 
・高校,大学までの距離はGoogle Geocodingを用い

て学校住所をアドレスマッチングして算出した． 
(7) 使用したソフトウェア： 
  ・ArcGIS 10 

・R version 2.11.1

 

 
 
 

図 1：マクドナルドの店舗に対するクラスター分析結果     図 2：Joyfull の店舗に対するクラスター分析結果  
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B10

オーストラリア国勢調査「テーブルビルダー」データを利用した社会経済特性の分析 
 

堤 純 

筑波大学 生命環境系 

連絡先: < jtsu@geoenv.tsukuba.ac.jp >  

 

(1) イントロダクション：広大な国土を効率よく管理する

必要性から，オーストラリアは諸外国に比べて空間

データの整備・管理が進んでおり，いわば，オース

トラリアは GIS 先進国の一つとなっている．筆者は

かつてオーストラリアのメルボルン市における統計

データの利活用と GIS との連携について堤（2004）

において紹介した．また，オーストラリア統計局（以

下，ABS と略記）がかなり以前から国勢調査データ

の電子的な公開に取り組んできていること，また比

較的安価，かつ GIS ソフトウェアとの互換性も優れ

たデータフォーマットでのカスタマイズデータの取

得についても堤（2010）において紹介してきた．こう

したオーストラリアの統計データの先進性について

の詳細はそれらを参照されたい．本報告は，オー

ストラリアのメルボルン大都市圏（2006 年の国勢調

査時の人口は 359 万人）を対象として，詳細な統計

（国勢調査のカスタマイズデータ）から様々な主題

図を作成し，大都市圏内で進行する様々な都市社

会的問題を考察することを課題とする．その際，本

報告では，交通手段別にみた通勤流動のパターン

や民族別の住み分けの状況を事例として取り上げ，

大都市圏構造の一端の解明を試みた． 
(2) データ：使用したデータは，オーストラリア統計局

（以下，ABS）の発行する 2006 年国勢調査データ

の公開サービス（有料）の機能の一部である「テー

ブルビルダー」のデータである．これにより，大都市

圏全域の小統計区である CD（Collection District）
を対象に，民族的な出自，宗教，所得，学歴，家庭

で使用する言語や所得，通勤に使用する交通手

段等に関する詳細なデータが取得可能となった．

また，単一属性のみならず，「通勤に自家用車を利

用」かつ「週給 2,000 豪ドル以上の高所得者」という

ような 2 種類の属性をクロスさせたデータも，特定の

大都市圏や都市，中統計区 SLA（Statistical Local 
Area），CD といった任意の地区に対して入手可能

である． 
(3) メルボルン大都市圏における交通手段別にみた通

勤流動：自家用車および，自家用車と公共交通を

組み合わせたパークアンドライドの利用者の分布を

示した図 1 によれば，自家用車利用者の集中域

（CBD から 10〜15km 圏内）の外側で，かつ公共交

通機関のみの利用者があまりみられなかった鉄道

路線と路線の中間地点に広く分布する様子がみて

とれる．本報告で紹介した一連の図から明らかにな

る点は，世界的にも「公共交通優位」な都市として

高評価であるメルボルンにおいても，公共交通利

用による都心通勤者の多くは CBD から 15km 以上

の郊外（Zone2）居住者であり，さらに，そうした彼ら

の郊外居住も，自家用車による郊外間流動との組

み合わせ（パークアンドライド）が多くみられる実態

がある．本報告で紹介したオーストラリアの事例の

ように，可能な限り細かい統計区を対象にした詳細

な統計を入手し，これらを GIS と組み合わせて地図

化することにより，従来の分析よりもよりピンポイント

なテーマ毎の分析も可能となってきている． 
 

 
 
図 1：メルボルン大都市圏における自家用車および

パークアンドライドによる都心への通勤者分布

（2006 年）（資料：ABS） 
 
 
【文献】 
堤 純（2004）：オーストラリア・メルボルン市におけ

る統計データの整備と GIS．統計＜特集 GIS によ

る統計の利用＞，日本統計協会，2004 年 8 月号，

pp. 9-14． 
堤 純（2010）：オーストラリアにおける GIS の利活

用−オーストラリア統計局の国勢調査カスタマイズ

データを中心に−．統計，日本統計協会，2010 年 4
月号，pp.31-36． 
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B11

首都圏郊外鉄道駅のキス・アンド・ライドの実態と交通手段転換可能性 

 
萩原 豪¹，西村 尚宏²，伊藤 香織²，丹羽 由佳理² 

¹東京理科大学大学院 理工学研究科 建築学専攻，²東京理科大学 理工学部 建築学科 
連絡先: 萩原< ij55419@tc5.so-net.ne.jp >  

 

(1) 動機：郊外においては鉄道駅までの端末交通手段

としてキス・アンド・ライド（以下，K&R）が非常に多

く使われている．鉄道と自家用車の利点を活かした

交通行動とも捉えられるが，K&R の自動車で駅前

ロータリーは混雑し，バスやタクシーの進路を塞ぐ

など公共交通の妨げとなる問題や，自動車利用に

よる環境負荷や，家族等送迎者の時間的拘束をし

てしまう等の問題も存在し，他の交通手段への転

換の可能性を検討する必要がある． 
(2) アプローチ：つくばエクスプレス沿線の柏たなか駅，

柏の葉キャンパス駅，三郷中央駅を対象に，K&R
の実態と利用者意識を把握した．分析では，K&R
利用者が自宅から駅まで他の交通手段を利用した

場合を仮定し，交通手段別にアクセス負荷（所要

時間・労力・費用・CO2）を調べた．今回は所要時

間を基に、K&R から他の手段へ転換可能かを判

断し，そのような利用者においては，意識調査との

照合を行った． 
(3) 結果： 

・ 三郷中央駅の K&R 利用者（図 1）は，三郷市内

に広範囲に分布している．三郷市はバス路線が

多いことから，バスへ転換できる K&R は利用者

の割合が 52%と他手段よりも高い．しかし，意識

調査では，ダイヤの乱れ等，バスの運用に不満

を持つ利用者が多く見られた．  
・ 柏たなか駅の K&R 利用者は，徒歩 20 分圏内

の柏ビレジに集中していることから，利用者の

71%が自転車への転換可能性が高い．だが，

道が暗く危険であるとの意見が多く見られ，道

路整備などの改善が必要であると言える． 
・ 柏の葉キャンパス駅の K&R 利用者（図 2）は，

他の駅に比べ，徒歩，バス，自転車の全ての交

通手段への転換可能性が高い．意識調査でも

「なるべく自動車は使わない方が良い」という意

見が他の駅に比べ多く見られた． 
(4) 今後の展開：今後は，交通手段の選択理由に様々

な要因が関係している事もあり，個々の事情を加味

した分析が必要となる． 
(5) 使用したデータ：国土地理院 基盤地図情報 縮

尺レベル 2500
 

 

 

 

 
 

図 1：三郷中央駅利用者分布 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

図 2：柏の葉キャンパス駅利用者分布 
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B12

空間ヘドニック法等による歴史的まちづくり効果の評価 
 

久保 秀幸 1，小長谷 一之 2 
1 堺市 建設局，2 大阪市立大大学大学院 創造都市研究科 

連絡先: <konagaya@zc4.so-net.ne.jp> 
 

(1) 動機：景観保全は規制や補助がつきものであるが，

その説明責任のためにも経済価値を調べることの

重要性が高まっている．景観まちづくりでは，何ら

かの形での規制が存在し，規制の厳しい方から順

に「伝建地区」→「景観形成地区」→「地区計画」な

どの手法が存在．しかし京都の景観論争等，都市

部ほど異論がでてくる可能性がある．その理由は，

市場経済的にみると，規制は，その財（不動産）の

未来の利用可能性をなんらかの形で制約する（た

とえば高層マンションを建てられなくなる）ので不動

産価値は減少．美しい景観がある場合は，選定さ

れた街区は，伝統的建造物が集積して一定の町

並み景観が保全され，その結果，規制により，地価

に負の影響をもたらすどころか，正の外部性を生み

だしているとみられ，こうした景観政策の場合，地

価などの不動産価値に対しては，①規制によるマ

イナス効果，②景観価値の向上によるプラス効果，

の両者が同時にはたらくと考えられ両者を足して正

になることが予想される． 
(2) 説明責任（アカウンタビリティ）：行政の補助などの

公共支援があり，その補助等の効果を本当はある

程度評価した方が，説明責任（アカウンタビリティ）

の面から望ましい． 
(3) 定量的評価の必要性：このように，景観価値を定量

的に評価できれば，公共政策の一つの根拠となる．

非市場財の経済効果測定の手法． 
(4) 今井町の地価を利用した効果計測（ヘドニック

法）：今井町を含む町丁目を単位とした 156 の街区

をサンプル設定し地価を目的変数．説明変数とな

るデータは，交通に関するものとして「最寄駅まで

の距離」など，建築に関するものとして「法定容積

率」，「建蔽率」など．景観に伴う変数としては，「歴

史的建築物面積」「ビル建築面積」「重伝建地区ダ

ミー」など．重伝建地区全体で，9405×17．4ha＝約

16 億 3650 万円相当の効果を推定．  
(5) 富田林寺内町の地価を利用した効果計測（ヘドニ

ック法）：まず，富田林市の中心市街地の地価デー

タ．目的変数となる地価データ数は，71 街区を設

定．次に，説明変数となる属性データは，「各街区

の前面道路幅員」，「最寄駅までの距離」，「歴史的

建築面積」，「法定容積率」，「商業施設が集積する

幹線道路までの距離」，「3 階建て以上の商業ビル

建築面積」，「重伝建地区ダミー」など．これらのデ

ータにより，地価関数型として回帰分析をおこなっ

たところ，重伝建地区に選定されている面積が 11．

2ha であることから，富田林寺内町の経済効果は，

約 7 億 900 万円相当の効果を推定． 
(6) 意義：空間的自己回帰を入れることにより，より精密

化できることが確認される． 
(7) 他との比較：足立（2012）は効果がみとめられない．

星野（2012）らは効果をみとめており，検討する．  
参考文献： 

・ 足立良夫・井上利一（2012）『電柱のない街並

み効果－事例に学ぶ不動産の評価と手法』

住宅新報社． 
・ 久保秀幸（2008）「歴史的町並みを活かしたま

ちづくりの持続性とその価値について－奈良

県橿原市今井町を事例に－」『都市研究』第 8
号． 

・ 久保秀幸（2009）「歴史的都市のまちづくりの

効果について－ヘドニック・アプローチを用い

た大阪府富田林市の事例」『日本都市学会年

報』第 42 巻． 
・ 小長谷一之・久保秀幸（2009）「地域政策・景

観まちづくりにおける不動産データの例と整

備・利活用の課題」『都市住宅学』，第 66 号． 
・ 小長谷一之・木沢誠名・渡邊公章（2008）「特

集：まち並み観光を極める－まちづくりと都市

観光マーケティング」『観光＆ツーリズム』第 11
号． 

・ 星野匡郎（2012）「顕示選好法の最新テクニッ

ク 2－空間ヘドニック法」『環境評価の最新テ

クニック』勁草書房．

図 1：奈良県橿原市今井町 図 2：大阪府富田林 
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B13

土地利用分類における「公共施設」の共通感覚 
 

花島 裕樹 

筑波大学 大学院 生命環境科学研究科 
連絡先: <hanashima@geoenv.tsukuba.ac.jp>   

 
(1) 動機：多くの人々に共通している感覚を GIS へ導

入する試みは古くからおこなわれており，NCGIA
は 1996 年に 21 番目の重要課題としてレポートを作

成している．近年普及している Google maps などの

Web 上で動作する地図系アプリケーションの操作

は直観的で多く人が容易に習得できる．このような

技術的なユーザインターフェスの進展に加え，一

般的な共通感覚をデータ構造へ適用しようと試み

などがある．しかし，データ内容の意味的な観点か

ら共通感覚を導入するような研究はあまりされてい

ない．データ内容の意味は，データを利用する状

況や文化的な背景などが影響すると考えられるた

め，個別の文化圏，言語圏及び状況下での調査が

求められる．土地利用分類は，データごとに意味

的な不均質があることが指摘されている．中でも

「公共施設」は，文化的な背景と密接に関連してい

る場合が多い． 
(2) アプローチ：共通感覚に関する既往研究で用いら

れた方法論であるアンケート調査と，人間の土地利

用判読によって作成された土地利用データの判読

ミスを比較，分析し，判読者間で「公共施設」として

多くの合意が得られている施設とそうでない施設を

明らかにする．アンケート調査については，提示し

た施設群を「公共施設」を含む複数の分類項目に

分類するという試行を行った．土地利用データの判

読ミス評価については，施設レベルの分類がされ

ている公共施設のデータと重ね合わせ，施設ごと

に判読ミスの発生傾向を調査した．  

(3) 意義：近年では地形図や土地利用図などの専門

的な製品に限らず， カーナビゲーションや自治体

GIS の施設検索など，一般大衆を対象とするような

場面でも多くの公共施設に関するデータが利用さ

れている．これらのデータで用いられている分類体

系を大衆の共通感覚から評価することで，より直観

的な分類体系を構築することが可能になる． 
(4) 特徴： 

・ 既往研究で用いられているアンケートによる調

査によって，「公共施設」に対する被験者に共

通する感覚を調査する． 
・ 人間による土地利用判読から作成された土地利

用データに内在する判読ミスの傾向を評価し，

「公共施設」に対する判読者間に共通する感覚

を調査する．アンケートとよりも多くの事例を得る

ことができる． 
・ 異なるアプローチから「公共施設」の共通感覚を

調査したが，両者の結果に相関が見られた（図）．

アンケート調査と土地利用判読という異なる環

境下での分類行為であっても，試行者の共通

感覚には一定の相関があるといえる． 
・ これらの結果から，各施設の 「公共施設」という

概念との合意の度合いを定量的に評価できる．

すなわち，施設群と「公共施設」及び分析に用

いた周辺の分類項目との意味的な類似度と考

えられる． 
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図 1：アンケート調査と土地利用データの判読ミス評価結果の散布図 
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B14

ネットワーク分析を用いた犯罪情報分析の研究 
 

中村 健児 1，齊藤 知範 2 
1 警視庁 犯罪抑止対策本部，2 科学警察研究所 犯罪行動科学部 犯罪予防研究室 

連絡先: < saitoht@nrips.go.jp > 

 

(1) 動機：近年，警察における犯罪情報（情勢）分析の

分野における GIS の活用が広がりを見せているが，

定量的な分析への取組みは発展途上にある．業

務の効率化という観点からも犯罪の抑止及び捜査

に用いることができる人的・時間的資源を最適化す

ることが望まれ，そのための戦略的な施策決定の

根拠となりうる分析手法を開発することが必要であ

る．そこで，警察の資源を集中的に投入する優先

順位を決定する手段として，ネットワーク分析を用

いた地理的プロファイリング（犯人居住地予測）の

可能性を検討した． 
(2) アプローチ：カナダ・バンクーバー市警察が開発し

た地理的犯罪者探索（CGT）モデル（システム名

「Rigel」）を応用し，一定区域内の各セルから各犯

行地点までの距離に基づいて重み付けされた点数

を合計し，その点数に応じて，犯人の活動拠点が

存在する可能性のある地域を可視化する手法につ

いて述べる． 
(3) 意義：地理的プロファイリングは，犯罪捜査の過程

で生み出される膨大な情報を扱う手法の一つであ

る．地理的プロファイリングで事件が解決することは

ないが，他の捜査手法と組み合わせることにより，

事件解決のスピードを向上させることができる，捜

査官の意思決定補助ツールである．地理的プロフ

ァイリングの捜査における応用場面としては，次の

ようなものをあげることができる． 

・ 容疑者の優先順位付け 
・ 集中パトロール 
・ 緊急配備計画への組込み 
・ 聞き込み実施場所の選定 
・ DNA 型スクリーニングの優先順位付け(*) 

(4) 特徴： 
・ 距離の計測には，Rigel がマンハッタン距離を用

いているのに対しネットワーク距離を用いること

により，犯人の現実の移動実態に近づけた．  
・ ネットワーク距離の計測には，CSIS が開発・配

布している SANET（Ver.4.1β）を用い，膨大な演

算を一括して処理した． 
・ 各セルから各犯行地点までの距離に応じた重

み付けには対数正規分布の確率密度関数を用

いた． 
・ 対数正規分布を用いることにより，Rigel よりピー

クがなだらかな分布を得られるとともに尖度，歪

度，平均，最頻値の調整を容易に行うことがで

きる．  
(5) 今後の展開：今後の課題として，追試による精度の

向上と尤度比等の検定手法を開発し，実用に耐え

うるものとする必要がある． 
(6) 使用したデータ：数値地図 25,000 
(7) 使用したソフトウェア：ArcInfo10，SANET，R 
(8) 参考文献：(*)D・キム・ロスモ著，渡辺昭一監訳「地

理的プロファイリング」北大路書房，2002 年 
 

 
図 1：ネットワーク距離を利用した地理的プロファイリングの例 
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B15

共同研究の地理的特性：距離の壁と企業の壁 
 

井上 寛康 1，○中島 賢太郎 2，齊藤 （梅野） 有希子 3 
1 大阪産業大学 経営学部，2 東北大学 大学院経済学研究科，3 経済産業研究所 

連絡先: <knakajima@econ.tohoku.ac.jp> 
 
(1) 動機： 知識波及は経済活動の地理的集積の一つ

の主要な要因である事が指摘されており，このこと

についての実証研究の蓄積は極めて重要であると

いえるが定量的指標を得ることが困難なため，未だ

十分な研究蓄積がなされているとはいえない．これ

まで知識波及の定量的指標として特許の引用関係

が使用されることが多かったが，これはいわば形式

知の波及といえよう．それに対し本稿では，いわば

暗黙知の波及を代理すると考えられる，共同研究

関係に注目し，知識波及の地理的集中について

分析を行う．その中でも特に，共同研究において

企業が果たす役割に注目した分析を行う． 
 
(2) 方法： データは日本の特許公報を用いた．まず出

願人情報を用いて企業の特定を行う．続いて発明

者の住所情報から，発明者が属する研究組織を同

定する．最後に発明者住所の文字列に出願人名

称と同じ文字列がある場合，その出願人の企業に

属する研究組織（事業所）とみなすことで，研究組

織，および所属企業を同定するのである．まず，ジ

オコーディングした住所情報を元に，共同研究を

行う組織間の地理的距離を全て計算し，その密度

関数を推定する．直観的には近い距離の方にピー

クがあれば共同研究関係は地理的に集積している

といえる．但し，研究組織そのものが東京・大阪な

どの大都市に集積している可能性があるため，この

ことを制御する必要がある．そのため，共同研究を

行いうる全ての研究組織間距離を計算し，その密

度分布を計算し，それとの比によって地理的集積

を評価することを行った．本稿ではさらにフォーマ

ルな統計的検定のため，Duranton and Overman 
(2005)によって開発された手法を応用することで共

同研究関係の地理的集積を捉えた．具体的には

研究組織がランダムに共同研究相手を選択すると

いう半実仮想の状況を考え，このもとで発生させた

共同研究距離分布からの乖離によって，実際の分

布の形状を評価したのである．つまり帰無仮説とし

てのランダムな共同研究相手の選択からの乖離に

よって，地理的集積についての統計的検定を行っ

たのである． 
 
(3) 結果： まず，共同研究は統計的に有意に集積して

いること，また，その集積範囲は 80km 程度であるこ

とが示された．また，共同研究の集積動向は，近年

の ICT 技術の劇的発展にも関わらず，1986 年から

2010 年までほぼ変化していないことも明らかとなっ

た．また，企業内の共同研究に比べて，企業間の共

同研究の方がより地理的に集積していること，また

単一の研究組織しか持たない小規模企業の共同研

究関係がより地理的に集積していることなどが示さ

れた． 
(4) 謝辞： 分析にあたっては，東京大学空間情報科

学研究センターの CSV アドレスマッチングサービス

を利用した．ここに感謝の意を表する． 
 

 
  図 1： 共同研究距離のカーネル 密度分布 

        （点線は，ランダムな共同研究相手選択か 
ら発生させた信頼区間バンド） 

 

 

 
図 2: 共同研究距離と地理的分布距離の比 
（実線が企業内，点線が企業間共同研究） 
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C01

被災地以外の企業における東日本大震災の影響 

－サプライチェーンにみる企業間ネットワーク構造とその含意－ 
 

齊藤（梅野）有希子 

経済産業研究所 

連絡先:< saito-yukiko@rieti.go.jp>  Web: <http://www.rieti.go.jp/users/saito-yukiko/index.html> 
 

(1) 動機：日本の産業の競争力は，取引先とのつなが

りの強さに依存すると考えられてきたが，このような

競争力は，震災のように，つながりを断つ現象に対

して，脆弱であると考えられる．東日本大震災では，

被災地以外においても，多くの企業がサプライチェ

ーンの構造を把握する重要性を再認識した．平時

においては，取引先の取引先，さらなる取引先を

意識した経営戦略を立てることは少ないであろう．

震災復興計画を考える上でも，これから起こりうる

大震災への対策を考える上でも，サプライチェーン

を通じた震災の被害の大きさを把握することが重要

であり，より安定的な取引ネットワークを構築させる

ために，リスク分散させるための長期的な対策を考

えるべきである． 

 

(2) 用いるデータ：東京商工リサーチ（TSR）の約 80 万

社の企業データを用いる．企業情報として，所在地

住所，取引先（仕入先と販売先）企業の ID が収録

されている．東京大学空間情報科学研究センター

の CSV アドレスマッチングサービスを用いて，企業

の所在地住所を緯度経度情報へ変換する． 

このデータを用いた既存研究では，取引先までの

距離は，半数が 40ｋｍ以内，9 割が 400ｋｍ以内に

あり，企業間の取引距離は非常に短いこと（「取引

の集積」）が実証的に示されている．一方，企業間

の取引関係ネットワークでは，多くの企業が非常に

短いリンクでつながっていること（「スモールワール

ド性」）が知られている．被災地以外の企業への影

響は，「取引の集積」と「スモールワールド性」の兼

ね合いで決まってくると考えられる． 

(3) 分析手法：被災地の定義を青森県，岩手県，宮城

県，福島県，4 県の太平洋沿岸の 44 市区町村とし，

TSR の約 80 万社の企業のうち，被災地企業を特

定する．次に，取引データを用いて，被災地企業の

取引先を特定し，所在地住所の緯度経度情報を

用いて，どのように地理的に広がっているのか確認

する．また，被災地企業の取引先やさらなる取引先

が全企業に占める割合を地域別に算出して，サプ

ライチェーンを通じて，被災地以外の企業にどの程

度波及しうるのかを確認する．  

 

(4) 分析結果： 

・ 図１より，被災地企業の取引先は地理的に広く

分布していることが確認された． 

・ ただし，地域別の企業全体に占める割合を確認

すると，表 1 のように，被災地企業の取引先（1
次の企業）は，北海道地方で 2.3％，関東地方

で 2.7％，中部地方で 1.1％，中国・四国地方や

九州地方で 0.5％以下になっており，企業の割

合からみると非常に少ないことが確認された．

「取引の集積」と整合的な結果である． 

・ しかし，被災地企業の取引先の取引先（2 次の

企業）まで含めると，北海道地方で 60％，関東

地方で 58％，中部地方で 53％，中国・四国地

方や九州地方で 40％以上となり，多くの企業が

関係してくることが分かる． 

・ また，さらなる取引先（3 次の企業）まで含めると，

すべての地域で 9 割近くなり，ほとんどの企業が

何らかの関係を持つことが分かる． 

・ 以上の分析結果から，被災地以外の企業にお

いても，企業自身が認識しないうちに，大多数

の企業が取引関係から何らかの影響を受ける

可能性があることが分かる． 

・ ただし，個々の企業の影響の大きさは，波及もと

が代替不可能な仕入先であるのか，販売の多く

を一つの企業に依存しているのかなど，企業間

のつながりの強さによって決まってくると考えら

れ，今後の課題とする． 

 

 
図 1：被災地企業の取引先の地理的ひろがり 

 
表 1：地域別の企業の割合 
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C02

震災時における区会をベースとした情報入手と伝達方法の特性 
 

王尾 和寿 1，温井 達也 1，藤井 さやか 2 
1 筑波大学大学院 人間総合科学研究科/㈱プレイスメイキング研究所，2 筑波大学 大学院 システム情報工学研究科 

連絡先: <ohbi610@goo.jp> 

 

(1) 動機： 災害発生時の対応やその後の復旧活動を

円滑に進めるために，地域コミュニティや情報の利

活用の重要性が広く認識されており，自主防災組

織や自治会，町内会，区会等の活用が課題となっ

ている．茨城県つくば市は，東日本大震災におい

て，甚大な人的被害は免れたものの，ライフライン

の停止や建物の損壊など市全域にわたる被害を

受けた．本研究では，つくば市の住民組織である

区会（自治会）を対象に，震災時の情報入手と伝

達方法の特性について考察した． 

(2) アプローチ： つくば市にはおよそ 600 の区会が存

在し，総世帯数約 89,800 の半数がいずれかの区

会に属している．2011 年 10 月に，各区会の区会長

を対象にアンケート調査を実施し，431 区会の回答

を得た．分析手法は①最初に，区会長の住居地に

対し，ボロノイ分割を適用し，解析単位を設定した．

②次に，土地利用と地形条件により，解析単位を 5
地域に類型化した（図 1）．③最後に，情報入手や

情報伝達に関する調査結果の空間分布を視覚化

するとともに，5 地域との関係を把握した． 

(3) 意義： 今後の防災計画における行政と住民，また

住民同士での情報の受け渡しを円滑化するための

手法開発の知見を得る． 

(4) 結果：  

・震災による被害状況の空間分布 

建物や塀の損壊は市全域に及ぶが，特に「台地

/混在地区」や「台地/農村地区」，「低地/水田地

区」で多く報告された．一方，道路のひび割れは，

「低地/水田地区」や「斜面/森林地区」で多い傾向

にあった．また電気・水道などのライフラインの障害

は，市北西部に多く分布する傾向がみられた． 

・震災時における情報入手手段（図 2） 

「斜面/森林地区」，「台地/農村地区」，「低地/

水田地区」では，行政への電話問い合わせやラジ

オ，市職員の戸別訪問により，情報を入手する傾

向が強いのに比べ，「中心市街地地区」では市役

所ホームページを中心に情報を入手していた．ま

た「台地/混在地区」では，ケーブルテレビの利用

率が他地区に比べて高かった． 

・震災時における区会加入者への情報伝達手段 

区会として入手した情報を，区会加入者に伝達

した手段については，回覧板や電話連絡網の利用，

区会役員の戸別訪問などが，市全域で行われてい

るが，「中心市街地地区」では，その傾向が比較的

弱く，掲示板への掲載や電子メールの利用割合が

高い傾向にあった． 
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C03

東日本大震災に伴う帰宅困難者の空間行動 

 
小野 優 1，小林 博樹 2，斎藤 馨 1 

1 東京大学大学院 新領域創成科学研究科，2 東京大学 空間情報科学研究センター 

連絡先: <ono@nenv.k.u-tokyo.ac.jp>   

 

(1) 目的： 2011 年 3 月 11 日に発生した東北太平洋沖

地震(以下，東日本大震災)によって，首都圏では

交通インフラが大ダメージを受け， 515 万人という

大量の帰宅困難者が発生した.帰宅困難者とは一

般に帰宅距離が 20km を超える人のことを指す（中

央防災会議(2008)）.本研究では，首都圏（特に東

京大都市圏）における帰宅困難者の空間行動を明

らかにすることを目的としている. 

 

(2) 方法：本研究ではとくに，①主要ターミナル駅での

滞留者の発生，②徒歩帰宅者による渋滞の発生，

③帰宅困難者の一時受け入れ施設の分布の 3 点

に注目し，関係機関への聞き取り調査および，帰

宅困難者へのアンケート調査を実施した.その結果

次のことが分かった. 

①主要ターミナル駅での滞留者の発生 

帰宅困難の認識は概ね，発災から 3 時間以内であ

り，発災後数時間は鉄道の運行再開状況を求めて

多くの人が駅周辺に滞留した.会社の勤務終了時

間を過ぎると駅での滞留者数がピークを迎えた.主

に JR 線などで発災当日中の鉄道の運転再開が

厳しいという情報が入ってくると，多くの滞留者が駅

の最寄りの一時受け入れ施設に避難し、22 時頃に

は駅周辺の滞留は概ね解消した. 

②徒歩帰宅者による混雑 

鉄道網の復旧に時間がかかるということが分かると，

郊外の自宅まで歩いて帰ろうとする徒歩帰宅者が

増加した.会社の就業時間を過ぎた、18-19 時頃に

は都心部の歩道は徒歩帰宅者であふれ，一部で

は車道にまで達した.特に，千住新橋(足立区)や二

子橋(世田谷区・川崎市)，戸田橋(板橋区・戸田市)

などの都心部から郊外に出る橋では混雑が発生し

ていた.しかし，20 時を過ぎると混雑の中心は次第

に郊外へと移った. 

③帰宅困難者の一時受け入れ施設 

20 時過ぎから都施設，区施設，国有施設などが順

次帰宅困難者へ開放された.都心部での一時受け

入れ施設は，翌朝の運転再開を待つ駅滞留者が

主な利用者であった.こういった施設は発災翌日昼

までには利用者はいなくなり，閉鎖された.一方で，

郊外に開設された一時受け入れ施設では，駅滞留

者に加えて，徒歩帰宅者の休憩所としての利用も

多く見られた.また，千葉東部や茨城南部など郊外

の鉄道路線は復旧が遅れていたこともあり，帰宅で

きる目途が立たず発災翌々日まで利用者がいた一

時受け入れ施設も多くある.郊外に向かうほど一時

受け入れ施設の閉鎖が遅れる傾向にある. 

 

(3) 今後の研究予定：東京大学空間情報科学研究セ

ンターの提供する平成 20 年東京都市圏人の流れ

データセット及び平成 17 年国勢調査従業地・通学

地集計を用いて， 平常時の空間行動と，これまで

の調査結果から震災時の空間行動との違いをメッ

シュで分けし、明らかにする。また、その要因につ

いても明らかにする. 

 

(4) 参考文献：中央防災会議 (2008): 首都直下地震避

難対策等専門調査会報告. 内閣府中央防災会議首

都直下地震避難対策等専門調査会. 

 

 

図 1. 東日本大震災発生時の首都圏主要駅に 
おける滞留者数（警察庁発表をもとに作成） 

図 2. 東日本大震災発生時の都心部における帰宅

困難者一時受け入れ施設 
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C04

人の流れに基づく危険予知システムの検討 
 

笹木 美樹男 1，薄井 智貴２，中村 敏和３，関本 義秀３ 
1 株式会社デンソー 基礎研究所，2 名古屋大学 グリーンモビリティ連携研究センター， 

３東京大学 空間情報科学研究センター 

連絡先: <MIKIO_SASAKI@denso.co.jp> 

 

(1) 動機： 交通安全における危険予知とは事故発生

につながる様々な要因を未然に検出し，ドライバー

や歩行者の事故回避行動が極力容易かつ円滑に

なることを目ざすものである．従来そのための方策

として，車室内のヒューマンエラーの検出と車室外

の環境認識に重点がおかれてきた．しかしそれら

は，車が運動方程式に従う時間範囲より未来（10
秒先，30 分先，1 年先など）に対してはほとんど無

力であった．そこで，本研究では最重要の車外環

境要因である歩行者に焦点をあて，人の流れデー

タに基づいてその出現を予測するシステムを検討

する． 
(2) 方法： 図 1 に示したエリア（愛知県長久手町）を対

象地域とし，２つの方法で予測を試みた．第 1 の手

法では，人の流れデータを多変量回帰分析で学

習し，その回帰係数を車の走行予定経路を含む時 
空間範囲に適用して人出現の確信度を予測する． 

第 2 の手法では図 1 中の 12 地点で計測した交通

量（歩行者と自転車）を最尤推定で人の流れデー

タに同化させ，経路を推定する． 
(3) 結果：． 

・第 1 の手法： 走行経路上の 1 分間隔で人出現確信

度を予測し，PTデータから作成した正解値との時系

列相関 0.58 を確認した（図 2）． 
・第2 の手法： １日のリンク交通量に関して，12 スポッ

ト中 10 スポットで適合率 90％超を達成した（図 3）． 
(4) 使用したデータ： 

・PT データ： 01CHU, 98TKY, 08TKY 
・現地計測データ（2011.12.5 愛知県長久手町） 

(5) 今後の展開： 
地理・道路環境，周辺施設，センシングおよび行動

モデルを考慮した多元的な予測手法を確立し，人の

出現予測と経路推定に関する精度を高める．

 

12時間交通量（歩行者＋自転車: 2011年12月5日）
人の流れデータ

01CHK
（2001年10月）

最尤法で同化し

移動経路を推定

起点O

終点D

 
図 3： 移動経路の推定 

(b) 予測値

東経 北緯

歩行者確信度

(a) 真値

東経 北緯

人数

(b) 予測値

東経 北緯

歩行者確信度

(b) 予測値

東経 北緯

歩行者確信度

(a) 真値

東経 北緯

人数

(a) 真値

東経 北緯

人数

図 2： 人出現の予測. 
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図 1： 現地計測エリアと仮想走行経路 
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C05

2011 年東北地方太平洋沖地震津波の建物被害のマッピング 
 

越村 俊一 1，郷右近 英臣 2，柴山 明寛 1 
1 東北大学 災害科学国際研究所，2 東北大学大学院 工学研究科 土木工学専攻 

連絡先: <koshimura@irides.tohoku.ac.jp> 
 
(1) 動機： 2011 年 3 月 11 日東北地方太平洋沖地震

による大津波は，12 都道県で死者・行方不明者 18, 
684 人，全壊建物 129,423 棟（警察庁，2012 年 9
月 12 日）という被害をもたらし，我が国史上最大規

模の超巨大地震津波災害となった．特に岩手県か

ら福島県にかけての津波被害は甚大であり，仙台

平野では，海岸線から 5km 以上内陸まで津波が浸

水し，一般家屋だけでなく，仙台空港などの重要な

インフラ設備にも甚大な被害をもたらした．巨大災

害後の災害対応や救援活動において最も重要な

ことの一つは，被害の全容把握である．地震や津

波災害といった巨大災害の発生直後は，激甚な被

害を受けた地域からの情報が断片的となり，被害

全容の把握がきわめて困難になるとともに，被災地

の救援活動や復旧活動も難航する．本研究では，

津波浸水域内の建物被害状況の把握とそのマッピ

ングを行うことを目的とする． 
(2) 方法： まず衛星画像（ALOS AVNIR-2, JAXA）の

解析により津波の浸水範囲を推定し，津波浸水域

内の建物を把握した．建物棟数と位置のマッピング

に は ， ゼ ン リ ン の デ ジ タ ル 住 宅 地 図

（Zmap-TOWNII）を利用した． GIS 上に推定津波

浸水域と建物データを重ねて浸水域内の建物デ

ータを抽出し，行政区毎に集計した．抽出された浸

水域内建物の被害は，航空写真の目視判読により

把握した．国土地理院は，地震発生の翌日から航

空写真による緊急撮影を実施し，被災前後の撮影

画像を迅速に公開した．ここでは，直下視航空写

真のオルソ画像を利用した．国土地理院のサイトか

ら個別画像をダウンロードし，モザイク画像を作成

し，建物データと共に GIS に表示した． 
(3) 結果： 建物被害は，被災前後の画像を目視で比較

することで評価した．建物被害の評価基準は，複数

段階に分類するものがあるが，一棟毎の目視判読と

詳細な被害分類には時間がかかる．ここでは，流失

の有無だけに着目して建物被害を分類することにし

た．建物流失の有無を評価する場合には，直下視

航空写真の屋根の存在のみに注意して写真の判読

を行えば良いので時間を大幅に短縮することができ

る．建物被害判読結果（流失・残存）は，ゼンリンの

建物 GIS データへの属性情報として記録し，それを

マッピングした．その結果を図 1 に示す．津波浸水

域内の建物の流失状況を俯瞰して見ることは極め

て重要である．浸水域内建物棟数，流失建物棟数，

そして流失率が分かることにより，津波の被害がより

定量的に把握できる．建物被害状況と，防波堤・防

潮堤等の海岸施設の被害状況と関連づけることで，

海岸施設がどの程度被害軽減に寄与したかなど，

これまでの津波防災対策の検証を行う必要がある． 
(4) 使用したデータ： 

・ 「ZmapTownII 2008/09 年度（Shape 版）宮城県・

岩手県データセット」株式会社ゼンリン 
・ JAXA 陸域観測技術衛星「だいち」の光学セン

サ画像 AVNIR-2 (2011 年 3 月 14 日撮影） 
・ 東日本大震災被災地域の空中写真（正射画像，

国土地理院） 
(5) 謝辞： 本研究は，科学研究費補助金(課題番号：

22681025)，および東北大学運営交付金の補助を

受けて実施された．また，分析は，東京大学空間

情報科学研究センターにおける共同研究（平成 23
年東北地方太平洋沖地震における災害情報のデ

ータベース化に関する研究，共同研究番号 328）

の一環で実施した．ここに記して謝意を表する． 
 

 
図−1 建物被害のマッピング結果の表示例（仙

台市）
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C06

配置形態の類似性を用いた延焼危険地域の抽出に関する研究 
 

臼井 喬哉 1，吉川 優矢 1，山田 悟史 2 
1 立命館大学大学院 理工学研究科，2 立命館大学 理工学部 建築都市デザイン学科 

連絡先: < sy@fc.ritsumei.ac.jp > 

 

(1) 動機： 日本は地震大国であり，二次災害でもある

延焼被害を多く受けている．延焼は十分な消火活

動が得られないまま時間経過とともに被害と死者が

発生する可能性のある悲惨な被害であり，阪神淡

路大震災において多数の被害が発生した．その対

策には，延焼危険地域の的確な把握が必要となる．

本研究では全国規模という大規模な建物形状が含

まれた地理空間情報を分析するという視点から，過

去の大規模な震災被害における延焼メカニズムを

システム化した特定指標に基づく延焼シミュレーシ

ョンではなく，過去の震災において延焼被害は発

生した地域と類似の配置形態を有する地域を GIS
と画像処理の両技術により把握し，広範囲を対象

に延焼危険度が相対的に高い地域を抽出する手

法を構築することを目的としている． 
(2) 方法： 本研究の手法では，まず地震被害に被害

が大きかった地域をモデル地域（御蔵町 3,4 丁目，

菅原町 3,4 丁目）として設定する．次に，断層分布

から地震発生確率の高い地域を解析対象地域（今

回は京都市）として設定する．そして，解析対象地

域の中から，モデル地域と類似の配置形態を有す

る地域を画像相関法を用いて抽出し，建物属性の

準耐火建築物割合を算出し，モデル地域と配置形

態の類似性が高く，かつ準耐火建築物の割合が相

対的に高い地域を延焼危険地域として抽出する．  

(3) 結果： 画像相関値，メッシュに対する準耐火建築

物割合を可視化したものが図 1 の A,B である．A,B
と同様に，全床面積に対する準耐火建築物割合も

算出した．これはメッシュ内の建築面積に対する

準耐火建築物の建築面積の割合の分布で B が同

じ値の場合，準耐火建築部が単独で分布してい

るか，周辺にその他の建築物が分布しているか

を判別するのに用いる．これらの結果より京都市

の各区のモデル地域との配置形態との類似性及び

準耐火建築物割合は，下図（図 1 の C）のエリアパタ

ーンが 3 つ，区パターンが 2 つに分類されると考え

られる．区パターンでは 1，2 の順に，エリアパターン

では 2，1，3 の順に延焼危険が高いと思われる．こ

れよりエリアパターン 2 が相対的に多く存在する下

京区，中京区が京都市内では延焼危険が高いとい

える． 
(4) 今後の展開：今後は，他の事例からもモデル地域を

作成すること，準耐火建築物の判定式の精度を向

上させること，全国を解析対処に解析することを課

題とする． 
(5) 謝辞：本研究が使用した GIS データは東京大学空

間情報科学センターとの共同研究「大地震時にお

ける延焼危険地域およびドクターヘリ運用優先地

域に関する研究」の提供に拠るものである．ここに

感謝の意を表する． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

C 配置パターン 

B メッシュに対する準耐火建築 
物割合 

A 画像相関値 

図 1 A：画像相関平均値の分布で赤色が

高く緑色が低い値． B：メッシュ面積に

対する準耐火建築物の建築面積の割合の

分布で赤色が高く緑色が低い．C：解析指

標を用いて分類した地区パターン 
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C07

ドクターヘリ運用効果の可視化に関する研究 
 

山田 悟史 1，吉川 優矢 2，大山 智基 2 
1 立命館大学 理工学部 建築都市デザイン学科，2 立命館大学大学院 理工学研究科 

連絡先: <sy@fc.ritsumei.ac.jp> 
 

(1) 動機：救急医療は国民にとって欠くことの出来ない

業務であり，その充実化のひとつにドクターヘリと

いう方法がある．その主な目的と効果はヘリを用い

る事による移動時間の短縮と医師が搭乗している

事による医療行為開始までに要する時間の短縮で

ある．しかし，ドクターヘリの運用にあたって予算・

人員・設備面などの実現可能性については検討が

行われているが，地理的条件をふまえ，ドクターヘ

リの運用効果を時間的指標から定量的に検討した

事例は少ない．そこで本研究は，消防署・病院・ラ

ンデブーポイント(以下 RP)・道路網・人口分布・建

物形状の地理的条件をふまえ，任意地点における

ドクターヘリの運用効果を時間的指標として算出す

る．そしてその分布を地図上に可視化し，視覚的

かつ定量的にドクターヘリ運用の検討を行うことを

目的とする． 
(2) 方法：ドクターヘリ運用の目的の一つが医師による

医療行為開始の迅速化であることをふまえ，重症患

者の出動要請から医師による医療行為開始に要す

る時間を，救急車のみを用いた場合とドクターヘリを

用いた場合それぞれ算出する．そしてその短縮時

間から救命率向上率を算出することで運用効果を

可視化する．なお，搬送過程における時間は既往

研究から引用し，消防署，重症患者の搬送先病院，

第三次病院，RP，RP 候補(場外離着陸場)は滋賀

県の資料より作成した． 
(3) 意義：現状である大阪大学医学部付属病院高度救

命救急医療センターとの連携によるドクターヘリ運

用効果を可視化したものが図 1 の①と②である．ま

た，図③は県内の第三次病院である長浜赤十字で

ドクターヘリを運用した場合の効果の分布図である．

本研究の結果には，運用効果の定量的な検証が可

能である点，現場によって要請を行うかの判断資料

ともなり得る点に意義がある． 
(4) 謝辞：本研究は日本学術振興会平成 24 年度科学

研究費補助金(若手研究(B)) 「ドクターヘリ運用効

果の可視化と関連施設の適正配置」(課題番号：

24760509)の援助の下に行われた．分析にあたっ

ては，東京大学空間情報科学研究センターの研究

用空間データ（研究番号337）を利用した．ここに感

謝の意を表する．

 
図 1 ドクターヘリ運用効果の可視化と県内独自運用のシミュレーション結果 
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C08

「24 時間在宅ケア」の合理性の検証 
 

廣瀬 雄一，後藤 純，辻 哲夫 

東京大学 高齢社会総合研究機構 

連絡先: < y.hirose@iog.u-tokyo.ac.jp>  Web: < http://www.iog.u-tokyo.ac.jp/research/jigyou.html> 

 

(1) 目的：要介護状態における高齢者の住まい方は大

きく分けて，在宅（自宅），サービス付き高齢者向け

住宅，施設サービスの3つがある．都市部を中心に，

急激な単身高齢者及び高齢者夫婦のみの世帯の

増加が見込まれる中，重度の高齢者が在宅生活を

続けることのできる仕組みを構築することは，

「Aging in place」の観点から望ましいとともに，施設

への移行を極力少なくすることは，介護保険財政

の持続性を向上させることにも寄与するものと考え

られる．千葉県柏市をフィールドに，GIS を用いて

地図上で介護保険サービスの利用と供給の状況を

検証しながら「24 時間在宅ケア」のサービスの合理

的なあり方を考察することを目的とする． 

(2) アプローチ：まず，以下 2 タイプのサービス形態の

先導的ともいえる各事業者の実態把握を行った． 

①小規模多機能型居宅介護からのアプローチ（社

会福祉法人長岡福祉協会） 

②短時間巡回訪問介護サービスからのアプローチ

（株式会社新生メディカル） 

次に，柏市の介護保険給付実績のデータ分析から，

サービスの提供サイド，利用サイドの双方における

実態分析を行い，先行事例における利用のされ方

と柏市の実態を比較しながら，「24 時間在宅ケア」

システム展開への諸条件を確認した． 

(3) 意義：GIS を活用して利用者圏域マップとして可視

化しつつ，介護保険給付データなどの既存統計デ

ータ等を活用することで，中重度者に着目して圏

域内の 24 時間在宅ケアの需要と 24 時間在宅ケア

事業所配置形態のあり方のパターンを，モデル圏

域を設定して検証する． 

(4) 結果： 

・ サービス立地のばらつきの観点では，訪問系サー

ビスを日常生活圏域で賄えるところはゼロのところ

が多くあり，訪問・通所いずれのサービスにおいて

も越境していた．事業者にとってそれは通常で，市

場原理に基づく行為と考えられる．  

・ 世帯構成でサービスの利用状況をみると，要介護

者以外の同居家族がいる場合，利用の中心は通

所・短期入所で，訪問はあまり利用されていないが，

要介護度が高くなるにつれ，訪問の利用は増加す

る傾向があった．今後は核家族化の進行・高齢者

のみ世帯の増加が予想されるが，その中で在宅生

活を支えていくには訪問のサービスニーズへの対

応が必須であると考えられる． 

・ サービス供給側をみると，居宅介護支援事業書の

母体法人が施設の設置主体であれば通所，短期

入所に，主体でなければ訪問に傾斜する傾向が窺

え，事業者側の事情がケアプラン作成に影響を与

えており，母体法人の施設設置有無と提供サービ

ス内容の傾斜傾向に関連があると考えられる． 

(5) 今後の展開：今回明らかになった傾向等を踏まえ

ながら，不合理な状況を政策的に解消できるような

手法を行政と恊働しながら，議論していく．その際

の視点は以下の三点である． 

(i) 日常生活圏域での中長期的展望を踏まえた高

齢者生活ニーズの悉皆調査の手法確立 

(ii) (i)に基づく，日常生活圏域単位の在宅サービス

ガイドラインのモデル構築 

(iii) (i) (ii)を運用する保険者としての行政の権限や

体制のあり方 

 

図 1：柏市における居宅利用者と事業所の日常生活圏域毎の分布（左）及びその地図表示例（豊四季台）（右） 
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C09

雁木通りが積雪期の身体活動に与える影響 
 

小坂 理子，梅崎 昌裕，渡辺 知保 

東京大学大学院 医学系研究科 

連絡先: <satoco@humeco.m.u-tokyo.ac.jp> 

 

(1) 目的： 豪雪地帯である新潟県上越市には，積雪

期の歩行空間の確保を目的とした雁木通りと呼ば

れる歴史的景観が残っている．雁木とは道に面し

て深く作った庇をさし，隣り合う家屋の雁木が長く

連なることでアーケードのついた歩道のような構造

となったものが雁木通りである（図１）．歩きやすい

空間が確保されていることは，住民の身体活動を

促しているのではないかと考えられる．本研究の目

的は，雁木通りと住民の身体活動の関連を客観的

に測定し評価することである． 

(2) 方法： 新潟県上越市内において雁木のある地域

と雁木のない対照地域を選定し，40～70 歳代の男

女合計 55 名を対象として，積雪期（１月）と非積雪

期（６月）に調査を行った．具体的には，身体活動

強度を測定する加速度計と GPS ロガーを装着して

7 日間生活してもらいデータを収集した．これにより，

のべ681 人・日分のデータを得た．身体活動強度と

位置情報を結合したのち，雁木通りの分布や既存

の地図データを用いて身体活動が行われた場所

を屋内，屋外（雁木通り，他の道路，その他）に分

類して，場所，季節，地域ごとに身体活動強度を比

較した． 

 

 

(3) 結果：強度の高い身体活動に着目すると，その時

間は雁木のない地域では非積雪期のほうが長く，

一方雁木のある地域では積雪期の方が長い傾向

が見られた． 

また，場所別に身体活動強度を見ると（表 1），特

に雁木通りで季節間の差が大きい．雁木通りでは，

積雪期の方が，活動強度の高い身体活動の割合

が大きい傾向があった． 

(4) 意義： 雁木通りに関する研究は，主に建築史・建

築計画分野で主に行われてきた．本研究では，健

康科学の視点から雁木通りの機能を身体活動と関

連づけ，新たな評価を試みた．身体活動の不足は

心血管疾患や糖尿病などのリスクとなり，年間 320
万人の死が身体活動の不足に起因するとされる

（WHO, 2011）．身体活動の不足に対しては効果的

な対策が求められていると同時に，人びとの身体活

動やそれに影響する要因に関する実証的研究の重

要性が増している． 

 

 

 

 

 

 

 

  
（上）図１：上越市の雁木通り 

（右）図２：身体活動‐位置データのマッピング例

表１：活動の場所別にみた身体活動強度の分布（％）

非積雪期 積雪期

身体活動 全体 屋内 屋外 全体 屋内 屋外

強度 雁木通り他の道路 その他 雁木通り他の道路 その他

0 14.3 16.4 11.1 12.6 11.3 12.0 17.0 19.6 12.7 1.6 17.3 11.9

0.5 38.9 39.4 38.1 37.0 38.9 35.4 35.2 34.5 36.3 16.7 34.1 37.8

1～3 40.8 39.3 42.9 40.2 42.2 45.0 42.4 41.4 43.9 73.0 42.8 43.2

4～9 6.1 4.9 7.9 10.2 7.6 7.6 5.5 4.5 7.0 8.8 5.8 7.1
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C10

居住地域の特性と幼児の身体活動ならびに肥満との関連 
 

渡辺 悦子 1，李 廷秀 1，森 克美 1，片岡 裕介 1，川久保 清 2，浅見 泰司 3 
1 東京大学大学院 医学系研究科，2 共立女子大学 家政学部，3 東京大学 空間情報科学研究センター 

連絡先: <metsu-tky@umin.ac.jp> 

 

(1) 動機：幼児期の身体活動の多くは遊びという形で

行われている．この時期に遊びを中心とする身体

活動を十分行うことは心身の発育・発達，生涯にわ

たる健康習慣の基盤になるため重要である．しかし

遊び場の減少，外遊びからテレビ・ゲームへの遊

びの変化等，幼児の身体活動量はすでに減少し

ており，低い身体活動量は肥満割合を上昇させる

ことが指摘されている．一方，幼児の身体活動は居

住する地域環境の影響を受けうる．本研究では，

地域特性と幼児の身体活動および肥満との関連に

ついて検討した． 
(2) 方法：山形県 A 市内にある全保育施設（34 園）に

通園する 3～6 歳の幼児の親を対象とし自記式質

問紙調査を行った．幼児の身体活動は週 1 日あた

りの外遊び時間とテレビ視聴時間（平日・休日別に

1 日に外で遊ぶ平均的な時間とテレビ・ビデオ・ゲ

ーム等をみる（する）平均的な時間から算出），幼児

の肥満は身長と体重からは BMI（kg/m2）を算出し，

国際基準の性・年齢別カットオフ値（18 歳での BMI 
25 に相当）で判定した．居住地域はボロノイ図に従

った保育施設の通園圏とした．地域環境特性指標

として道路総延長（/km2），土地利用構成比（住宅

用地，農用地，森林等），都市公園数（/km2），6 歳

未満世帯員のいる一般世帯密度（/km2）等をそれ

ぞれ中央値で 2 区分した（図 1）． 
(3) 結果：幼児の外遊び時間は平均 1.7（SD 0.9）時間，

テレビ視聴時間は 2.1（1.1）時間であった．通園圏の

各指標の高低で地域特性を区分し比較した結果，

道路総延長距離が短い地域の幼児は長い地域の

幼児に比べ，外遊び時間は長かったもののテレビ

視聴時間がともに長く，肥満の割合が高かった．こ

の関連は住宅用地の構成比が低い地域と高い地域

でも同様であり，住宅用地の構成比が低い地域は

外遊び時間，テレビ視聴時間がともに長く，肥満割

合が高かった．農用地または森林の構成比が高い

地域の幼児は低い地域の幼児に比べ外遊び時間

は長く，テレビ視聴時間に違いはなかったが肥満割

合は高かった．その他の地域特性と幼児の身体活

動および肥満との関連はみられなかった．幼児の身

体活動ならびに肥満状況は地域特性により異なるこ

とが示され，居住地域環境の影響を受けていること

が示唆された．地域特性に応じた対策を検討する

ため，今後さらなる検討が必要である． 
(4) 使用したデータ： 

・ 「国土数値情報 都市公園データ」 
・ 「数値地図 25000(空間データ基盤)」 
・ 「国土数値情報 土地利用細分メッシュデータ」 
・ 「平成 17 年国勢調査（小地域集計）」 

(5) 謝辞：本研究は，科学研究費補助金基盤研究（A）

「居住地域環境が日常身体活動・行動に及ぼす影

響に関する調査研究」（研究代表者：李廷秀）の一

部として行った． 

道路総延長 

 

 

都市公園数 

 

 
図 1：通園圏の地域環境特性指標（上段は地域指標が高いこと, 下段は地域指標が低いことを示す） 
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居住地区環境特性と膝関節痛ならびに身体活動量との関連 
 

土屋瑠見子 1，李廷秀 1，片岡裕介 1，森克美 1，渡辺悦子 1，川久保清 2，浅見泰司 3 
1 東京大学医学系研究科公共健康医学専攻健康増進科学分野 

2 共立女子大学家政学部, 3 東京大学空間情報科学研究センター 
連絡先: <rumikot@m.u-tokyo.ac.jp> 

 

(1) 目的：定期的に身体活動を行うことは糖尿病，心血

管系疾患の予防など健康への効果が明らかになっ

ている．一方，世帯密度または道路の接続性等の

居住地区環境特性が身体活動に影響することが

報告されている．しかし有訴者率の上位を占める

膝関節痛の影響を考慮し，居住地区環境特性と身

体活動との関連を検討した研究は未だない． 
本研究は居住地区環境特性と膝関節痛ならび

に身体活動量との関係を明らかにすることを目的と

した． 
(2) 方法：山形県 A 市在住 20～80 歳の市民のうち，住

民基本台帳から性，年齢，小学校区による層化無

作為抽出した 7515 名を対象とし，2007 年 1 月に無

記名自記式質問紙調査を実施した．調査内容は

基本属性，膝関節痛による通院の有無，身体活動

時間，居住地区であった．身体活動推奨量は「週

23 エクササイズ（メッツ・時）の活発な身体活動の実

施（そのうち 4 エクササイズは運動）」とした．地区環

境特性の空間単位は小学校区とし，「世帯密度（世

帯数/地区面積 km2）」，「道路の接続性（交差点数/
地区面積 km2）」，「施設の多様性（6 種類の施設と

世帯数の割合）」を用いた（図 1）．居住地区環境特

性は中央値で二分し，性別，年齢を調整した上で，

居住地区環境特性（各指標単独または 3 指標すべ

て高い場合）と膝関節痛ならびに身体活動量との

関係をロジスティック回帰分析を用いて分析した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(3) 結果：調査票が回収できた 3903 名（回収率 51.9%）

のうち年齢，性別，通院中の疾患，身体活動時間が

無回答の者を除外して 50 歳以上の者に限定し，脳

血管障害・心疾患の者を除いた 1949 名（平均

63.2±8.6 歳）を分析対象とした．身体活動推奨量を

満たす者は 480 名（24.6％），満たさない者は 1469
名(75.4%)であった．居住地区環境特性のうち，世

帯密度の低い環境では膝関節痛の有無に関わら

ず身体活動量が少なく，道路の接続性と施設の多

様性では有意な関連は見られなかった．3 指標す

べてが低い環境では，すべてが高い環境に比べ

身体活動量が少なかった．一方道路の接続性が

低い環境または 3 指標すべてが低い環境では，膝

関節痛のある者が多かった．膝関節痛のある者に

限定してみると，有意な関連はなかったものの，検

討したすべての指標において，居住地区環境特性

が低い環境で身体活動量が少ない傾向があった． 
(4) 結論：道路の接続性の低い環境では膝関節痛の

者が多く，膝関節痛の影響を考慮しても世帯密度

の低い環境では身体活動量が少ないことが示され

た．歩道の整備状況等，他の居住地区環境特性も

含めた更なる検討が必要である. 
(5) 謝辞：本研究は，科学研究費補助金基盤研究（A）

「居住地域環境が日常身体活動・行動に及ぼす影

響に関する調査研究」（研究代表者：李廷秀）の一

部として行った． 

図 1： 地区環境指標 （上段は地区環境指標が高く，下段は低い状態を示す．） 

世帯密度 道路の接続性 施設の多様性 
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千葉県柏市における高齢者の居住満足度と定住意向の分析 

 
丸谷 和花 1，石川 徹 2，浅見 泰司 2 

1 東京大学大学院 工学系研究科，2 東京大学 空間情報科学研究センター 

連絡先: <maruya@ua.t.u-tokyo.ac.jp> 

 

(1) 動機： 高齢化が進む現在では，高齢者が住み慣

れた地域で暮らし続けられる社会を実現するた

めに，住環境の整備が重要性を増している．本

研究では，高齢者の居住満足度と定住意向を分

析することにより，高齢者が求めている住環境

の質を明らかにする． 

(2) 方法： 千葉県柏市の居住者を対象とした「居住実

態と都市内移動に関するアンケート調査」(2011 年

2 月実施)の結果を分析した．まず，表 1 の住環境

21 項目に対する満足度の回答から，居住満足度

を構成する要素を明らかにした．次に，共分散

構造分析により，居住満足度と定住意向の関係を

調べた．年齢階層別（40～44 歳，65～69 歳，70
～74 歳，75 歳以上）の分析と，高齢者の世帯構成

別（同居する子どもの有無）の分析を行った． 

(3) 結果： 居住満足度の因子分析により，「生活環境

における利便性（利便性 1）」「愛着」「自然環境

における利便性（利便性 2）」「家の良さ」「家の

新しさ」の潜在変数が抽出された（表 1）．ここ

で，利便性 1 は，必要に迫られて参加する「必

要行動」（Gehl, 2011）に近い利便性であるのに

対し，利便性 2 は,散歩など自らの希望による行

動（「任意（社会）行動」）も含む利便性である

と考えられる．また，第四因子までを図 1 のモ

デルに組み込み，共分散構造分析を行った結果

を表 2，表 3 に示した．年齢階層別の分析から，

全ての年齢階層で「愛着」が定住意向に最も影

響を与えること，高齢になるにつれて「家の良

さ」よりも「利便性」が重要になること，後期

高齢者の場合「自然環境における利便性」が，

「生活環境における利便性」よりも重要視され

ることの三点が明らかになった．さらに，世帯

構成別の分析では，子どもと同居していない高

齢者の場合「愛着」「自然環境における利便性」

「家の良さ」が，子どもと同居している高齢者

の場合「愛着」と「生活環境における利便性」

が，定住意向に影響を与えることがわかった． 

(4) 謝辞： 本研究は，科学技術戦略推進費「明るい低

炭素社会の実現に向けた都市変革プログラム」の

助成を受け，都市計画グループの研究の一部とし

て行われた． 

 

表 1: 居住満足度の因子分析結果 
質問項目 第1因子 第2因子 第3因子 第4因子 第5因子 共通性
１．家の広さ 0.03 -0.01 0.04 0 .44 0.20 0.32

２．治安がよい 0.05 0.01 0.17 0.14 0.00 0.32

３．よく知っている場所 0.12 0 .55 0.01 -0.02 0.08 0.40

４．家がバリアフリー 0.01 -0.01 0.02 0.02 0 .61 0.39

５．家の使い勝手が良
い

0.09 0.01 0.03 0 .38 0.29 0.26

６．家が新しい 0.03 -0.03 -0.06 0.02 0 .49 0.25

７．家族と同居している -0.04 0.09 0.19 0.16 0.24 0.13

８．家族が近くにいる

９．近所に知人・友人が
多い

0.09 0 .46 0.17 0.08 0.01 0.28

１０．歩いて生活しやす
い

0.65 0.10 0.16 0.11 -0.10 0.48

１１．自動車で生活しや
すい

0.16 0.17 0.18 0.09 0.00 0.12

１２．買い物に便利 0.56 0.11 0 .32 0.02 0.05 0.43

１３．医療施設に行きや
すい

0.53 0.10 0 .39 0.17 0.00 0.47

１４．勤務先に行きやす
い
１５．駅に近い 0.54 0.05 -0.02 -0.12 0.09 0.31

１６．バス停に近い 0.12 0.11 0 .47 0.10 0.03 0.26

１７．公園に近い 0.17 0.04 0 .60 -0.07 -0.01 0.42

１８．緑豊か 0.14 0.11 0 .33 0.14 -0.03 0.21

１９．家に愛着がある -0.02 0.25 0.14 0 .61 -0.08 0.46

２０．地域に愛着がある 0.08 0 .70 0.10 0.15 -0.06 0.53

２１．その他

因子寄与 1.43 1.17 1.13 0.87 0.83

寄与率(%) 7.93 6.49 6.26 4.85 4.61  
注）主因子法，バリマックス回転による． 

 

 
図 1： 居住満足度と定住意向の共分散構造分析 

 

表 2: 年齢階層別のパス係数（標準化係数） 

利1→定 n.s. 0.232 ** 0.263 *** n.s.

利2→定 n.s. n.s. n.s. 0.197 *

愛→定 0.494 *** 0.342 *** 0.452 *** 0.272 **

家→定 0.291 *** 0.249 ** n.s. n.s.

（省略）

40～44歳 65～69歳 70～74歳 75歳以上

 
χ2 = 446.32, p = 0.00, AGFI = 0.84 

 

表 3: 世帯構成別のパス係数（標準化係数） 
　　高齢者のみ 　　子どもと同居

利1→定 n.s. 0.256 ***

利2→定 0.242 ** n.s.

愛→定 0.23 ** 0.416 ***

家→定 0.265 ** n.s.

（省略）  
χ2 = 234.71, p = 0.00, AGFI = 0.87 

注）***は 1%，**は 5%，*は 10%水準で有意なことを示す． 
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位置情報を利用した子どもの安全情報共有システムに関する研究 
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連絡先: < kanoh@pbd.kj.yamagata-u.ac.jp>  Web: < http://pbdspace.kj.yamagata-u.ac.jp/> 

 

(1) 動機：近年スマートフォン等が広く利用されるように

なり， GPS や画像，動画，音声などの情報の送信

が容易になった．そして，ソーシャルメディアやブロ

グなどから子どもの個人情報を入手して，子どもの

連れ去りや猥褻などの事件が発生している．また，

子どもが一人で外出中に，急に体調を崩すこともあ

る．そこで，無線 LAN と携帯電話回線を利用した，

子どもの安全情報共有システムを開発した． 

(2) 意義とアプローチ：「偶発的に子どもが犯罪に巻

き込まれる」とよく言われるが，前兆を見落と

していただけの場合も多々考えられる．たとえ

ば，通学路にいじめっ子たちがたむろしていた

ため，迂回して一人で細い路地を通るときに犯

罪に巻き込まれてしまうケースも考えられる．

細い路地にいくら IC タグや監視カメラを設置

しても抜け道はいくらでもあり，際限がない．

GPS 情報とともに，心の動きを視覚化すること

によって危険を未然に防ぐシステム「Mind Map 
and Relief System」を考案した．  

(3) 特徴： 
本システムには以下の機能が備えられている。 

・アドホックネットワークによるいない子探し機能 
・アドホックネットワークによるグループ表示機能 
・リアルマップ：GPS による子どもの現在の居場所

確認機能 
・履歴マップ：GPS による子どもの行動履歴確認 

機能 

・マインドマップ：気持ち入力・閲覧機能 
・脈拍情報通知機能 
・移動速度表示機能 
・危険情報（音・映像・写真）通報機能 
・保護者・教員・子ども間による連絡機能 
・フェリカカードによるポイント通過情報の保護者

へのメール連絡機能 
・出席点呼機能 

 子どもの移動状況は，図 1 右に示すような

Map 上に表示され，位置情報を送信するときに，

そのときの気分のマーク「うれしい」「怒ってい

る」を選び，動画や写真や，音声，テキストメ

ッセージなどとともに，それらの情報が地図に

リンクされ，どこにいるときにどんな気分なの

か記録される．また，気持ちの履歴は，Mind Map 
上で-の気持ちを選んだボックスは左の方に表

示され，＋の気持ちは右の方に表示される． 
 この画面を親や教師が継続的に観察すること

によって，子どもがどこにいて，どんな状況な

のかリアルタイムで把握することが出来，不審

者対策だけにとどまらずいじめの早期発見にも

つながる． 
(4) 今後の展開：いじめの早期発見など，長期的継

続的な利用による効果の検証と分析を行うこと

が，今後の課題である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

                 図 1：位置情報を利用した子どもの Mind Map and Relief System 画面の様子 
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C14

マルチレベル分析を用いた犯罪抑止対策の効果検証 

 

島田貴仁 1，菊池城治 2，雨宮護 3，齊藤知範 1 
1 科学警察研究所犯罪予防研究室，2カリフォルニア州立大学フレスノ校 3 東京大学空間情報科学研究センター 

連絡先: <takajin@nrips.go.jp> 

 

(1) 動機： 近年，繁華街での街頭防犯カメラの設置や，

自治会単位での青色防犯パトロールの実施など，

空間的に限られた対象への犯罪抑止対策（場所に

基づく犯罪予防）が盛んになっている．これらの犯

罪抑止対策の効果についてのエビデンスを得るた

めには，対策実施地区（実験地区）と，対策を実施

しない地区（対照地区）とを選定し，各地区での設

置前後の指標の変化を比較する，といった実験的

手法が推奨されている．また，実験地区の周辺（緩

衝地区）で，犯罪が増加したか（空間転移），減少

したか（利益の拡散）の簡便な指標として，加重転

移指数（Weighted Displacement Quotient, WDQ）

が提案されている．ところが，これらの方法は，①地

区内での差異は扱えない，②時間的な変化も扱え

ない，③統計的な有意性検定は不可能，といった

問題がある． 

(2) アプローチ： マルチレベル分析は，学級―生徒，

地域―世帯，個人・場所―測定値などネスト（入れ

子）したデータを分析するための多変量解析手法

である．マルチレベル分析は，学級の雰囲気が個

人の学業成績に及ぼす影響や，地域特性が世帯

の侵入犯罪被害に及ぼす影響といった横断的な

分析だけではなく，個人の成績の変化や，地区ご

との犯罪発生件数の変化など，縦断的な分析も可

能である．本発表では，縦断的分析としてのマルチ

レベル分析を，犯罪抑止対策の効果測定に用いる

ことを提案する． 

(3) 方法：街頭防犯カメラ約 50 台が設置された繁華街

を分析対象とした．82 町丁目×24 か月（延べ 1968
時点）の犯罪認知件数の変化をモデリングした．測

定時点（レベル 1）の説明変数として，当該月の日

数，長期トレンド，季節性，設置効果，リバウンド効

果を投入した．町丁目（レベル 2）の説明変数として，

当該地区での街頭防犯カメラの密度，設置地区へ

の近接性を投入した． 

(4) 結果：各罪種を通じて，カメラ密度が高い地区ほど

設置直後の減少幅は大きかった．また，緩衝地区で

は，街頭防犯カメラ設置地区からの距離が近いほど，

空間転移/利益の拡散の程度が大きかった．また，

街頭防犯カメラが車両関連犯罪にもたらす利益の

拡散効果は，設置後 12 か月を通して永続的に続い

ていた． 

(5) 意義： 

・ 街頭防犯カメラ設置場所や，パトロールでの見回

り先といった個別の場所ごとに，犯罪や秩序違反

行為の変化をモデリングできるため，対策実施場

所の選定に役立てることができる． 

・ 対策直後の増減と，効果の持続性を分けて検出

可能なため，犯罪抑止対策の長期的な評価や，

再実施の時期を見極めることができる． 

・ 対策実施地区からの距離や，線路や高速道路な

ど潜在的犯罪者の認知地図上の空間要素に着

目することで，空間転移を防止し，利益の拡散を

増進することができる． 

 

 
図１．分析対象地区．赤は防犯カメラが設置された実験地区（色

の濃さは設置密度），緑・青は犯罪の空間転移や利益の拡散が予想

される緩衝地区（色の濃さは設置地区からの距離），グレーは防犯

カメラが未設置の対照地区を示す． 

 
図２．マルチレベル分析による犯罪情勢

の変化のモデリング．設置直後の増減と，

その後のリバウンド効果を同時に検討でき

ることがメリットである． 
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C15

テロリズムに対する脆弱性の空間分析 ― 東京都都心を事例として 

Spatial Analysis of Terrorism Vulnerability: A Case Study of Tokyo, Japan 
 

Konstantin GREGER 
筑波大学 生命環境科学研究科 空間情報科学分野 

連絡先: <greger@geoenv.tsukuba.ac.jp>  Web: <http://www.konstantingreger.net/> 

 
(1) Motivation: A lot of research has been performed 

on the topic of terrorism risk assessment from fi-
nancial, sociological, and also spatial perspectives. 
Yet, risk-based terrorism analysis revealed several 
shortcomings, such as a lack of spatially explicit 
data of past events. Also, risk-based analysis can 
only elaborate reactively on events that have either 
occurred in the real world in the past, or are the 
outcome of simulated models. 

(2) Originality: This fact can be ameliorated by em-
ploying a proactive bottom-up approach based on 
vulnerability instead of risk. While the latter is the 
active aspect of any threat, the former can be per-
ceived as a passive attribute of the objects or people 
at risk. Hence vulnerability analysis focuses on the 
geography instead of the event. Thereby spatial ter-
rorism vulnerability analysis can be understood as a 
methodology to evaluate possible targets on a micro 
scale, in the case of this research on building level 
within a study area in the Tokyo metropolitan area. 
We postulate that vulnerability is not distributed 
equally in space and attributes of objects can be 
identified that affect their vulnerability, both posi-
tively and negatively. 

(3) Approach: In our research framework vulnerability 
is based on two components: susceptibility, i.e. fac-
tors and attributes that make an asset more or less 
susceptible to become the target of a terrorist attack, 
and disutility, which describes the value (worth) of 
the consequences a successful attack has to the 
stakeholders. This paper focuses exclusively on the 
susceptibility component. 
As a first step, factors were identified that contribute 
to the susceptibility of buildings to terrorist attacks. 
The number of people in a building, its usage, the 

volume of public traffic both inside and outside, the 
existence of (public) underground parking garages, 
as well as the percentage of window area, and the 
symbolic value can make one building more attrac-
tive to an attack than others. Therefore, as a next 
step, these factors were operationalized and trans-
formed to normalized nominal scales to be used in a 
numeric analysis framework. 
Our analysis focuses on the effect that the suscepti-
bility factors have on the object's surroundings, i.e. 
their spatial influence (SI). Generally we were using 
two types of operationalization for this spatial in-
fluence, one being spatial proximity to account for 
the fact that each object affects the space surround-
ing itself by its attributes, the other one being spa-
tial concentration (Fig. 1) to identify hotspots, i.e. 
spatial agglomerations of similar attributes. 

(4) Results: For each of those susceptibility factors, 
factor maps were generated, which were then com-
bined into an overall susceptibility map (Fig. 2) us-
ing map algebra (i.e. raster combinations). In this 
process it is also possible to assign different 
weights to the single factor maps to raise or lower 
the importance of the corresponding factor. Once 
this is done, vulnerability maps for all attack sce-
narios of interest can be calculated and, together 
with a terrorism disutility map, combined into one 
micro-scale multi-threat terrorism vulnerability map. 
This map can be useful both to raise awareness for 
and easily communicate the concept of terrorism 
vulnerability to the public, and to assist stake-
holders (e.g. police, government, city planners, 
building owners) in identifying areas that are in 
need of action towards mitigation against becoming 
target of a terrorist attack. 
 

 
Fig. 1 - Susceptibility factor maps for "building popula-
tion" (BP; left) and "parking garage" (PG; right). The 
kernel density distribution has a bandwidth of 150m (BP) 
and 250m (PG). The output raster cell size is 1m. 

 
Fig. 2 - Combined unweighted susceptibility map of the 
two susceptibility factors shown in Fig. 1 (BP + PG) 
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C16

小地域データに基づく人口動態の推計：大規模住宅団地をめぐって 

 

安藤 朝夫 1，宅間 文夫 2 
1 東北大学大学院 情報科学研究科，2 明海大学 不動産学部 

連絡先: <ando@mb.is.tohoku.ac.jp> 
 
(1) 動機：少子高齢化は多くの先進国に共通の課題

であるが，とりわけ日本におけるそれは，その進行

速度において歴史上類を見ないとされる．しかし大

縮尺で見ると，高齢化の程度の空間的なばらつき

は無視できない．中山間地等における過疎化の進

行は自明であるが，大都市圏でも高度成長期に開

発された大規模住宅団地(いわゆる「ニュータウン」)
のゴーストタウン化が懸念されていて，国土交通省

も 3 大都市圏のニュータウンの実態調査を始めるこ

とが報じられている．一般に，高度成長期に建設さ

れた大規模ニュータウンについては，周囲の自然

に形成された地区より高齢化が進んでいるという認

識がある．これは入居時の年齢階層が揃っていて，

その後の社会移動が少ないことを意味するが，その

ことをデータに基づいて包括的に検証した研究は

少ない．本研究は，5 歳階級に基づく小地域ベース

の多地域コホート分析を行い，年齢階層別人口構

成の変化と転出入行動を，国勢調査の小地域ベー

スで把握し，ニュータウン地区の特殊性について検

証しようとするものである． 
(2) アプローチ：東京都(島嶼部を除く)を対象に，

1995 年から 2010 年までの 4 次の国勢調査に共通

して用い得る，5088 の基本ゾーンを確定し，性・年

齢階級別人口データを作成する．基本ゾーンのサ

イズを例示するため，図-1 には文京区の分割(68 ゾ

ーン)を示している．次に市区町村ごとに，子の性・

母の年齢階級別出生率，性・年齢階級別死亡率を

推計し，これを市区町村内の基本ゾーンに一律に

適用することで，基本ゾーン単位の純転入人口を

推計し，これを用いてニュータウン（1000 戸以上の

UR 賃貸住宅 29 団地，都営住宅 31 団地が対象）

が所在するゾーンの人口特性を，統計的に検証し

た．さらに市区町村間の人口移動データと基本ゾ

ーン単位の純転入データから，基本ゾーン間の人

口移動データを推計する方法を提案した． 
(3) 意義：本研究は，基本ゾーン単位での性・年齢階

級別人口と市区町村間の人口移動データを組み

合わせて，人口遷移行列を完成する方法を提案す

ると共に，得られたデータを用いて，大規模住宅団

地の社会移動特性について検討する．基本ゾーン

における年齢階層別の人口変化を都市施設の時

間的変化と関連付けて，住民年齢の多様性の果た

す役割を明らかにすることは，都市計画学的視点

からも重要と考えられる．ヘドニックモデルのように，

対象地点における公共施設の利便性から，横断面

の地価を説明しようとする研究は多く存在するが，

居住者側の属性を住宅価格に反映される分析は少

ない．本研究で整備するデータは，地価の時空間

的変動を人口動態と関連付ける上でも有用であると

考えられる． 
(4) 結果：図-1 には，本研究で抽出した 60 箇所の大

規模住宅団地の位置も示される．住宅団地の規模

の差を捨象して純転入率で比較すると，男性（女

性）の平均値は，10-14, 15-19, 20-24, 25-29, 40-44
（15-19, 20-24）歳の各年齢階級において，大規模

住宅団地が無い地区が立地地区を上回っており，

70-74（70-74）歳階級においては，大規模住宅団地

が無い地区が立地地区を下回ることが確認された．

これは対象とした大規模住宅団地に，比較的建築

年の古いものが多いため，住戸が画一化されてお

り，結果的に似通った年齢(家族)構成の世帯が，供

用開始という同一のタイミングで入居したことに起因

するものと推察される．また住戸タイプが今日的に

は低水準と見なされるにも拘らず変更困難であり，

従って適切なフィルタリングが生じにくい性質を持

つのに対し，大規模住宅団地の無い地区では，住

戸タイプや建築年のばらつきが大きく，そこに居住

する世帯の年齢構成も多様性を持つ．同質でない

年齢構成の世帯が居住した地区では，家族のライ

フコースと共に生じる社会移動のタイミングがずれ

ること，多様な住戸が供給されることにより，大規模

住宅団地の立地地区に比べて，世代間のフィルタ

リングが生じ易いものと考えられる． 
 
 
 

 
 

                        図-１：大規模住宅団地の立地 

                          と基本ゾーンの例(文京区) 
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D01

イリオモテヤマネコおびきよせ＆タッチアンドゴー機構 
-野生動物装着型センサの空間情報回収方法の研究- 

小林博樹 1，松島潤 2 
1 東京大学空間情報科学研究センター，2 東京大学大学院工学系研究科エネルギー・資源フロンティアセンター 

連絡先: < kobayashi@csis.u-tokyo.ac.jp >  Web: < http://www.csis.u-tokyo.ac.jp/~kobayashi/> 
 
(1) 動機：近年，コンピューターの小型・軽量化によっ

て，人間社会による環境負荷の調査や希少種生物

の生態を解明する“Bio-Logging Science”が急速に

展開されている．この研究領域では，ウェアラブル

やユビキタス技術によって観測個体の生態情報

（位置情報, 餌動物情報，気象情報）などが収集さ

れる．たとえば，絶滅危惧種の位置や餌動物を長

期的に観察することで，その生態範囲を解明する．

こうした結果からその個体数推定や，道路開発・都

市計画の見直しなどが実施される．このようなアプリ

ケーションには，観測対象個体の生息環境・身体

状況に合わせて適切なシステムを設計する必要が

ある． 
(2) アプローチ：都市部に近い環境（人間社会に近い

環境）での調査においては，人工衛星や航空機な

どの光学的なセンシングシステムがある．また，携

帯電話等の情報システムの利用によるユビキタス

センサ群により効率よい観察が実現できると考えら

れる．しかしながら，野生動物の生息環境では，極

めて限られた電源・情報インフラ網しか利用できな

い．そこで本研究は野生動物の行動習性（餌探行

動）に着目した．こうした知見と装着型センサノード

を組み合わせたネコジャラシ指向なインタラクティ

ブ刺激提示の回収方法により問題の解決ができる

と考えた． 
(3) 意義：単なるセンサの小型化や高度化ではなく，野

生動物の本来を生態をも利用し，生態系と情報空

間と分かちがたく一体化することで，全体として高度

なセンシング機構の実現することに意義がある． 
(4) 特徴： 

・ 電源・情報インフラが存在しない“僻地環境”の空

間情報を記録するための，実際に生息する野生

動物を用いた空間情報センシングデバイスの回

収機構 
・ ネコジャラシ指向な仮想餌動物のインタラクティブ

情報刺激を用いた野生動物のおびきよせ理論 
・ 組み込みシステムを用いた，野生動物の位置情

報にあわせたインタラクティブ刺激の提示 
・ 絶滅危惧種イリオモテヤマネコを用いた，実生息

地フィールドでの有効性実証 
(5) 今後の展開：有害獣（アライグマ等）の行動習性を

利用したセンシング範囲の拡大と高線量被曝地帯

での活用を計画している．具体的には，“野生動物

自身がセンサノードを持ち歩き，単独行動時にセン

シングして，集団行動時に情報共有する方法”や

“ねぐらで記録情報のアップロード&ワイヤレス給電

サービスする方法”等である．これにより，調査時の

安全性向上に貢献できる．

 

図 1： ネコ（左：飼いネコ、右：イリオモテヤマネコ）への刺激提示によるおびきよせ成功時の表情と、刺激

に対する表情の変化の図（中）  
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D02

ソーシャルメディアに対するジオタギングを利用した降水状況の解析 
 

北本 朝展 
国立情報学研究所 コンテンツ科学研究系 

連絡先: <kitamoto@nii.ac.jp> 
 
(1) 動機： 天気に関する話題は日常会話において普

遍的な話題であり，ソーシャルメディア上にも日々

大量の情報が流れている．そこでその流れを分析

し，天気に関する話題を抽出するという試みも以前

から存在する．しかしソーシャルメディアから抽出し

た情報が科学的な観測データの劣化バージョンに

過ぎなければ，こうした試みの実用的価値は低いと

言わざるを得ない．果たしてソーシャルメディアから，

科学的な観測データでは抽出できない状況やイベ

ントを抽出することは可能か．この疑問に対して，

主に降水状況を対象とした分析を通して，ソーシャ

ルなセンサの価値を示すことを試みる． 
(2) 方法： 対象とするソーシャルメディアはツイッター

（Twitter）である．まずツイッターが提供する検索

API に対して，降水状況に関する単語（「雨」「雪」

「雷」等）をクエリーに設定することで，それらを含む

ツイートを収集する．次にツイートに含まれる地名

を，現在開発中の GeoNLP（2011 年度の CSIS 
DAYS で発表済）ソフトウェアによって抽出し，（時

間，位置，現象，ツイート内容）の 4 つ組をデータベ

ースに蓄積する．一方，科学的観測データとしては，

気象庁の全国合成レーダーGPV を用いる．このデ

ータを使うと全国の降水状況がほぼ 1km メッシュ単

位で得られる．レーダーデータは降水状況を大ま

かに捉えるには利用価値の高いデータだが，降水

量の値が大きな誤差を示し，弱い降水を検出しづ

らいなどの問題がある．そこで本研究は，ツイッタ

ーデータとレーダーデータを比較することで，ソー

シャルセンサーと科学センサの利点を融合させた

情報を生成したいと考えている．ここで問題となる

のがツイートの位置情報である．多くの研究ではツ

イートに付与されたジオタグ情報（携帯端末の GPS

計測によるもの）を利用するが，本研究ではこの情

報は利用しない．なぜなら，1)ジオタグを付与する

ユーザが少ない，2)現在地について語っていると

は限らない，という 2 つの問題があるからである．

GeoNLP によるツイートからの地名抽出では，GPS
情報の場合よりも多数のツイートをマッピングでき，

GeoNLP アプローチの有効性を示すことができた． 
(3) 結果： 実験の結果として，ここでは以下の 3 点を強

調しておきたい．第一に，ツイート数と降水量の時

間的な関係について，単なるツイート数を見ると降

水の前にピークとなる場合があるが，リツイートを除

くと降水時またはその後にピークが来る（図 1）．ここ

で降水前のツイート数増加は，主に警報等の気象

情報の拡散によるものである．第二に，雨雪判別の

問題では，「雨」ツイートと「雪」ツイートの数の比較

が，その地の気象状況を示唆することを確認した

（図 2）．雨と雪の判別はレーダーだけでは困難であ

ることから，人間が目で見るソーシャルなセンサから，

科学的な観測データとは異なる情報が得られる可

能性がある．第三に地域的な偏りとして，雨・雪とも，

関東や関西などの大都市圏においてツイート数が

多かった．となると，大都市圏以外の地域で情報を

抽出するには，より精度の高い自然言語処理が必

要になると考えられる．なお本発表の成果は，10 分

おきにリアルタイム更新するウェブサイト「ふってきっ

たー」http://agora.ex.nii.ac.jp/futtekitter/にて公開中

である． 
(4) 使用したデータ： 

・ 「ツイッター検索 API」ツイッター社 
・ 「全国合成レーダーGPV」気象庁 

(5) 謝辞： 本研究は，科学技術振興機構（JST）さきが

け「知の創生と情報社会」の助成を受けた． 
 

図 1： ツイート数と降水量の比較．左はリツイート除

去前，右はリツイート除去後．赤色の縦棒がレーダー

降水量，青線がツイート数を示す．場所は東京． 
 
 
 

図 2： 雨ツイートと雪ツイートの比較．

赤線が「雪」，青線が「雨」．左から東京，

横浜，八王子のツイート数を示す． 
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D03

都市のメタファーを用いたサイバー空間におけるユーザ交友関係の構造化 
 

奥野 淳也 1，岩井 将行 2，瀬崎 薫 3 
1 東京大学大学院 新領域創成科学研究科，2 東京大学 生産技術研究所, 3 東京大学 空間情報科学研究センター 

連絡先: <okuno@csis.u-tokyo.ac.jp> 

 

(1) 動機：近年 SNS の普及により，サイバー空間にお

けるユーザ間の交流が活発となっている．それに

伴い，サイバー空間における交友関係の分析・構

造化についての研究も行われており，実世界とサ

イバー空間における人間の行動が互いに及ぼす

影響を探ることが重要となってきている．しかし，サ

イバー空間の交友関係の分析・構造化において用

いられる手法の多くがノードとエッジを用いた，SNS
の普及以前から見られるものである．この手法は，

各ノードのつながりを表現するには適しているが，

そのつながりを形成させる要因，つながりの強さを

表現するには不十分な点がある．そこで，実世界

における都市の構造にならい，サイバー空間にお

けるユーザの交友関係を構造化することで従来の

手法では表現できなかった要因を明らかにすること

を目的とした．  
(2) アプローチ：本稿では，SNS の中でも最も多くのユ

ーザ数を持つ facebook における交友関係を扱う．

特 定 の ユ ー ザ の 交 友 関 係 に 関 わ る デ ー タ を

facebook API を用いて取得し，実世界における都

市の構成要素と SNS 特有のコンテクストの関連[図
１右下]に着目しながら構造化を行う．この手法を用

いた結果を示し，従来の手法との比較を行う． 
 

(3) 意義：従来の手法では表現できなかったユーザ間

のつながりの強弱，交流頻度を表現することで，サ

イバー空間におけるユーザの行動と実世界との関

係性を分析でき、同時に SNS 特有の構成要素を

見つけ出すことができる可能性もある．また各ユー

ザの環境に適した行動支援や，実世界へのフィー

ドバックを得ることで新たなサービスを展開できる可

能性がある.  
(4) 特徴： 

・ 実世界の都市の構成要素をもとにした構造化． 
・ 従来の手法に比べ、情報量が多くなっても視認

性を維持することができる．  
・ 現時点におけるユーザの交友関係だけでなく，

過去も含めた時系列アニメーションを生成する

ことで，ユーザの交友関係の変遷を見てとること

が可能である． 
(5) 今後の展開：より精度の高い交友関係の構造化を

行うためには，多くののユーザに対する構造化の

結果を得ることが重要となるため，アプリケーション

の開発を中心に機能の拡充を図る予定である.  
(6) 参考文献： 

ケ ヴ ィ ン ・ リ ン チ （ 丹 下 健 三 ， 富 田 玲 子 訳 ） ，

1968=2007，   『都市のイメージ』，岩波書店

 

          
         図 1： a 構造化の例，b ユーザ間の交流を示すアニメーションの例， 
             c ユーザの友達の分布の例．これによりユーザの所属等が容易に識別できる． 



Research Abstracts on Spatial Information Science 
CSIS DAYS 2012 
 

- 56 - 

D04

位置情報アプリケーションより発信されたユーザ行動ログデータの収集 

 
石川 豊，小菅 恵雄，高口 大樹 

株式会社ナイトレイ 

連絡先: <ishikawa@nightley.jp> 

 

(1) 動機： 近年，GPS 機能のついたスマートフォンが

広く普及し，それに伴い位置情報を利用したアプリ

ケーションが増えてきている．これらのアプリケーシ

ョンを使用したユーザから発信された位置情報付き

の行動ログデータがウェブ上に大量に出回ってい

るが，アプリケーションごとにデータに違いがあり，

整理がなされていないのが現状である．われわれ

は，この大規模なデータを整理，解析することによ

り，マーケティング用の統計データとして活用する

枠組みを研究してきた． 

 

(2) アプローチ： Twitter 上に公開されている位置情報

付きの行動ログデータを収集する「T-Rexa エンジ

ン」を作成した．このエンジンは，合計 19 の位置情

報アプリケーションに対応しており，tweet 情報とし

て公開されているデータから，住所情報，プレイス

名，プレイス属性等を独自のアルゴリズムにより非

常に高精度で同定することを可能にした． 

(3) 意義： われわれのエンジンにより，多様かつ大量の

行動ログデータを収集でき，従来の少数のパネルを

使用した分析では難しかった，時間やユーザの属

性の違いによる消費行動や流動性の違いを把握で

きる枠組みを実現した．具体的な応用としては，地

方自治体による地域活性化や大規模店舗の売上

向上，また交通混雑予測を想定している． 

 

(4) 結果： 2011 年 6 月〜2012 年 9 月までで，約 2,000
万件，ユニークユーザ数 33 万人，コメント数 1,000
万件，ユニークプレイス数 133 万件，画像数 250 万

件の行動ログデータの収集に成功した．図１に，一

例として，あるユーザの行動ログデータの解析結果

を示す．ここでは，データベースから箱根湯本駅を

通ったユーザを一人選択し，そのユーザが箱根湯

本駅を通った前後の行動を可視化したものである．

これを見ると，ユーザは横浜駅周辺に住み，一泊

二日で箱根に旅行をしていたことが推測される．

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1： 箱根湯本駅を通ったひとりのユーザの行動ログ 
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D05

クラウド型空間情報プラットフォームが提供する機能の学術研究場面における有用性 
 

鈴木 茂雄 1，名和 裕司 1，町田 由美 1，雨宮 護 2 
1 ESRI ジャパン株式会社，2 東京大学空間情報科学研究センター 

連絡先: <shigeo_suzuki@esrij.com >  Web: < http://www.esrij.com/> 

 

(1) 動機：GIS の普及に伴い，異なる研究機関や大

学が，空間データを共有したり，共同で編集した

りする機会が増えてきた．今日のクラウド型空間

情報プラットフォームは，こうした空間データを共

有した研究場面を支援できる様々な機能を有し

ている．そこで本研究は，現在公開されている最

新のクラウド型空間情報プラットフォームが提供

する機能を調査し，その研究場面における有用

性について考察する． 

(2) 方法： 2011 年に刷新された米国連邦政府の

Geospatial Platform サイトと同サイトの機能を提

供している米国 Esri 社の ArcGIS Online につい

て，両サイトのサービス内容，ユーザ，機能，コン

テンツ，リソース センターを調査し，研究場面に

おける活用方法について考察を加えた． 

(3) 結果： 調査の結果，以下の機能が両サイト共通

の特長として把握された．①対話的に複数コンテ

ンツを視覚化して統合 Web マップとして登録, ②
ローカル資源をサービスあるいはコンテンツとして

登録, ③パブリック型とプライベート型の 2 グルー

プでアクセス管理，④シングル サイン オンでユ

ーザの ID とセッションを管理する機能． 

空間データの共有は空間的知識共有とコラボ

レーションの過程である．調査の結果は，今日の

クラウド型空間情報プラットフォームは，こうした共

有における側面を反映し，研究者が空間データ，

情報の利用者の立場として，カタログ，検索，ダウ

ンロード等のサービスの提供を一方的に受ける場

に留まらないことを示唆している．すなわち，今日

のクラウド型空間情報プラットフォームは，研究者

が新しい空間情報，あるいは空間的知識を生み

出す際に，オープンに，あるいは特定のグループ

とクローズな環境でコラボレートし，コミュニティー

を醸成するための仕組みが提供されていた．さら

に，こうした作業の結果生まれた新しい情報，モ

デル，ツールは，空間的知識としてコミュニティー

と様々な手段で共有できる機能も組み込まれてい

る．すなわち，研究者が空間的知識のプロシュー

マ（生産者であると同時に消費者）として活動する

ための知的空間を提供する場が，最近のクラウド

型空間情報プラットフォームだといえる．また，開

発者向けの Web API を公開することで，Gov 2.0 

や Web 2.0 に代表されるマッシュアップ技術を使

った Web アプリケーション プログラムでその研究

成果を広く社会的に利用することも可能である．  

(4) 使用したデータ： 

・ 米国連邦政府の Geospatial Platform サービス

（2012 年 8 月実施） 

Web: <http://www.geoplatform.gov/home/ > 

・ 米国 Esri 社の ArcGIS Online サービス 

（2012 年 8 月実施） 

Web: <http://www.arcgis.com/home > 
(5) 謝辞： 本研究は，独立行政法人科学技術振興

機構・社会技術研究開発センター(JST RISTEX)
による「子どもの被害の測定と防犯活動の実証的

基盤の確立」（研究代表者：原田豊（科学警察研

究所），平成 20～23 年度）を契機に行われた．同

プロジェクトの研究実施機関と研究者の方々に，

ここに感謝の意を表する． 

図 2： 商用空間情報プラットフォーム ArcGIS Online 図 1： 米国連邦政府の Geospatial Platform 
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D06

モバイル端末とクラウドコンピューティングによるセンサ情報蓄積システムに関する研究 
 

丹羽 絢也 1，岡田 和也 1，奥田 剛 1，山口 英 1 
1 奈良先端科学技術大学院大学 情報科学研究科 

連絡先: <junya-n@is.naist.jp> 

 

(1) 動機：多彩なセンサを備えたスマートフォンの普及

により，低コストにセンサ情報を収集する事が出来

る様になってきた．これらモバイル端末が収集する

センサ情報を利用する事で，世界中のセンサ情報

を誰でも利用し活用出来る社会を実現出来る．ま

た，収集されるセンサ情報を長期間に渡って蓄積

する事が出来れば，過去のセンサ情報を用いて未

来の予測に活用するサービスを実現可能である．

この様なサービスを実現するためには，世界中の

人々が持つモバイル端末が日常的に収集している

センサ情報を継続的に蓄積する必要がある．しか

しながら，そのためには膨大なストレージ容量が必

要となる．本研究では，モバイル端末内にセンサ情

報を保持させたまま，目的とする地理的範囲に関

連付けられたセンサ情報を取得可能なセンサ情報

蓄積手法を提案する．提案手法の特徴は，クラウド

コンピューティングを用いて，管理する情報の偏り

に応じた動的なネットワークを構築し，偏りに起因

する負荷の集中を平滑化させる事が可能である点

である．  

 

(2) アプローチ：モバイル端末は1 分毎にセンサ情報を

取得し，位置情報と紐付けて端末内に保存するも

のとする．この時，全ての端末が集めたセンサ情報

取得位置をシステムが収集する場合，1 分毎に全

ユーザからの取得位置通知が送信されるため，シ

ステムの負荷が高くなるという問題がある．そこで，

提案手法ではある一定の大きさ（例：１ｋｍ×１ｋｍ）

に地球平面を分割し，その領域内で初めてセンサ

情報を収集した場合にのみ端末が取得位置通知

を行う事とした．この事で，1 分毎に送られる通知の

量を減らすだけでなく，システムが管理する必要の

ある情報を削減出来る．また，取得位置通知を管

理するために，クラウドコンピューティングを活用し

たオーバレイネットワークを構成する．オーバレイネ

ットワークを動的に構成する事で，取得位置通知の

偏りを平滑化する事が出来る．この事により，クラウ

ド内の仮想計算機間での負荷の集中を緩和してい

る．  

 

(3) 結果：提案手法が負荷を分散出来る事を，実際の

人の移動軌跡データを用いてシミュレーション実験

を行なう事で示す．シミュレーションには，東京大学

空間情報科学研究センターの提供する平成 20 年

度の東京都市圏における人の流れデータのうち，1
万人分のデータを用いた．ユーザ端末は 0 時から

23 時 59 分まで，1 分毎にセンサ情報を移動しなが

ら取得する．取得位置通知の量を領域毎に表した

ものを図 1 に示す．最も多い領域では，約 9，000 端

末が取得位置通知を行っていた．図2には，提案手

法を適用した際に，各領域を管理する仮想計算機

が保持する取得位置通知の量を示した．取得位置

通知の量が多くなっている領域を複数の計算機が

管理する事で，負荷の集中を緩和出来ている事が

わかる． 

 

  
図 1：取得位置通知の分布                 図 2：計算機が管理する通知の分布 
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D07

GALMA : 位置依存マルチキャストアドレスの設計 

 
岡田和也，奥田剛，山口英 

奈良先端科学技術大学院大学 情報科学研究科 

連絡先: {kazuya-o, okuda, suguru}@is.naist.jp 
 

(1) 目的：スマートフォンの普及にともない位置情報

サービス(LBS)が普及している．LBS は，端末の

位置に応じた情報配信を実現する．しかし，既存

の配信構造は，端末から位置情報をサーバに通

知しなければならない．そこで，本研究では，IP
層で位置に応じた情報配信を目指し，位置依存

マルチキャスト(Location Based Multicast)を提案

する．本発表では，LBM のために設計した新た

な識別子 GALMA の仕組みとその効果について

説明する． 

 

(2) 方法：LBM には，IP 層で位置に依存した通信を

実現するために新たな仕組が必要となる．位置

の識別子，端末管理，経路制御，プライバシ保護

を考案する必要がある．本研究では，新たな識別

子として GALMA(Geographically Aggregatable 
Location based Multicast Address)を提案する．

GALMA は，IPv6 アドレスに位置情報を反映して

いる．LBM では，GALMA を宛先としてメッセー

ジを送信することで，端末の位置を知ることなしに

位置に応じた配信を実現する．GALMA は，アド

レス構造に物理的な範囲を集約する仕組みを持

つ．これは，IP ネットワーク上での経路削減と範

囲を指定した情報配信を容易にするためである．

本発表では，このアドレス集約の効果を首都圏の

PT データを用いて検証した結果を報告する．検

証では，PT データから 12:00 時点の各被験者の

位置を抽出し，それぞれの位置を GALMA に変

換する．変換は，GALMA で定義した 1-22 階層

でそれぞれ実施する． 

(3) 結果：PT データを GALMA に変換した結果を示

す．図 1 は，各階層でのアドレス総数である．階

層が上位に行くごとにアドレスが集約されている

ことがわかる．図2は，各階層のそれぞれのアドレ

スに対応付けられた被験者数の分布である．低

階層にもかかわらず複数の被験者が１つのアドレ

スに変換されている．これは，PT データの位置の

粒度に起因する．図 3 は，実際に生成されたアド

レスを地図上に可視化したものである． 

 

 

(4) 意義：既存の位置情報サービスは，端末から通

知される位置情報（緯度，経度）を元にしている．

従って，端末から位置情報を通知されなければ

端末の位置を把握できない．GALMA は，端末

で生成されることを前提としている．そのため，端

末側から通知することなしにその場所に応じた情

報を迅速に配信できる．この特徴は，災害や輸送

障害といった障害情報配信，特定の位置にいる

端末の探索に応用できる．端末の位置に応じた

情報配信については，既に Overlay Network を

利用した研究がある．しかし，Overlay Network で

は，端末の物理的な位置と論理的な位置が一致

しないため，情報配信時に遅延が発生する．本

研究の LBM では，IP ネットワーク上で情報配信

を実現する．そのため，配信遅延は，ネットワーク

上における遅延とほぼ等しくなる．IP ネットワーク

で実現することで，規模拡張性のある LBM を実

現できると考える． 
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図 1: 各階層における 

   総アドレス数 

 

 

 

図 2: 各グリッドにおける 

アドレス数分布 

 

 

 

図 3: アドレス集約の様子 
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図１： 匿名化前のデータに対して頻出訪問 

地点集合を抽出した結果 

図 2: 2-匿名性を満足するよう曖昧化したデータに

対して頻出訪問地点集合を抽出した結果 

図 3: 提案手法を用いて匿名化したデータに

対して頻出訪問地点集合を抽出した結果

位置情報解析のためのプライバシ保護手法 
 

川本 淳平 1，佐久間 淳 12 
1 筑波大学大学院システム情報工学研究科，2 科学技術振興機構さきがけ 

連絡先: <junpei@mdl.cs.tsukuba.ac.jp> 
 
(1) 動機： モバイル通信事業者やカーナビ事業者が

収集する位置情報データを自治体や民間組織に

公開し，主導線の発見や渋滞・事故発生地点の発

見といった解析を行うことを考える．そうして得られ

た解析結果をインフラ整備に利用することがいわゆ

るビッグデータの利用法の一つとして期待されてい

る．一方で，解析対象の位置情報データは，悪用

することで個人の行動記録などを取得可能であり，

取り扱いに注意を要する．我々は，公開された位

置情報データから個人を特定することが困難となる

ようにデータを書き換えるプライバシ保護手法につ

いての研究を行っている．本発表では，人々が訪

問した緯度・経度情報を集めたデータベースを公

開し，頻出訪問地点集合を発見する場合における

プライバシ保護手法について述べる． 
(2) 方法： 購買履歴などのトランザクションデータベー

スを公開する場合に個人が特定されることを防ぐプ

ライバシ保護処理として[1]や[2]が提案されている．

これらでは，各購入商品集合が k-匿名性を満足す

る，すなわちどの購入商品集合もそれらを購入した

人が少なくとも k 人存在するように商品名をカテゴ

リ名に書き換えるなど曖昧化する．我々の提案手

法では，これらの既存手法を応用し，緯度・経度情

報を矩形エリアに書き換える曖昧化によってプライ

バシを保護する．さらに，曖昧化のみでは，公開さ

れる訪問地が広大なエリアとなり頻出訪問地の抽

出精度が悪くなるため，稀な訪問地点の削除により

プライバシを保護しつつ頻出訪問地点の抽出精度

を改善したプライバシ保護手法を提案する． 
(3) 結果： 人の流れプロジェクト平成 10 年東京都市圏

のデータの中からランダムに 1 万人を選び，活発に

移動が行われていた 6 時～8 時の訪問地点データ

を公開する場合を想定した実験を行った．図 1 はプ

ライバシ保護処理を行っていないオリジナルのデー

タを公開し頻出訪問地点集合を抽出した結果であ

る．頻出地点集合の抽出には LCM [3] を用いた．

図 2 は k 匿名化手法のみを適用し公開されたデー

タに対して頻出訪問地抽出を行った例である．ここ

では，k = 2 とした．すなわち各エリアとも少なくとも 
2 人以上が訪問したことが保証されている．単純に 
k 匿名化処理のみを行った場合，k = 2 という比

較的緩いプライバシ要件に対しても抽出結果は本

来のものと大きく異なっている．図 3 は提案手法用

いて公開したデータに対して頻出訪問地点を抽出

した結果であり，k = 2 の匿名化を行う前に，訪問者

が 3 人以下の地点を削除している．抽出された頻出

訪問地点の精度を改善でき，本来のものと近い結

果が得られていることが分かる． 
(4) 今後の展開： 今回は提案手法を頻出訪問地点集

合の発見問題に適用した．今後は，主導線の発見

や渋滞・事故発生地点の発見問題にも適用すること

を考えている． 
(5) 参考文献： 

[1] Yeye He, Jeffrey F. Naughton: Anonymization of 
Set-Valued Data via Top-Down, Local 
Generalization. PVLDB 2(1): 934-945 (2009). 

[2] Manolis Terrovitis, Nikos Mamoulis, Panos Kalnis: 
Privacy-preserving anonymization of set-valued 
data. PVLDB 1(1): 115-125 (2008). 

[3] Takeaki Uno, Tatsuya Asai, Yuzo Uchida, Hiroki 
Arimura: An Efficient Algorithm for Enumerating 
Closed Patterns in Transaction Databases. 
Discovery Science 2004, LNAI 3245: 16-31 
(2004) 

(図 1～3 では，同色の点が一つの訪問地点集合を表している) 
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空間情報に基づく災害時シナリオを用いたネットワークエミュレーション基盤の構築 
 

安田 真悟 1，宮地 利幸 2，ラズバン・ベウラン 2，牧野 義樹 2，明石 邦夫 3，井上 朋哉 1， 
三輪 信介 2，宇多 仁 4，丹 康雄 4，篠田 陽一 4 

1 北陸先端科学技術大学院大学 高信頼ネットワークイノベーションセンター， 
2 情報通信研究機構 北陸 StarBED 技術センター, 

3 北陸先端科学技術大学院大学 情報科学研究科， 
4 北陸先端科学技術大学院大学 情報社会基盤研究センター 

連絡先: <s-yasuda@jaist.ac.jp> 
 
(1) 動機： 地震などの自然災害のネットワークへの影

響を知り，速やかな復旧や，補完の為の技術を確

立する為には，実際に発生しうる災害シナリオに基

づいたネットワーク実証・実験を行える必要がある．

ネットワーク障害時の復旧・補完技術は多く提案さ

れているが，これまでのネットワーク実証・実験環境

での障害シナリオでは，論理的なネットワーク上で

の障害の発生箇所や種類を，検証する技術に合

わせて実験者が決めてシナリオを作成していた．し

かし，災害によるネットワークへの影響は，地理的

な広がり，時間遷移があり，物理空間のエミュレー

ション無しに実験者が障害事象を推定する事は困

難である．また，ネットワークは様々な技術によって

複合的に構成されており，個々の復旧・補完技術

の検証だけではネットワーク全体への影響を検証

する事は困難である． 
(2) アプローチ： 大規模ネットワークにおける災害時

のネットワークの障害を，空間情報に基づきエミュ

レートされる災害シナリオにより挿入し，災害時のネ

ットワークの振る舞いを再現する，統合的なネットワ

ークエミュレーション基盤を構築する．まず，プロト

タイプ実装を用いた災害時のネットワーク障害エミ

ュレーション実験を行い，エミュレーション基盤の概

念検証を行った．StarBED で ISP 網を想定した

OSPF ネットワークを構築し，各 OSPF ルータに IP

電話を想定した SIP クライアントを接続した．また，

災害時のネットワーク補完技術として２つの補完技

術を導入した．一つは OLSR を用いた無線メッシュ

ネットワークによる有線通信路の補完．もう一つは

長距離無線局による有線通信路の補完である．ネ

ットワーク経路上には，有線・無線および，空間情

報に基づく遅延・パケットロスを再現した．そして，

次のようなシナリオを用いて実験を行った． 
1. 地震発生により、いくつかのルータが被災し、

通信ができなくなる 
2. 津波発生により、いくつかのルータに深刻な

打撃を受け、通信できない地域が発生 
3. 長距離無線と無線メッシュにより、多くの地

域で通信が回復する 
(3) 意義： 耐災害 ICT の新しい技術の検証，災害時に

通信インフラを有効且つ早急に復旧する手法を提

示可能となる事が期待される． 
(4) 特徴： 

・ 一つのエミュレーション基盤上で，物理的な影

響からアプリの状況まで一貫して模擬し、実

験・検証可能 
・ 物理層からアプリケーション層までエミュレーシ

ョンを重ね合わせる事が可能 
・ さまざまな技術のエミュレーションや実物を容

易に挿入可能

 

 
 

図 1： 実験を可視化した様子 
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パーソントリップデータと数理モデルによる，動的ネットワーク上での情報伝搬解析 
 

藤原 直哉 1，合原 一幸 2 

1 科学技術振興機構，2 東京大学 生産技術研究所 

連絡先: <fujiwara@sat.t.u-tokyo.ac.jp> 

 

(1) 動機： 近年，内部状態を持つ多数のエージェント

が移動しながら近隣のエージェントと相互作用する

系(モバイルネットワーク，図 1)における情報伝搬が，

統一的な枠組みから盛んに研究されている．こうい

った例としては，アドホックネットワークにおける情

報伝播や，人の移動を介した伝染病の伝搬などが

挙げられ，一見全く異なる系を同一の枠組みで捉

えることが可能であり，効率的な通信プロトコルや

伝染病拡散を遅らせる戦略提案等の応用が期待さ

れる．パーソントリップデータを用いてモバイルネッ

トワークを構成し，数理モデルと組み合わせてモバ

イルネットワークにおける情報伝搬を解析すること

が本研究の目的である． 

 

(2) アプローチ：本研究では，情報伝搬の一例として，

同期現象に着目して解析を行った．東京都市圏人

の流れデータを用いる．二人の人がある閾値より近

い距離にいる時両者は相互作用可能であり，ネット

ワークのリンクが張られていると考える．このようにし

て，データより人の接近ネットワークを構成できる．

各人がモバイル端末のような振動子を持っていると

考え，振動子間がリンクされている時の相互作用を

数理モデルで記述する．このように，データより構

成したモバイルネットワークデータとモデルを組み

合わせて，同期現象の解析を行う． 

 

(3) 特徴：モバイルネットワーク上での情報伝搬の早さ

（例えば伝染病の拡散速度）をデータのみから調べ

ることは一般に極めて困難である．一方，純粋にモ

デルのみを用いる手法では，現実のネットワーク構

造をうまく考慮できない．そのため，本研究で提案

するデータとモデルを組み合わせたアプローチが

重要である．このような手法により，情報伝搬の種類

によらず普遍的に成り立つ性質を知ることができる

可能性がある． 

 

(4) 結果：図 2 に，同期達成に要する時間 T と，その逆

数 nT の，シグナル送信時間間隔 τp に対する依存

性の，ネットワーク構造もモデルによって構成した

場合の結果を示す．τp が小さい場合，同期達成時

間が一定の値に収束し，大きい場合には同期達成

時間はシグナル間隔に比例して増大する．このよう

な異なる振る舞いが起こる原因は，τp の大小に応じ

て異なる同期達成メカニズムが存在するためである

ことを我々は明らかにした． 

 

(5) 謝辞： 本研究は，FIRST 合原最先端数理モデル

プロジェクトの助成を受けた．ここに感謝の意を表

する． 

 

 

 

 
 

図 1：モバイルネットワークの概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2： 同期達成時間および同期達成に必要なシグ 

ナル数の，シグナル送信時間間隔依存性  
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移動軌跡データからの頻出パターン検出と時空間的可視化 
 

福井 聡 1，○熊南 昂司 2，関 和広 2，上原 邦昭 2 
1 神戸大学 工学部 情報知能工学科，2 神戸大学大学院 システム情報学研究科 計算科学専攻 

連絡先: <fukui@ai.cs.kobe-u.ac.jp> 
 
(1) 動機： 移動軌跡データマイニングとは，位置情報

と時間の系列データとして表現される移動軌跡デ

ータから，頻出行動を軌跡パターンとして検出する

研究である．従来の移動軌跡データマイニングの

問題点は，複雑なパターンを検出することが難しい

こと，パターン検出に大量の計算資源を要するた

め大規模データへの適用が難しいことであった．こ

れらの問題は，単一解像度のグリッドによって移動

軌跡データが簡略化されていることに起因しており，

神野と上原 [1] は，階層グリッドを用いた解決法を

提案している．本研究では，階層グリッドを用いた

手法によって得られた軌跡パターンを地図上にマ

ッピングし，パターンの時間変化を分析する． 
(2) アプローチ： 本研究では，並列分散処理のプログ

ラミングモデル MapReduce によって，階層グリッド

法を並列化する．計算機環境は，CPU 数，メモリ量

が計 24CPU，88GB から成る Apple Xserve 5 台の

小規模なクラスタを用いる．なお，今回用いたデー

タにおいて，パターン検出時間は 30 分程度である．

階層グリッド法を異なる時間に取得された移動軌跡

データに適用し，得られたパターンの遷移，あるい

は差異を可視化することで，短期的・長期的な人の

流れの変化を明らかにする． 
(3) 結果： 今回行った 3 つの実験とその結果を概説す

る．○1 平成 10 年東京都市圏の朝 7〜9 時の移動軌

跡パターンを 10 分ごとに検出し，アニメーションによ

って可視化した．この場合，移動軌跡パターンは主

に列車の混雑率が高い区間に合致し，混雑区間が

時間の推移にともなって郊外から都心に移動して行

く様子が確認できた．○2 平成 10 年と 20 年の東京都

市圏の移動軌跡パターンを検出し，その差異を比

較した．その結果，前者には現れないパターンが後

者でいくつか検出された．一つは北千住と秋葉原

間のパターンであり，平成 17 年に開業したつくばエ

クスプレスの路線に合致していた． ○3 平成 10 年と

20 年の六本木近辺のデータから，徒歩の移動軌跡

パターンを検出した．この地域には，六本木ヒルズ，

東京ミッドタウンがそれぞれ平成 15 年と 19 年に開

業しており，人の流れに大きな変化が生じていること

が分かった．具体的には，平成 20 年の移動軌跡デ

ータから，六本木駅，六本木一丁目駅付近の軌跡

パターン（赤線）が大量に検出された（図 2）．なお本

研究では，データ点をグリッドの中心で近似するた

め，実際のデータ点と検出パターンの位置には，若

干のずれが生じている．これらの実験結果から，異

なる時間・年代のデータから軌跡パターン検出を行

うことで，ラッシュ時のパターンのような短期的な変

化に加え，新線や大規模施設の開業等による長期

的な人の流れの変化をも顕在化できることが分かる．

今後，このようなパターンの時空間的変化を自動的

に検出する手法についても検討を進めていく． 
(4) 使用したデータ： 

・ 「平成 10 年東京都市圏人の流れデータ」 ，「平

成 20 年東京都市圏人の流れデータ」 東京大学

空間情報科学研究センター 
(5) 使用したソフトウェア：  

・ Google Maps JavaScript API バージョン 3 
・ Hadoop ver. 0.20.203.0 

(6) 謝辞：佐々木健太氏（神戸大学）には，頻出パター

ン検出等を補助していただいた． 
(7) 参考文献： 

[1] 神野良太，上原邦昭．トップダウンアプロ－チ

を用いた複雑な移動軌跡パタ－ンの検出．CSIS 
DAYS 2010.

 

 
図 1：平成 10 年のデータから得られた軌跡パターン 

 

  
図 2：平成 20 年のデータから得られた軌跡パターン 
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乗換案内サービスの利用データ分析 
 

見生 元気，伊藤 昌毅，川村 尚生，菅原 一孔 

鳥取大学大学院 工学研究科 情報エレクトロニクス専攻 

連絡先: <s082021@ike.tottori-u.ac.jp> Web:<http://ikisaki.jp> 

 

(1) 動機：Web サービスの発達により，Google Transit
や NAVITIME といった目的地までの経路を表示

するナビゲーションアプリケーションの普及が進ん

でいる．利用者は出発地や目的地，出発時間とい

った移動の予定を入力することで，様々な鉄道路

線やバス路線，徒歩移動の組み合わせの中から，

最適な経路を探索することができる．このようなサ

ービスの利用データから利用者の移動の計画につ

いて分析する． 
(2) 方法：利用データは鳥取県内の路線バスや鉄道を

対象とした乗換案内システム「バスネット」のアクセ

スログを用いる．バスネットは月 21,000 件ほどのア

クセスを持っており，鳥取県の人口が 58 万人であ

ることから乗換案内サービスとして，県内の重要な

インフラとして機能しているといえる．このバスネット

における乗換案内サービスにおいて入力された出

発地，目的地，出発時間といった検索条件とその

探索結果である経路の情報を 2011 年 07 月 07 日

から 2012 年 07 月 30 日まで記録したデータから，

出発地や目的地に設定されるランドマークの傾向

や季節ごとの利用者数の推移について分析した． 

(3) 解析：利用者が入力した出発地や目的地，出発時

間といったデータから，出勤や通学といった用途で

の利用や，休日に出かける際の移動に乗換案内サ

ービスを利用していることがわかった．また，1 年間

を通して見ると 12 月から2 月にかけて利用が伸びて

おり，積雪量や気温と利用者数に相関があることか

ら，積雪や路面の凍結を理由に路線バスや鉄道に

よる移動に切り替えていることがデータから読み取

れた． 
(4) 今後の展開：利用者が移動の計画をたてるために

乗換案内サービスを利用する際，納得の行く経路

がないため，目的地を変更するケースやそもそもバ

ス利用をやめるケースが考えられる．このようなバス

利用の実データに現れない利用者が潜在的に路

線バスサービスに抱いている不満について分析す

ることで，路線バスサービスの改善につながる情報

の提供を目指す． 
(5) 謝辞： 

本研究の一部は，総務省戦略的情報通信研究開

発推進制度(SCOPE)の受託研究によって実施さ

れた．
 

図 1：乗換案内サービスにおける出発地利用数の分布（鳥取県） 
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地下鉄路線図網のレイアウトに応じた注釈ラベルの配置手法 
 

吳 湘筠 1，有川 正俊 2，高橋 成雄 1，林 春成 3，顏 嗣鈞 4 
1
東京大学大学院新領域創成科学研究科，

2
東京大学空間情報科学研究センター 

3
国立交通大学工業工程管理学科，

4
国立台湾大学電機工程学科 

連絡先: <yun@visual.k.u-tokyo.ac.jp> 
 
(1) 動機： 手描きによる地下鉄路線図においては，駅

に文字や画像などの必要な注釈が与えられるよう，

内部ラベル(internal label)と外部ラベル(external 
label)の両方を用いることが多い．しかしながら，地

下鉄路線図を自動生成する際に，その路線図網の

形状に応じて最適に注釈ラベルを配置する手法は，

ラベルを配置できる路線図網周辺の領域の形状が

複雑なため，まだその研究事例の数は限られてい

る．本研究では，注釈ラベル配置のための2つの手

法を示し，一般的に用いられている路線図レイアウ

トとある経路を中心に配置したレイアウトに適用す

る．  
(2) 手法： 1 つ目の注釈配置アルゴリズムは，全体の

路線図領域を 3 つの異なる区域に分割し，注釈ラ

ベルをその種類に応じてどの区域に配置するかを

決定している．この区域分割に基づく注釈ラベル

配置アルゴリズムにおいては，各種類の注釈ラベ

ルの最適位置は，路線図領域にあらかじめ配置さ

れているグリッドパタンを参照することで求められる

(図 1(a))．この最適位置の計算は，路線図上に配

置する注釈ラベルの実際の配置順を，進化的な反

復計算を用いて改善する遺伝的計算手法を導入

することで実現される． 
  2 つ目は，境界ラベル配置に基づく注釈ラベル

配置アルゴリズムであり，駅と注釈ラベルを結ぶ線

として曲線を用いることで，その線と地下鉄路線図

との交差を最大限回避し，路線図そのものの視覚

的に分かりやすくすることができる (図 1(b))．この

実現には，最小コスト最大流問題の概念が導入さ

れており，路線図上に配置してあるグリッドを通るよ

う制御された最大流経路を参照することで，駅と注

釈ラベルを結ぶ線の形状を求めている． 
(3) 結果： 本手法で提案アルゴリズムは，デスクトップ 

PC (2 Quad-Core Intel Xeon CPUs (2.4GHz), 8GB 
RAM)上で実装されており，プログラミング言語とし

てC++，地下鉄路線図描画にOpenGL，画像注釈

ラベルの処理にOpenCVを用いている． 
  1つ目の区域分割に基づくアルゴリズムを，一般

的に用いられている路線図レイアウトに適用した事

例が図1(a)である．図からわかる通り，路線図領域

の境界に沿って注釈ラベルが整列されている．し

かし，同じアルゴリズムを，経路を中心に配置した

レイアウトに適用すると，地下鉄路線図網自体に折

れ線が多く含まれるため，駅と注釈ラベルを結ぶ線

との区別がつきにくくなってしまう(図1(b))．  
  2つ目の境界ラベル配置に基づくアルゴリズムを，

一般的に用いられている路線図レイアウトに適用し

た場合は，図1(c)に示される通り全体としては注釈

ラベルを適切に配置することができる．しかし，経

路を中心に配置したレイアウトに適用した図1(d)の
ように，特定の経路上の駅すべてに注釈ラベルを

配置するのは難しい．  
  以上のように，路線図レイアウトに応じて注釈ラ

ベルの配置手法を適応的に選択することで，注釈

ラベル付き地下鉄路線図の可読性を確保すること

が可能となる． 
(4) 使用したデータ： 

・ ウィーン地下鉄路線図網 
http://www.aardvark.at/metro/ 

・ ウィーンの地下鉄駅の緯度経度 グーグルマップ

http://maps.google.com/ 
(5) 謝辞： 本研究は，日本学術振興会科研費基盤研究(B) 

No. 24330033，挑戦的萌芽 No. 23650042，台湾行政院

国 家 科 学 委 員 会  98-2218-E-009-026-MY3, 
N100-2221-E-002-132-MY3 の助成を受けた.

 

 
(a) 区域分割に基づく 

地下鉄路線図 
(b) 境界ラベル配置による 

地下鉄路線図 
(c) 区域分割に基づく 

経路中心路線図 
(d) 境界ラベル配置による 

経路中心路線図 
図 1：ウィーン地下鉄路線図網を例に，異なる自動レイアウト結果に応じた注釈ラベル配置の適応的選択例． 
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3 次元都市地図における視認性の定式化とそのレイアウト最適化 
 

廣野 大地 1，吳 湘筠 2，有川 正俊 3，高橋 成雄 2 
1 東京大学大学院 情報理工学系研究科，2 東京大学大学院 新領域創成科学研究科, 3 東京大学 空間情報科学研究センター 

連絡先: <hirono@visual.k.u-tokyo.ac.jp> 

 

(1) 動機： 近年，コンピュータを用いた都市地図の 3
次元表示が一般化しているが，単に地図を立体的

にするだけでは，地図中の要素同士が重なり，見

づらい表示になってしまう．比較して人がデザイン

した都市の俯瞰図などは，奥行き感を表現するた

めに建物の箱型形状を保ちつつも，もとの地図レイ

アウトが適度に変形されており，地図要素同士の遮

蔽が解消されることで，より見やすい地図となって

いる．そこで本研究では，いままで人が手で行なっ

てきた地図を見やすくするためのレイアウト調整を，

コンピュータを用いて自動化する手法を提案する．

これは地図の見やすさに加えて，地図に含まれる

地図要素同士が満たさなければいけない条件を定

式化し，この見やすさを最大化するようなレイアウト

を，制約付き最適化問題を用いて求めることで実

現される． 

(2) 方法： 本手法は，3 次元の地図と重要な道路やラ

ンドマークとなる建物が入力として指定されたとき，

より視認性の高い地図を出力する．これはまず，地

図のレイアウトを変更する際に守らなければいけな

い制約を定式化することで実現される．具体的に

は，1)奥行き感を保つために，道路や建物の輪郭

線が構成する平行関係を保持する，2)道路や建物

の相対位置関係を維持する，3)道路や建物の移動

を適度に制限して，視覚的な違和感が生じないよう

にする，などの制約を不等式として表現することで

実現する．さらに地図の視認性の高さは，入力とし

て与えられた道路が建物によって遮蔽される度合

い，また各地図要素の，元の地図からの位置や形

の変化の度合いなどを最小化することで確保され

る．遮蔽の解消と元形状の保持のどちらを優先す

るか，あるいはどのような変形を用いて遮蔽を解消

するかの判断のバランスは，数値パラメータを用い

て調節することができる．本手法では，上記の制約

付き最適化計算を，線形計画法を用いることで実

現している． 

(3) 結果： 提案したシステムを，言語に C++，線形計画

問題のソルバーに IBM ILOG CPLEX を用いて実

装し，VMware Player 上の Ubuntu11.04 で動作させ

て，実際の地図を変形した結果を得た．図 1 に示し

た例では建物数が 397 の地図を解くのに 3.6 秒の計

算時間がかかり，変形前と比べてユーザーが指定し

た経路（オレンジ線）の遮蔽が 93%解消された．出

力画像を見るとユーザー指定の経路の遮蔽が解消

されているほか，ランドマークとして指定された建物

（青マーク）の形は保たれていることがわかる． 

(4) 使用したデータ： 

・ 「ZmapTownII データセット」（（株）ゼンリン） 

・ 「全国デジタル道路地図 DB」（住友電工（株）） 

(5) 謝辞： 本研究は，東京大学空間情報科学研究セ

ンターの研究用空間データ（研究番号 398）を利用

した．ここに感謝の意を表する． 

 

 

真位置を用いた 3 次元表示 レイアウトを調整し，視認性を高めた結果 

図 1: 本手法の適用例（右） 
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簡易型 3D ビューアーシステムの開発とその適用事例 
 

菅 雄三 1，大政 求 2，藤井 伸幸 2，小西 智久 2 
1 広島工業大学環境学部地球環境科，2 日本キャディック 

連絡先: <y.suga.mi@it-hiroshima.ac.jp> 

 

(1) 動機： 災害発生時には，いち早く初動体制を構

築して復旧支援にあたる必要がある．国土地理院

の基盤地図情報と地球観測衛星・航空機などの

時空間画像情報を活用して迅速かつ正確に，し

かも簡単操作で災害分析ができる会話型3次元ビ

ューアー「眼魅 3D」を独自に開発した．これにより

被災地の復旧支援を効率的に実行できる．使い

易く高機能な「眼魅 3D」は，国土地理院によりそ

の信頼性が保障された基盤地図情報を直接取り

込むことを可能とし，防災関係機関での危機管理

情報システムとして利用できることに主眼を置い

た． 
(2) 方法： Windows コンピューターでフルカラーグラ

フィック，3D モデルを多用するアプリケーションを

高速で実行するための Windows DirectX/API を

使用して C++言語により開発を行った．「眼魅３D」

は，3D モデルの自動回転表示が可能である．モ

デルの自動回転中でもマウス操作で視点の移動

拡大が可能であることから 2 次元的ディスプレイで

も 3 次元的地形情報をリアルに再現し把握できる．

また，標高モデルから計算した傾斜量や開度を組

み合わせてカラー合成することができるので，尾

根や谷などの地形的特徴を更に判り易く3Ｄ 表示

可能である．さらに，地球観測衛星や航空機画像

との合成表示が可能である．今回，「眼魅３D」によ

る適用事例として以下の 2 つの 3D モデル作成を

行った． 
(1) 縮尺レベル 2500 基盤地図情報の 10m メッシ

ュの数値標高モデルと高分解能衛星画像を

合成処理して，土砂災害による被災状況（被

災程度，範囲や崩壊土砂量など）を 3 次元空

間上で迅速かつ正確に分析できる（図 1）． 

(2) 縮尺レベル 2500 基盤地図情報の 10m メッシ

ュの数値標高モデルと ALOS/AVNIR2 衛星

画像を合成処理して，3 次元的地形解析（等

高線，断面図，傾斜量，海進など）が可能で

ある（図 2）． 
(3) 結果：  

・ 災害時での迅速かつ正確な被災状況分析のた

めの初動体制作業の効率化：数値標高モデルと

衛星画像や航空写真から 3 次元的地形解析（被

災面積，崩壊土砂量，浸水域推定など）により，

被災状況を迅速かつ正確に把握することができ

る．災害時の初動体制作業の効率化ならびに

刻々と変化する災害現場での分析作業に有効

である． 
・ 信頼性の高い基盤地図情報と組み合わせた衛

星画像・航空写真に基づくＧ空間分析：国土地

理院により統一された規格で品質保証された基

盤地図情報をそのまま利用できる 3 次元ビュー

ワー「眼魅 3D」は，災害時における防災関係機

関での利用のみならず，平常時での防災訓練

や教育ならびにハザードマップなどの地図作成

ツールとして有効である． 
(4) 使用したデータ： 

・ EROS-B, ©2011_ISI/HEEIC 
・ ALOS/AVNIR2, ©JAXA/HIT 
・ 「基盤地図情報」, 国土地理院 

(5) 謝辞： 本研究は，文部科学省私立大学戦略的研

究基盤形成支援事業「地球観測衛星情報による

時空間画像情報生成技術に関する研究」（研究

代表者：菅雄三）の一環として実施した．  

崩壊面積： 約 37 万ｍ2 

崩壊土砂量：約 866 万 m3

図 1：土砂災害分析（2011 年紀伊半島） 

断面図の描画

図 2：3 次元的地形解析（富士山） 
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設計図から作成した三次元 GIS データの精度検証 

 
乙井 康成，神谷 泉，小荒井 衛 

国土交通省国土地理院地理地殻活動研究センター 

連絡先: <otoi@gis.go.jp> 

 

(1) 動機： 屋内は人工的に作られた空間であることか

ら，現地測量を行わず設計図から三次元 GIS デー

タを作成しようとする取り組みが進められている．し

かし，このようなデータの精度検証は十分には行わ

れていない．設計図から作成した三次元 GIS デー

タの精度検証を行うため，屋内空間の三次元 GIS
データの試作とその検証のための現地測量を行っ

たので，これらの成果の比較検証結果について報

告する． 

(2) 方法： 資料や現況を制限無く調査できることから

国土地理院庁舎（本館の一部，情報サービス館，

科学館及びその間の渡り廊下）を対象とした．三次

元 GIS データの試作には，作業効率性から平面図

や断面図，立面図等から作成された CAD データを

主に使用し，不足する情報については紙図面から

スキャンした画像データを使用した．都市計画基本

図をスキャンし，図郭四隅に示されている座標値を

元に，CAD を用いて建物外縁上の点の座標を読

み取り，平面図上の対応する点に座標を付与した．

このとき，都市計画基本図と平面図上の対応する

各点間の距離の二乗の和が最小となるよう伸縮率

1.0 のヘルマート変換を行った．データ作成対象の

一部についてトータルステーション等による現地測

量を行い，精度検証を行った． 

(3) 結果： 最も設計図と現況で相対距離の差が大きか

った箇所は通路の長さで，現況の方が 1.5m 長いこ

とが確認された．これは渡り廊下との接続位置が変

わったことにより通路が延長したものと思われる． 
設計図と現況の相対距離の差異（絶対値）は平均

で 0.2m であった． 

計測した全ての柱は設計図以上の太さを確保して

いることが確認された．一方，内壁については必ずし

も設計図に示される厚さが確保されていなかった． 

ドアは規格品が使われているため，出入口の幅

には高い施工精度が求められるものと考えていた

が，幅が設計図と異なる例は複数見られ，施工す

る際に仕様を変更したものと思われる． 

設計図等から求めた座標値と現地測量で得られ

た座標値に 1m 以上の差が見られた箇所は，渡り

廊下及びこれとの接続部，部屋の出入口であった．

いずれも現況の形状が設計図と一致していないこ

とから，施工時に仕様が変更されたと推察される．

設計図から作成した三次元 GIS データと現地測量

成果の座標値の差は，水平方向で最大 1.8m，平

均 0.6m，垂直方向で最大 1.3m，平均 0.3m であっ

た．（表 1，表 2，図 1） 

(4) 使用したデータ： 

・ つくば市 1:2,500 都市計画基本図 

・ 国土地理院庁舎平面図及び配置図 CAD データ 

・ 国土地理院庁舎立面図及び断面図 CAD データ 

 

表 1：部位による相対距離の精度の違い（水平） 

相対距離の精度(m) 絶対位置精度(m) 
（端点の平均） 水平精度 

（作成データ － 
 現地測量成果） 距離の差

の平均値
距離の差の 
標準偏差 平均 標準偏差

外壁面上の突起間距離 -0.004 0.356 0.542 0.170 
室内距離 0.002 0.126 0.580 0.120 
廊下内距離 -0.004 0.499 0.685 0.391 
出入口幅 0.153 0.244 0.852 0.415 
柱幅 -0.051 0.030 0.612 0.044 
内壁厚 0.084 0.211 0.753 0.264 
全体 0.002 0.317 0.619 0.248 

 
表 2：部位による相対位置精度の違い（垂直） 

相対位置（比高） 
の精度(m) 

絶対位置（標高）

の精度(m) 
垂直精度 
（作成データ － 
 現地測量成果） 平均 標準偏差 平均 標準偏差

天井 0.124 0.211 -0.228 0.266 
 うち本館 0.132 0.163 -0.118 0.162 
  うち窓側 0.019 0.030 -0.235 0.013 
  うち廊下側 0.246 0.154 -0.002 0.150 
 うち情報サービス館 0.081 0.013 -0.478 0.005 
 うち科学館 0.114 0.327 -0.452 0.332 
出入口上端 0.072 0.221 -0.381 0.279 
全体 0.112 0.212 -0.347 0.231 

 

 
図 1：座標値の差（作成データ － 現地測量成果） 

 
◆ 本館 

■ 情報サー
ビス館 

▲ 科学館 
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